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  【一般会計】

（款）１．議会費　（項）１．議会費　（目）１．議会費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

87

1
1

87

2

310,076

主　要　な　施　策　の　成　果

315,311 決 算 額 の 財 源 内 訳

310,076 一般財源

議 会 事 務 局

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 　市議会各会派の市政に関する調査研究を推進し、議員活
動の充実を図るため、月額30,000円に会派構成議員数を乗
じた額を会派に対して交付した。なお、必要経費を支出し
た後、残余がある会派からは､当該残余額の返還を受け
た。

政務活動費 ６，０４５

 ２． ○「いせ市議会だより」発行…市議会活動を市民に広報す
るため「いせ市議会だより」を発行し、各戸配布等を行っ
た。＜年間４回発行＞
○市議会放映…市議会活動を市民に広報するため、市議会
本会議と予算・決算特別委員会をケーブルテレビで録画放
送した。会議があった日の翌日午後２時と午後７時から２
回放送し、定例会終了日の翌々日午後８時から再放送し
た。＜本会議23日分、予算・決算特別委員会10日分＞
また、上記録画データを利用し、YouTubeによるインター
ネット録画放送を実施した。

議会広報経費 ５，３１５
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（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）４．人材育成推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

20

    （単位  千円）

決算書
       頁

89

##

11,235 決 算 額 の 財 源 内 訳

10,073 一般財源

10,053

職 員 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 　伊勢市職員としての意識の向上及び必要な知識の習得を
図るため、一般研修を行った。また、職員の職務遂行能力
を高めるために、専門研修等に派遣した。
（１）実施実績
　①一般研修　研修数５１回　受講者数　１，９９８名
　②派遣研修　研修数８１回　受講者数　　　２１７名

（２）研修評価（受講者自身による評価）
　①業務向上度　　　研修全体　８２．４％
　　　　　　　　　　一般研修　８１．６％
　　　　　　　　　　派遣研修　９６．０％
　②意識向上度　　　研修全体　６３．６％
　　　　　　　　　　一般研修　６１．２％
　　　　　　　　　　派遣研修　９４．４％

【当初予算における内容、計画】
①一般研修
　・階層別研修　部長級、課長級、課長補佐・係長級、
　　　　　　　　主事・一般
　・特別研修　　目からうろこ、女性活躍推進、ハラス
　　　　　　　　メント防止等
　・人材育成カレッジ　接遇研修、公務員倫理研修、
　　　　　　　　　　　災害時の対応等
②派遣研修
　・三重県市町総合事務組合、三重県地方自治研究セン
　　ター、市町村職員中央研修所、全国市町村国際文化
　　研修所、自治大学校、日本経営協会の実施する各階
　　層別研修、専門研修等への派遣
　・各先進地視察研修派遣
　・その他各種協議会・団体が主催するマネジメント等研
　　修への派遣

【過去２ヵ年度の実績】
平成29年度
（１）実施実績
　①一般研修　研修数１９回　　受講者数　１，５７９名
　②派遣研修　研修数７５回　　受講者数　　　１６８名
（２）研修評価（受講者自身による評価）
　①業務向上度　　　研修全体　８５．５％
　　　　　　　　　　一般研修　８５．０％
　　　　　　　　　　派遣研修　９４．８％
　②意識向上度　　　研修全体　７０．２％
　　　　　　　　　　一般研修　６８．１％
　　　　　　　　　　派遣研修　９６．６％
平成30年度
（１）実施実績
　①一般研修　研修数２０回　　受講者数　１，４５０名
　②派遣研修　研修数６８回　　受講者数　　　１３９名

（２）研修評価（受講者自身による評価）
　①業務向上度　　　研修全体　８２．７％

職員研修事業 １０，０７３
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決算書
##        頁

1

（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）５．広報広聴費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

4,020

    （単位  千円）

決算書
       頁

91

1
1

91

2
2

91

3

（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）７．電算事務管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

11,045

    （単位  千円）

決算書
       頁

91

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

　　　　　　　　　　一般研修　８１．７％
　　　　　　　　　　派遣研修　９８．０％
　②意識向上度　　　研修全体　６７．４％
　　　　　　　　　　一般研修　６５．４％
　　　　　　　　　　派遣研修　９５．０％

【事業を取りまく状況等】
研修は一度限りではなく、繰返し実施することにより効果
が発揮されるものであるので、引き続き充実した研修環境
を整えるよう努めていく。

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 「広報いせ」を毎月１日と15日（１月と５月を除く）に
発行し、市政方針や事業計画・各種制度の概要、行事予
定、市民活動情報などを広く市民に広報し、理解と協力を
求めるとともに、市民参画意識の高揚に努めた。

広報いせ発行事業 ２９，７７４

80,020 決 算 額 の 財 源 内 訳

76,547 一般財源

72,527

広 報 広 聴 課

 ２． 行政放送において、行政情報番組［お知らせ番組（毎週
更新）と特集番組（毎月更新）］を制作し放送した。特集
番組は、タレントをリポーターとして起用し、分かりやす
い番組づくりに努め、YouTubeへの掲載も行った。

ＣＡＴＶ広報いせ
放送事業

１６，８４７

332,993 決 算 額 の 財 源 内 訳

308,362 一般財源

 ３． 利便性の向上や安定運用等を目的に全面的なリニューア
ルを行い、ウェブならではの即時性のある情報発信に努め
た。

インターネット情
報発信事業

２７，３６２

297,317

情 報 政 策 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 住民基本台帳、税及び福祉サービス等の基幹システムで
ある総合住民情報システムについて、システム及び各機器
類の保守管理を行った。また、元号改正に伴い、必要なシ
ステム改修等を行った。

このほか、市税等に関する各種帳票の印刷業務並びに税
申告書等のイメージデータの読取業務やデータ入力業務等
について、外部委託を行い、業務の効率化を図った。

住民情報システム
管理経費

１３６，７４８
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決算書
1        頁

91

2
2

91

3

（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）８．企画費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

93

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

93

1

 ２． 財務会計・文書管理・人事給与・庶務事務・グループ
ウェア等の行政情報システム（内部情報系）、インター
ネットシステム及びネットワークシステムの保守管理等を
行い、各システムの安定稼働を図った。

行政情報システム
管理経費

５６，４７３

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 各種セキュリティ関連システムの保守管理等を行い、シ
ステムの安定稼働を図るとともに、サポート切れとなるソ
フトウェアの更新及び事務用パソコンの調達を実施し、情
報資産の安全管理と情報セキュリティの維持、向上を推進
した。

ＩＴセキュリティ
対策事業

１０７，６４８

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ＩＣＴ（情報通信技術）の活用について調査研究すると
ともに、ＡＩ（人工知能）やＲＰＡ（ソフトウェア・ロ
ボットによる業務自動化）等の活用を検討し、導入を推進
した。また、ＬＩＮＥ公式アカウントを活用した一時保育
予約サービスの開始等の各課の取組を支援した。
・ＲＰＡ試験導入業務委託  4,073,300円
・先進地視察等旅費　　　　　435,560円
・備品購入費等　　　　　　　199,984円

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　5,237,000円
・最新のＩＣＴの調査研究
・ＩＣＴ活用推進ワーキング等によるＩＣＴの活用検討
・ＲＰＡの試験導入及び効果の検証

【過去２ヵ年度の実績】
・令和元年度からの新規事業

【事業を取りまく状況】
ＩＣＴの進展は目覚ましく、活用を推進することで、行

政運営の効率化や質の高い市民サービスの提供を目指す必
要がある。

ICT活用推進事業 ４，７０９

77,812 決 算 額 の 財 源 内 訳

73,302 一般財源

73,302

情 報 政 策 課

 １． 本市に対するふるさと納税の受入れを行うとともに、寄
附者に対し市の特産品を返礼品として送付し、市の産業の
ＰＲに努めた。
・寄附件数　　　 2,290件
・寄附金額　96,355,691円

ふるさと応援寄附
推進事業

３３，４４７

企 画 調 整 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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決算書
1        頁

93

2

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 本市が市民及び国内外の人々から選ばれる自治体となる
よう、平成28年２月に策定した「伊勢市シティプロモー
ション推進計画」に従い、移住希望者向け体験プログラム
の作成と実施、三重テレビ放送による伊勢市情報発信番組
制作と放送、伊勢市オリジナル原付ナンバープレート作成
に向けた取組、共生社会ホストタウンの登録と推進に向け
た取組等を行った。

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　16,618,000円
・移住をキーワードとした市の魅力発信
・三重テレビ放送による情報発信番組制作と放送
・伊勢市オリジナル原付ナンバーの作成
・共生社会ホストタウンの登録と推進　　等

【過去２ヵ年度の実績】
平成29年度　3,453,686円
・移住Ｕターン応援ガイド概要版作成
・三重テレビ放送による情報発信番組制作と放送
・情報発信紙芝居(蘇民将来・犬のおかげ参り)制作
平成30年度　　2,111,239円
・移住希望者向け体験プログラムの実施
・三重テレビ放送による情報発信番組制作と放送
・伊勢志摩版図柄入りナンバープレート導入に向けた取組
・皇學館大学の生徒による伊勢市魅力発信動画の制作
・共生社会ホストタウン登録に係る情報収集

【事業を取りまく状況等】
人口の社会減が続く中、移住の取組の必要性が高まって

いるとともに、定住に向けたシビックプライドの醸成にも
同時に取り組んでいく必要がある。

シティプロモー
ション推進事業

１３，４８１
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    （単位  千円）

決算書
       頁

93

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

93

1

資 産 経 営 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 公共施設等総合管理計画に基づき、全庁横断的な体制の
もと公共施設等の総合的かつ計画的な管理を継続するため
設置する公共施設等マネジメント推進会議において、全庁
的な協議・調整を行い、個々の施設の方向性を示す施設類
型別計画の進捗管理を行った。

　・職員研修講師旅費等　　　　　　77,820円
　・先進地視察等旅費　     　  　129,340円
　・消耗品費等　　　　　　　  　　13,024円

【当初予算における内容、計画】
　公共施設マネジメント事業　486,000円
　・公共施設等マネジメント推進会議の開催
　・施設類型別計画の進捗管理
　・公共施設カルテの管理（各課作業の調整）
　・先進地視察

【過去２ヵ年度の実績】
　平成30年度　793,512円
　・施設類型別計画の策定、印刷製本
　・公共施設等総合管理計画の改訂
　・公共施設等マネジメント推進会議の開催
　・公共施設カルテ及びインフラ資産カルテの更新
　平成29年度　1,480,444円
　・施設類型別計画検討委員会、公共施設等マネジメン
    ト推進会議の開催
　・伊勢市総連合自治会、各地域審議会、各まちづくり
　　協議会と意見交換会を実施
　・公共施設カルテ及びインフラ資産カルテの公表
　・公共施設カルテ管理システム導入
　
【事業を取りまく状況等】

施設類型別計画に定める公共施設等の管理方針を指標と
しながら取組を進めていく。

公共施設マネジメ
ント事業

２２０

 １． 結婚を希望する人等の相談業務、出会いの場や情報の提
供、結婚に向けたセミナー研修等を行う場として「いせ出
会い支援センター」の運営を委託した。また、市内及び定
住自立圏域市町に事業所を置く企業に、従業員の結婚を応
援し、働きやすい職場環境づくりに取り組んでいただくよ
う、いせ若者応援ネットワーク「いせむすび」への登録を
促進した。
委託先：株式会社デルタスタジオ
委託料：１０，１２０，９３２円
利用件数：３，１２１件（来所・電話・メール・チラシ）
いせむすび登録企業数:２０２社（２.３.３１現在）

出会い・結婚支援
事業

１２，６４９
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（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）９．男女共同参画推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

573

    （単位  千円）

決算書
       頁

93

1

（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）18．市民交流推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

96

    （単位  千円）

決算書
       頁

99

1
1

99

2

3,075 決 算 額 の 財 源 内 訳

2,476 一般財源

71,461 決 算 額 の 財 源 内 訳

69,681 一般財源

1,903

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 市民団体「ＮＰＯ男女共同参画れいんぼう伊勢」に委託
し、市民への意識啓発やパートナーの日の周知活動を実施
した。また、広報紙による意識啓発を図った。

職業生活における女性活躍を推進するため、働く女性を
対象にキャリアアップセミナーを開催し意識の向上を図る
とともに、就職前の大学生を対象にキャリア形成に関する
セミナーを開催し、意識啓発を図った。

○市民向けの取組み
　・映画祭、各種講座、街頭啓発など
　・広報いせへ啓発記事掲載
○企業向けの取組み
　・男女共同参画推進事業者等の表彰
　〈仕事と生活の調和実践賞〉
　　シンフォニアテクノロジー株式会社伊勢製作所
○女性活躍推進に関する取組み
　・働く女性のキャリアアップセミナー　参加者２７人
　・女子学生の就活応援キャリアデザインセミナー
　　参加者１４人

男女共同参画推進
都市事業

２，２９０

69,585

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 平成１６年４月に「いせ市民活動センター」を開設し、
同年７月から指定管理者制度を導入した。平成２９年度か
ら第５期（３ヵ年）指定管理者として特定非営利活動法人
いせコンビニネットが管理運営を行った。
令和元年度指定管理料　１３,６５９,０００円

市民活動促進事業 １８，０２１

 ２． 市民が「見て」、「参加して」楽しめる行事として、伊
勢まつりを実行委員会で企画したが、台風の接近に伴い、
２日とも中止となった。
〔開催予定日〕令和元年１０月１２日（土）、１３日
（日）
〔会場〕高柳商店街周辺～県道鳥羽松阪線～伊勢市駅周辺
〔参加予定団体数〕延べ２２０団体（６，１３５人）

伊勢のまつり開催
事業

４，５９７
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（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）19．地域自治推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

233,000

    （単位  千円）

決算書
       頁

99

1
1

99

2

252,774 決 算 額 の 財 源 内 訳

247,987 一般財源

14,987

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 平成２７年度から本格稼動した「ふるさと未来づくり」
制度に基づき設置された「まちづくり協議会」が実施する
事務事業の財源として、ふるさと未来づくり資金を交付し
た。また、まちづくり協議会が実施する「防災機能強化等
への取組み事業」に対し、活動事業費（臨時特例分）を交
付した。
　ふるさと未来づくり資金
・事務運営費、活動事業費（基本額）
　　　　　６９，１８１，１６８円（２３団体）
・活動事業費（臨時特例分）
　　　　　　３，８５０，７７６円（９団体、１１件）
・一括交付金化事業
　　　　　９５，５５７，５００円（１６団体）
　　計　１６８，５８９，４４４円
【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　１７９，４４３，０００円
　・まちづくり講演会
　・まちづくり人材養成講座
　・市民活動補償制度
　・ふるさと未来づくり資金　など

【過去２ヵ年度の実績】
　平成３０年度
　・事務運営費、活動事業費（基本額）
　　　　　６９，１７０，０１２円（２３団体）
　・活動事業費（臨時特例分）
　　　　　　４，５７７，０１３円（９団体、１１件）
　・一括交付金化事業
　　　　　９３，６８７，０５０円（１５団体）
　　計　１６７，４３４，０７５円
　 事業全体　１６９，３３８，５６５円
　平成２９年度
　・事務運営費、活動事業費（基本額）
　　　　　６９，３５９，２０１円（２３団体）
　・活動事業費（臨時特例分）
　　　　　　５，０７３，６３３円（９団体、１１件）
　・一括交付金化事業
　　　　　９３，２０１，１６６円（１５団体）
　　計　１６７，６３４，０００円
　 事業全体　１６９，４０７，２９２円
【事業をとりまく状況等】

ふるさと未来づくり資金について、地域の実情に応じた
活動事業費の算定方法に改めるため、規則改正（令和２年
４月１日施行）を行った。

地域自治推進事業 １７０，９５６

 ２． 市内１７５自治会の活動について、行政委員等の候補者
推薦業務等、依頼事項に対する謝礼を交付した。区長謝礼事業 ７，４３７
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決算書
2        頁

99

3
3

99

4
4

99

5
5

99

6
6

99

7

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 地域のコミュニティ活動の場を確保することや自治会の
負担軽減、集会所の長寿命化のため、自治会等が活動拠点
として所有し、維持管理する集会所の改築、修繕及びバリ
アフリー改修を行った自治会に補助金を交付した。
　交付金額　 　６，８６６，０００円（４自治会）
　＜内訳＞
　・改築　　５，３３９，０００円（１自治会）
　・バリアフリー改修 　５３２，０００円（２自治会）
　・空調設備整備　９９５，０００円（１自治会）

自治会集会所建設
事業補助金

６，８６６

 ５． 地域住民のコミュニティ活動の推進を図るため、地域活
動の活性化及び地域内の情報伝達手段として自治会コミュ
ニティ放送設備等を整備する自治会に対して、補助金を交
付した。

交付金額 ５，３０５，０００円（１４自治会）
（１４件）
　＜内訳＞
　・拡声放送　　８９９，０００円
　　　　　　　〔１自治会（１件）〕
　・戸別受信機  ４，４０６，０００円
　　　　　　　〔１３自治会（１３件）〕

自治会コミュニ
ティ放送整備補助
事業

５，３０５

 ４． （一財）自治総合センターが、宝くじの社会貢献広報事
業費として受け入れる受託事業収入を財源とした事業で、
コミュニティ活動の健全育成を図り、コミュニティ組織で
ある自治会等にコミュニティ助成事業補助金を交付した。
（２自治会）

コミュニティ助成
事業補助金

４，８００

 ６． ○振興助成金
地域における自治活動を支援・推進するため、助成金を

交付した。
　　　６４自治会　　１０，０１９，７５０円
○元気なまちづくり協働事業補助金

市と自治会が協働して地域社会の活性化を図るため、自
治会が各地域において主体的に取り組む事業に対して、補
助金を交付した。
　　　５３自治会　　　２，９８３，０００円
○広報配布等事業

市の広報紙等の配布事業等を行う自治会に対して交付金
を交付した。
　　　６５自治会　　３８，２２０，２００円

自治会活動補助事
業

５１，２２３

 ７． 市内１６５自治会が加盟する伊勢市総連合自治会の事業
活動を支援するため補助金を交付した。総連合自治会運営

補助金
１，４００
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（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）20．国際交流事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

847 374

    （単位  千円）

決算書
       頁

99

1

（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）22．防犯活動推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

30,000

    （単位  千円）

決算書
       頁

101

1

（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）23．交通対策費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,669 12,275

    （単位  千円）

決算書
       頁

101

1

3,835 決 算 額 の 財 源 内 訳

2,842 一般財源

49,040 決 算 額 の 財 源 内 訳

42,901 一般財源

1,621

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 伊勢市国際交流協会を通じ、在住外国人への日本語学習
支援等、国際交流の促進、多文化共生社会実現のための支
援を行った。また、新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため、伊勢市国際交流フェスティバルを中止した。

国際交流推進事業 ２，８４２

188,865 決 算 額 の 財 源 内 訳

163,839 一般財源

12,901

危 機 管 理 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 夜間に路上で発生する犯罪等を防止し、安全な市民生活
の確保を図るため、自治会が所有する防犯灯の整備に対し
て補助金及び助成金を交付した。また、自治会が所有する
防犯灯を経済面・環境面・効率面で優れたLED防犯灯へ取
替えを推進した。
　・光熱費、修繕料　 　 275,249円
　・補助金、助成金　　30,069,380円
　　　　(内訳)整備　　 2,543,180円（ 　102灯）
　　　　　　　修繕 　　　444,410円（　 136灯）
              LED取替 14,625,890円（ 1,523灯）
　　　　　　　電気 　 12,455,900円（13,725灯）

防犯灯LED化推進事
業

３０，３４５

149,895

交 通 政 策 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 伊勢市交通安全条例の規定により、市内における交通事
故の防止を図るため、伊勢市交通安全都市推進協議会及び
伊勢・度会地区交通安全対策協議会に負担金を支出し、交
通安全の啓発を行った。

交通安全啓発事業 ３，１７８
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決算書
1        頁

101

2
2

101

3
3

101

4
4

101

5
5

101

6

 ２． 鉄道駅周辺市営駐輪場の巡回・整理や、伊勢市自転車等
の放置防止及び適正な処理に関する条例の規定により、自
転車等放置禁止区域（伊勢市駅、宇治山田駅周辺）、鉄道
駅周辺市営駐輪場、その他公共の場所の放置自転車の撤去
を行い、美観の確保、駐輪場利用者の利便性の確保並びに
道路の安全通行の確保に努めた。
　放置自転車撤去
　　実施場所　自転車等放置禁止区域、駅周辺駐輪場、
　　　　　　　その他公共の場所
　　撤去台数　４９６台

駐輪場管理事業 ９，６６１

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ４． コミュニティバスの運行により、現況の鉄道・バス路線網
を最大限活用することで、市全体における公共交通体系を
構築し、市民生活の利便向上を図った。

また、地域住民との検討会や、学識者・運行事業者との
伊勢地域公共交通会議により、多様化するニーズや、限ら
れた財源の中で、より効果的・効率的な公共交通サービス
を提供するため、運行の在り方を検討した。
　コミュニティバス運行事業　　６１，１１６，９１２円
　 ・コミュニティバス運行業務 ５４，０８５，７９３円
　 ・コミュニティバスその他の経費　 ３２６，０８７円
　 ・コミュニティバスデマンド運行業務
                            　　５，６２７，０３２円
　 ・伊勢地域公共交通会議負担金　1，０７８，０００円
　○利用者数　８２，２６１人
　　（バス：７８，６２８人、デマンド：３，６３３人）

コミュニティバス
運行事業

６１，１１７

 ３． 市内小学校・幼稚園・保育所単位で構成される交通安全
母の会等交通安全活動推進団体に対し、交通安全活動推進
事業交付金を交付し、交通事故のない地域づくりを推進し
た。

交通安全活動団体
推進事業

２，００３

 ５． 廃止路線代替バスの運行を維持し、地域住民の交通手段
の確保を行った。
　廃止路線代替バス（伊勢玉城線）９，８９０，６６０円

路線バス運行維持
事業

９，８９１

 ６． 沼木地区では、高齢化が進み、車など自ら移動手段を持
たない高齢者が多く、買い物、通院などの市民生活を行う
上で、既存の公共交通では支障をきたしていたため、地域
住民の主体的な取り組みにより、交通弱者（高齢者、小中
学生等）の移動手段を確保した。
　自主運行バス運行事業　　　　　９，４８６，９１６円
　 ・自主運行バス運行業務　　　 ７，３１９，１０３円
　 ・その他の経費　　　　　　　 ２，１６７，８１３円
　○利用者数　３，９２３人

自主運行バス運行
事業

９，４８７
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決算書
6        頁

101

7

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ７． 伊勢市における地域公共交通の抜本的な見直しを見据
え、市民の生活交通の現状や移動ニーズ、路線バス・コ
ミュニティバス等の利用状況や改善要望などにより、再編
に向けた計画を策定した。

また、市内中心施設（病院、商業施設、公共施設等）を
巡回する市内環状（循環）バスの社会実験運行を行った。
　公共交通再編事業　　　　　　６８，５０１，９２５円
　 ・地域公共交通再編調査等業務
　　　　　　　　　　　　　　　１２，１７４，１６０円
　 ・市内循環バス社会実験運行業務
　　　　　　　　　　　　　　　１９，２６１，６３５円
　 ・市内環状バス第二期社会実験運行業務
　　　　　　　　　　　　　　　３６，８５１，６３０円
　 ・その他の経費　　　　　　　 　　２１４，５００円
　○利用者数
　　第１期（平成３１年１月４日～令和元年８月３１日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ２０，２４５人
　　第２期（令和元年９月１日～令和２年３月３１日）
                                     ２５，６４１人
【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　　　　　　　　　３３，３００，０００円
　・地域公共交通再編調査業務
　　　　　　　　　　　　　　　１０，６２３，０００円
　・市内循環バス社会実験運行業務
　（４月１日～５月３１日）　　　８，１７０，０００円
　・市内循環バス社会実験運行業務
　（６月１日～８月３１日）　　１４，５０７，０００円

【過去２ヵ年度の実績】
　平成３０年度からの新規事業　２５，８０８，０７０円
　・地域公共交通再編調査等業務
　　　　　　　　　　　　　　　１４，２５６，０００円
　・市内循環バス社会実験運行業務
　　　　　　　　　　　　　　　１１，４７２，１５０円
　・その他経費　　　　　　　　　　　　７９，９２０円

【事業を取りまく状況等】
・社会実験運行を行っていた市内環状（循環）バスについ
ては、利用状況や満足度などから、令和２年４月１日から
おかげバス環状線として本格運行を実施した。

また、利用実態に応じたバス停の廃止・新設や運行ルー
ト・方法の変更などを行い、令和２年８月からおかげバス
（デマンド）の再編を実施する。

公共交通再編事業 ６８，５０２
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（款）２．総務費　（項）２．徴税費　（目）１．税務総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

203,623 7,120

    （単位  千円）

決算書
       頁

103

1

308,165 決 算 額 の 財 源 内 訳

302,183 一般財源

91,440

収 納 推 進 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 納税者の利便性向上のため、市県民税(普通徴収)、固定
資産税・都市計画税、軽自動車税（種別割）について、口
座振替納付を行っている。
・口座振替での収納税額
　　　　　　　　　 　５，０７９，００３，４５４円
・支出経費
  金融機関口座振替取扱手数料　１，６２８，１６３円
  ゆうちょ銀行郵便振替取扱手数料　　５２，５６０円
　ゆうちょ銀行自動払込取扱手数料　１７９，００１円

口座振替事務費 １，８６０
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（款）２．総務費　（項）２．徴税費　（目）２．賦課徴収費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

107

    （単位  千円）

決算書
       頁

103

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

103

1

165,826 決 算 額 の 財 源 内 訳

160,044 一般財源

収 納 推 進 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

159,937

課 税 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 適正・公平な課税を行うため、以下の主要な業務を行
い、その経費を支出した。

○固定資産土地評価及び地番図・家屋図修正業務委託
　　　　　　　　　　　　　　　　　　４１，４９０千円

土地分合筆、家屋新増築及び滅失等に伴う地番図・家屋
図データの更新と固定資産評価システムへの取り込みと令
和３年度評価替え作業のため
【債務負担行為（Ｈ２９～Ｒ２年度）】
　　契約額 　　　　　　　　９１，２６９千円（税抜）
　　うち、Ｈ２９年度分　　 準備期間のため費用なし
　　　　　Ｈ３０年度分　　 ２７，０００千円（税抜）
　　　　　Ｒ　１年度分　　 ３８，４０３千円（税抜）
　　　　　Ｒ　２年度分　　 ２５，８６６千円（税抜）

○土地鑑定評価業務委託　　　　　　　３１，８７５千円
令和３年度評価替えに向け、令和２年１月１日を価格基

準日とする市内７４３地点の標準宅地について、土地鑑定
評価を実施

○土地鑑定評価（時点修正）業務委託　１０，０４４千円
平成３０年度評価替え用に決定した鑑定評価額は、平成

２９年１月１日の価格基準日における評価額のため、地価
下落等に伴う変動を反映させ、現状に即した価格とするた
めの時点修正（令和元年７月１日時点）

○家屋評価計算業務委託　　　　　　　  ５，３０５千円
家屋評価計算及び家屋平面図等、計算の根拠となる資料

のイメージデータ作成

固定資産評価シス
テム経費

８９，１９７

 １． 納税者の利便性向上のため、市民税(普通徴収、特別徴
収)、固定資産税・都市計画税、軽自動車税（種別割）等
について、コンビニエンスストア等での収納を行ってい
る。
　・コンビニエンスストア等での収納税額
　　　　　　　１，２４５，４１１，７０４円
　・支出経費
　収納代行手数料　　　５，４３６，５８７円
　電話回線使用料　　　　　　５３，３４８円

コンビニ収納経費 ５，５０９
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決算書
1        頁

103

2

（款）２．総務費　（項）３．戸籍住民基本台帳費　（目）１．戸籍住民基本台帳費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

18,090 124 39,777

    （単位  千円）

決算書
       頁

105

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 高額滞納者等、整理困難事案を三重地方税管理回収機構
へ移管し、収納率の向上を図った。
（徴収第一課分）
　・移管実績
　　　移管件数　　　　　　　　　　　　６０件
　　　移管総額　　　１１７，６２８，７０５円
　　　　　　　　　　　　（R元年度移管事案分）

　・徴収額実績　　　　４０，４１８，０９４円
　　　　　内訳　　　　１４，１９５，８１７円
　　　　　　　　　　　　　（H30年度移管事案分）
　　　　　　　　　　　２６，２２２，２７７円
　　　　　　　　　　　　　（R元年度移管事案分）
　・負担金
  　　均等割額　　　　　　　１００，０００円
　　　処理件数割額　　　８，４００，０００円
　　　徴収実績割額　　　６，４５３，０００円
　　　　　　計　　　　１４，９５３，０００円

徴収管理一般経費 ４１，５７０

255,600 決 算 額 の 財 源 内 訳

241,497 一般財源

183,506

戸 籍 住 民 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 　戸籍住民課の窓口業務等を民間事業者に委託した。
・ 委託内容　　戸籍届出・住民異動届の受付・入力業務
　　　　　　　 証明書交付請求の受付・発行・交付 等
・ 履行期間　　（第１期 ３年間）
　　　　　　　　　平成27年１月１日～平成29年12月31日
　　　　　　　 （第２期 ３年間）
　　　　　　　　　平成30年１月１日～令和２年12月31日

戸籍住民関係窓口
業務等委託事業

５８，７２９
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（款）３．民生費　（項）１．社会福祉費　（目）１．社会福祉総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

123,221 388,081 6,114

    （単位  千円）

決算書
       頁

111

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 運動・スポーツ無関心層を含む40歳以上の市民に対し、イ
ンセンティブを付与することで、ウォーキングをはじめと
する運動や健康づくりを促し、将来的な健康寿命の延伸
（介護予防）及び、超高齢化や人口減少社会にも対応可能
な地域づくりを図った。（平成28年度～令和元年度累計参
加者数：3,000人）
【令和元年度の実績】
　事業参加者　３期生　　　　　　989人
　　　　　　　卒業生（２期生）　967人
　　※事業新規参加者はなし。
　①業務委託先　 株式会社タニタヘルスリンク
　　業務委託料　 6,250,200円
　　業務内容　　 インセンティブ付与や取組みデータ
　　　　　　　　 管理を行うためのＩＣＴシステム利用
　②業務委託先　 株式会社つくばウエルネスリサーチ
　　業務委託料　 2,200,000円
　　業務内容　　 事業分析・評価
　③業務委託先　 有限会社　石周メッツ
　　業務委託料　 1,143,000円
　　業務内容　　 健幸測定会運動指導
　ポイント還元報償費　　2,549,700円
【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　23,748,000円
　・ICTの活用
　・魅力あるポイント交換商品の提供
【過去2ヵ年度の実績】
　平成29年度
　　決算額　　　27,236,000円
　　事業参加者  1,000人（新規参加者）
　平成30年度
　　決算額　　　35,578,000円
　　事業参加者　1,000人（新規参加者）
【事業を取りまく状況等】
　・医療費抑制等効果分析結果から、医療費削減効果がみ
　　とめられた。
　・総合計画の「週1回以上のスポーツ実施率」及び健康
　　づくり指針の「運動習慣のある人」は30歳台において
　　低い状況であり、生活習慣病予防や介護予防のために
　　若年層への働きかけが必要である。
　《今後の展望》
　・対象年齢を40歳から30歳に引き下げるとともに、使用
　　機器をスマートフォンアプリも可能とし、若年層の参
　　加を促す。
　・取組み継続率の向上のために、ＩＣＴを使用した活動
　　に限定しポイントを付与。
　《事業執行に伴う課題》
　　今後は継続的な事業運用のための財源確保が求められ
　　る。

健幸ポイント事業 １６，５２２

1,370,216 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,351,439 一般財源

834,023

高 齢 者 支 援 課
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    （単位  千円）

決算書
       頁

109

1
1

109

2
2

111

3
3

111

4

 １． 令和元年１２月１日付け民生委員・児童委員一斉改選に伴
う改選事務を行い、委嘱状伝達式を開催した。

民生委員・児童委員、主任児童委員が各地域で実施する
日常の見守り活動、相談・助言活動、資質向上のための研
修活動を支援した。 委員数 ２８１名（令和２年３月３
１日現在）

民生委員児童委員
活動経費

２２，１３０

福 祉 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 指定管理者による管理運営を実施し、利用者の利便性向
上に努めた。また、平成４年建設以降、相当年数を経過し
ているため、設備等のメンテナンス、老朽化による施設の
不具合を解消した。
【主な施設改修の状況】
　・ハートプラザみその管理棟防水改修工事
　　　　　　　　　　　　　　　１６，８６５，２００円

ハートプラザみそ
の等管理事業

５４，５６４

 ２． 指定管理者による管理運営を実施し、利用者の利便性向
上に努めた。また、昭和63年建設以降、相当年数を経過し
ているため、設備等のメンテナンス、老朽化による施設の
不具合を解消した。
【主な施設改修の状況】
　・福祉健康センター床防滑改修工事
　　　　　　　　　　　　　　　　１，１８３，６００円

福祉健康センター
管理事業

４０，４１８

 ４． 伊勢市駅前Ｂ地区第一種市街地再開発事業において建設
予定の施設内に、保健福祉拠点施設を賃貸借により整備し
たいと考えている。

整備にかかる適正な入居条件を決定するにあたり、鑑定
評価等の調査を実施し、検証を行った。
【明許繰越】
　①平成30年度伊勢市駅前Ｂ地区第一種市街地再開発
　　事業における不動産鑑定評価(意見書)業務委託
　　　　　　　　　　　　　一式　 　　２５９,２００円
　②伊勢市駅前保健福祉拠点施設整備事業に係るコン
　　サル業務委託　　　　　一式　　２,９３７,６００円
【現年度】
　①保健福祉拠点施設の整備にかかる財政負担等に
　　関する調査業務委託　　一式　　 　４９５,５００円

社会福祉一般経費 ９，９５４
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    （単位  千円）

決算書
       頁

111

1

障 が い 福 祉 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 成年後見制度の利用促進に関する法律及び成年後見制度
利用促進基本計画に基づき、成年後見制度の利用促進及び
中核機関の一角を担う機関として、成年後見サポートセン
ターを社会福祉法人に運営を委託し設置した。
・伊勢市成年後見サポートセンター「きぼう」
　　委託先　 社会福祉法人　伊勢市社会福祉協議会
　　委託金額　９，０５３，０００円
【当初予算における内容、計画】
当初予算額　９，１４６，０００円

【過去２ヵ年度の実績】
令和元年度が初年度

【事業を取りまく状況等】
成年後見制度の利用促進や意思決定支援、後見人等へのサ
ポートを行う仕組みが求められ、円滑な制度運用ができる
体制を構築していく必要がある。

成年後見サポート
センター運営事業

９，０５３
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（款）３．民生費　（項）１．社会福祉費　（目）２．障害者福祉費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,486,518 726,822

    （単位  千円）

決算書
       頁

111

1

3,210,847 決 算 額 の 財 源 内 訳

3,120,943 一般財源

907,603

障 が い 福 祉 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． （１）障害者相談支援センター運営事業
　障がい種別や年齢に関わらない一次相談やアウトリーチ
による相談を行う東地域及び西地域の２か所の地域相談支
援センターを、また、地域相談支援センターとしての機能
に加え、協議会の運営、権利擁護や相談支援専門員の人材
育成など地域の中核的な役割を担う基幹相談支援センター
機能を有する伊勢市障害者総合相談支援センターをそれぞ
れの社会福祉法人に運営を委託し、相談支援の充実を図っ
た。
・伊勢市障害者総合相談支援センター「フクシア」
　　委託先　  社会福祉法人　三重済美学院
　　委託金額　２８,０１１,０００円
・伊勢市障害者西地域相談支援センター「アルク」
  　委託先　　社会福祉法人　伊勢市社会福祉協議会
　　委託金額　１０,１８３,０００円
・伊勢市障害者東地域相談支援センター「リンク」
　　委託先　　社会福祉法人　伊勢市社会福祉協議会
　　委託金額　１０,７８３,０００円

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　４８,９７７,０００円

【過去２ヵ年度の実績】
・平成３０年度　　４８,９７７,０００円
・平成２９年度　　４８,３１１,０００円

（２）日常生活用具給付事業
　在宅の重度の心身障がいのある人等に対し、特殊マッ
ト、入浴補助用具等を給付することにより、日常生活の安
定を図った。
  　給付件数　２,８８０件
　　給付費　　３１,４５２,０７７円

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　３４,８８９,０００円

【過去２ヵ年度の実績】
・平成３０年度 　給付件数　２,８９０件
　　　　　　　　　給付費　　３１,３８９,８５８円
・平成２９年度 　給付件数　２,８７５件
　　　　　　　　　給付費　　３１,１７１,６０７円

（３）日中一時支援事業
　障害福祉サービス事業所等において、障がいのある人
や、障がいのある児童に対し、日中における活動の場を提
供し、障がいのある人等を日常的に介護している家族の就
労支援及び一時的な休息を図った。
　　実利用人数　２５６人
　　給付費　　　４３,８６３,７９７円

障害者地域生活支
援事業

１６１，０２９
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決算書
1        頁

1
1

111

2

 ２． （１）手話通訳者・要約筆記者派遣事業
聴覚障がい等のある人とその他の人の意思疎通を仲介す

るために手話通訳者・要約筆記者を派遣することにより、
聴覚障がい等のある人の社会参加の向上を図った。
・手話通訳者派遣件数２２７件、登録通訳者数１２名
・要約筆記者派遣件数６７件、登録通訳者数８名
・事業費　　　　１,９６５,４８７円
（２）手話奉仕員養成事業

聴覚障がいや手話に関する基礎的な知識について学び、
聴覚障がいのある人の社会参加を支援する手話奉仕員の育
成を目的として手話奉仕員養成講座入門編を開催した。ま
た、厚生労働省策定の手話奉仕員養成カリキュラム・指導
要領に基づいた指導内容や指導方法を学び講師の指導力向
上を図ることを目的に、講師養成講習会を三重県聴覚障害
者協会へ委託し実施した。
・手話奉仕員養成講座入門編
　１０月～３月、全２３講座、４５名受講
・手話奉仕員指導者養成
　１０名受講（手話奉仕員養成指導者）
・運営先　　一般社団法人　三重県聴覚障害者協会
・事業費　　８３１,６００円
（３）手話言語条例施策推進事業

手話は言語であるという認識に基づき、手話の理解及び
普及並びに地域における手話を使用しやすい環境の構築に
関し、総合的かつ計画的に施策を推進した。
（ⅰ）手話通訳設置事業

庁内に手話通訳者を配置し、聴覚障がいのある人とその
他の人の意思疎通を仲介することにより、コミュニケー
ション支援の充実を図った。
・設置人数　　　本庁２名、小俣総合支所１名
・窓口対応件数　本庁１８５件、小俣総合支所３４件
・事業費　　　　　１０,３９０,５４５円
（ⅱ）その他
・市ホームページへ手話動画『みんなで手話』を掲載
・手話体験教室の実施（小学校７校、２９コマ）
・広報いせへの手話イラストの掲載（毎月１５日号）
（４）点字広報・声の広報発行事業

広報を点字及び朗読することにより、視覚障がいのある
人の情報保障の充実を図った。
・点字広報発行人数　１３人
・声の広報発行人数　３９人
・事業費　　　　３５０,０００円

意思疎通支援等事
業

１６，０６４

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　３７,０００,０００円

【過去２ヵ年度の実績】
・平成３０年度　実利用人数　２２４人
　　　　　　　　給付費　　　３６,３９５,０３５円
・平成２９年度　実利用人数　２０４人
　　　　　　　　給付費　　　３０,４２１,６１２円

【事業を取りまく状況等】
　相談支援事業や日中一時支援事業等、利用者は年々増加
しており、障がいのある人が安心して日常生活を営むには
必要不可欠な事業となっている。
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決算書
2        頁

111

3
3

111

4

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． これまで、障がいについて知る機会がなかったり、障が
いのある人と接する機会がなかった人に、多様な障がい特
性、障がいのある人が困っていることや障がいのある人へ
の必要な配慮などを理解してもらい、障がいのある人へ
「ちょっとした配慮」を実践し、障がいのある人が暮らし
やすい共生のまちをつくるため、「伊勢市障がい者サポー
ター制度」の普及を図った。
（１）障がい者サポーター制度
・サポーター登録者数　１７０人
　　（総サポーター登録者数　１,２６６人）
・サポート企業・団体登録数　１企業・団体
　　（総サポート企業・団体数　２８企業・団体）
・障がい者サポーター研修会　２回
・出前研修会　６か所
・事業費　　　１,３１７,２６９円
（２） キッズサポーター制度

子どもの頃から、正しい情報を知る・知識を身につける
ことで、伊勢市が推進している障がい者サポーターのキッ
ズ版を養成する。障がいの特性や障がいのある人が困って
いることを理解すること、また差別や偏見の目を持たない
ことを学び、未来の担い手になってもらうことを目指し、
平成３０年１０月より小学校へ出前授業を行った。
・対象者　　市内小学校３・４年生
・実施校　　１３校
・キッズサポーター登録者数　　５７７人
　　（総キッズサポーター登録者数　１,０７９人）
・事業費　　１０,１４６円
（３）障がい者就労体験サポート事業

就労経験や実習の機会の少ない就労系障害福祉サービス
の利用者が、職場での仕事を体験することを通じて、企
業、障害福祉サービス事業所及び障がいのある人の意識改
革を図り、企業と障害福祉サービス事業所等との関係の構
築を図るとともに、企業に対しては障がいのある人への理
解、障がいのある人に対しては働くことへの理解促進を
図った。
・委託先　　特定非営利活動法人　いせコンビニネット
・委託期間　平成３１年４月１日～令和２年３月３１日
・利用人数　１５人
・事業費　　３,９２５,９００円
（４）ヘルプカード・ヘルプマーク

外見では援助や配慮を必要としていることが分からない
人（障がいのある人、難病の人、発達障がいの診断を受け
た人など）が、日常生活や災害時等で困ったときに周囲に
知らせることで、援助や配慮を得やすくするために、ヘル
プマークの配付を行った。また、ヘルプマークと併せて、
ヘルプカードの配付も行った。
・ヘルプマーク配付数　１,３２６個（総数３,３２０個）
・ヘルプカード配布数　１,６５７個（総数３,６１６個）

障がい者サポー
ター事業

６，７６５

 ４． （１）重度障害者タクシー料金助成事業
重度の障がいのある人の自立更生、社会参加等を促すた

め、障がいのある人が利用したタクシー料金の一部を助成
し、経済的負担の軽減及び社会的活動への参加の促進を
図った。
・タクシー券利用枚数　１７,８４６枚
・助成額　　　　　　　１０,６５３,６３０円
（２）重度身体障害者リフト付タクシー料金助成事業

車椅子等でしか移動できない重度の障がいのある人が利
用したリフト付タクシー料金の一部を助成し、経済的負担
の軽減及び社会的活動への参加の促進を図った。
・リフト付タクシー券利用枚数　２,１８１枚
・助成額　　　　　　　　　　　２,３５３,６００円

障害者外出支援事
業

１３，７０１

- 21 -



決算書
4        頁

113

5
5

113

6
6

113

7
7

113

8

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ５． （１）身体障害者福祉センター運営事業
社会適応訓練（パソコン教室等）等を実施するととも

に、身体障害者福祉センターを利用する障がいのある人の
利便性の向上や、社会参加を促進するため、身体障害者福
祉センターの運営を指定管理者制度により伊勢市社会福祉
協議会へ委託した。
・年間利用人数　６１２人（各種教室等）
（２）重度身体障害者デイサービスセンター運営事業

創作的活動又は生産活動の機会の提供、その他の身体機
能又は生活能力の向上のための支援を行う生活介護事業を
実施するため、重度身体障害者デイサービスセンター「く
じら」の運営を指定管理者制度により伊勢市社会福祉協議
会へ委託した。
・平均利用人数　１５．７人/日
（３）障がい者就労支援施設運営事業

雇用されることの困難な障がいのある人に、就労・生産
活動の機会の提供、その他の知識及び能力の向上のために
必要な支援を行う就労継続支援事業を実施するため、障が
い者就労支援施設「ひまわり」の運営を指定管理者制度に
より伊勢市社会福祉協議会へ委託した。
・平均利用人数　１５．１人/日
（４）自立更生事業補助金

市内の障害者団体に対し、その活動経費を助成し、会員
の自立更生を図った。
・助成団体　８団体

障害者福祉運営対
策経費

１１２，５９９

 ７． 三重県社会的事業所設置運営要綱に基づく社会的事業所
の設置又は運営を支援し、障がいのある人の地域社会に根
ざした就労の促進及び社会的かつ経済的な自立の促進を図
るため、補助金を交付した。

社会的事業所創業
支援事業補助金

５，６００

 ６． 在宅で重度の障がいのある人に対し、その障がいによっ
て生じる負担軽減を図り、その福祉を増進するため、特別
障害者手当等を支給した。

障害者手当等給付
事業

６９，３１２

 ８． 障害福祉サービス等の利用について、介護給付費等の支
給を希望・申請した人に対し、支給決定し給付費の支給を
行った。

障害者介護給付等
事業

２，６６１，８４８
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（款）３．民生費　（項）１．社会福祉費　（目）３．医療支給費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

328,690

    （単位  千円）

決算書
       頁

113

1
1

113

2
2

113

3
3

113

4
4

113

5

891,670 決 算 額 の 財 源 内 訳

883,690 一般財源

555,000

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 身体障害者手帳１級～４級または療育手帳Ａ１～Ｂ１の
方で、受給資格のある方に対して医療費を助成した。ま
た、精神障害者保健福祉手帳１級で受給資格のある方に対
して、通院医療費を助成した。
１ 医療費の助成
　・助成額　　　　　　　　　　　２４２，９６０千円
　・助成件数　　　　　　　　　　　　５５，６３７件
２ 証明書料の助成
　・助成額　　　　　　　　　　　　１０，２９３千円
　・助成件数　　　　　　　　　　　　５１，４６４件

障害者医療費支給
事業

２５３，２５３

 ３． 出生から１５歳の年度末までの子どもで、受給資格のあ
る方に対して医療費を助成した。
１ 医療費の助成
　・助成額　　　　　　　 　 　　３１１，１２９千円
　・助成件数　　　　　　　　 　　 １６８，７１１件
２ 証明書料の助成
　・助成額　　　　　　　　　　　　１６，８６３千円
　・助成件数　　　　　　　　　　　　８４，３１６件

こども医療費支給
事業

３２７，９９２

 ２． 後期高齢者医療被保険者である身体障害者手帳１級～４
級または療育手帳Ａ１～Ｂ１の方で、受給資格のある方に
対して医療費を助成した。また、精神障害者保健福祉手帳
１級で受給資格のある方に対して、通院医療費を助成し
た。
１ 医療費の助成
　・助成額　　　　　　　　　　　１７９，８６２千円
　・助成件数　　　　　　　　　　　　７５，０３８件

６５歳以上障害者
医療費支給事業

１７９，８６２

 ４． １８歳の年度末までの子どもを養育している配偶者のい
ない父母およびその子ども、または父母のいない１８歳の
年度末までの子どもで、受給資格のある方に対して医療費
を助成した。
１ 医療費の助成
　・助成額　　　　　　　　　　　　６８，３０９千円
　・助成件数　　　　　　　　　 　　 ２９，２４４件
２ 証明書料の助成
　・助成額　　　　　　　　　 　　　 ４，９９８千円
　・助成件数　　　　　　　　　 　　 ２４，９８８件

一人親家庭等医療
費支給事業

７３，３０７

 ５． 現在婚姻していない６０歳～６９歳の女性で、配偶者と
死別し、その時に２０歳未満の子どもを扶養していた受給
資格のある方に対して医療費の一部を助成した。
１ 医療費の助成
　・助成額　　　　　　　　　　　　　　　　５５千円
　・助成件数　　　　　　　　　　　　　　  　１１件
２ 証明書料の助成
　・助成額　　　　　　　　　　　　　　　　　２千円
　・助成件数　　　　　　　　　　　　　　　　１１件

寡婦医療費支給事
業

５７
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（款）３．民生費　（項）１．社会福祉費　（目）４．遺家族等援護費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

113

1

3,306 決 算 額 の 財 源 内 訳

3,095 一般財源

3,095

福 祉 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 戦争犠牲者を追悼し、恒久平和を祈念することを目的に
伊勢市戦争犠牲者追悼式を挙行した。
　　日時　　令和元年７月23日（火）10:00～
　　会場　　伊勢市生涯学習センターいせトピア
　　　　　　多目的ホール
【主な支出】
　・追悼式参列記念品　　　　　　　１１９，８８０円
　・追悼式会場設営等業務委託　１，０２３，３００円
　・追悼式送迎用バス借上げ　　　　２７６，４８０円

伊勢市連合遺族会に対し事業実施のための補助金を交付
した。
　・補助金額　　　　　　　　　１，２００，０００円

　平和の礎等の慰霊碑の維持管理に努めた。
【主な支出】
　・やすらぎ公園駐車場内枯れ枝等除去業務委託
　　　　　　　　　　　　　　　　　１９９，８００円

遺家族等援護事業 ３，０９５
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（款）３．民生費　（項）１．社会福祉費　（目）５．地域福祉推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

47,770 3,364 71,500

    （単位  千円）

決算書
       頁

113

131,501 決 算 額 の 財 源 内 訳

130,419 一般財源

7,785

生 活 支 援 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 　生活困窮者が抱える複合的な生活課題を包括的に支援
し、困窮状態からの早期脱却を図り、かつ将来の貧困の
連鎖を防止することを目的として、生活困窮者自立支援
法に基づく必須事業と任意事業を実施した。

１　自立相談支援事業（委託）：必須事業
　　相談者数　実２１２人（延べ２，８２７件）
２　住居確保給付金の給付（直営＋委託）：必須事業
　　実２世帯支給　延べ４か月分を給付
　　給付金額合計　７６，４００円
　　就職者数　　　２人
３　就労準備支援事業（委託）：任意事業
　　支援者数　　　２０人
　　相談回数　延２２１回 　就職者数　　　５人
４　子どもの学習支援事業（直営＋委託）：任意事業
　　・生活困窮家庭学習支援（直営）
　　学習支援員が、子どものいる生活保護世帯等へ訪問
　　し、学習や進路相談等を実施。
　　対象者　　小学生から高校生相当　実４０人
　　相談回数　実３１人　延べ１９６回
　
【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　３９，９７３，０００円
　・生活困窮者自立相談支援事業　・住居確保給付金給付
　・就労準備支援事業　・子どもの学習支援事業

【過去２ヵ年度の実績】
１　自立相談支援事業
　・平成２９年度（直営）
　　相談者数　実３４６人（延べ３，４６７件）
　・平成３０年度（直営）
　　相談者数　実２０７人（延べ３，０７７件）
２　住居確保給付金の支給
　・平成２９年度（直営）
　　実３世帯支給　延べ１４か月分を給付
　　給付金額合計　４８５，２００円
　　就職決定者数　２人
　・平成３０年度（直営）
　　実３世帯支給　延べ７か月分を給付
　　給付金額合計　２１６，４００円
　　就職決定者数　２人
３　就労準備支援事業
　・平成２９年度（委託）
　　支援者数　　　１７人
　　相談回数　延２８４回
　　就職者数　　　　４人
　・平成３０年度（委託）
　　支援者数　　　２４人
　　相談回数　延２３２回
　　就職者数　　　１０人
４　生活困窮家庭学習支援（直営）

生活困窮者自立支
援事業

４０，５３４
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決算書
       頁

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

　・平成２９年度
　　対象者　　　小学生から高校生相当　実５８人
　　訪問件数　　実４７人　延２８８回
　　継続支援　　実３６人
　・平成３０年度
　　対象者　　　小学生から高校生相当　実５８人
　　訪問件数　　実４３人　延１６４回
　　継続支援　　実５６人

【事業をとりまく状況等】
　生活困窮者自立支援法施行から５年が経過し、平成３０
年１０月１日に法改正が行われ、より生活困窮者の自立、
子どもの学習支援について強化されることになった。
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    （単位  千円）

決算書
       頁

113

1

福 祉 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 【当初予算における内容、計画】
地域福祉計画・地域福祉活動計画に掲げる「支え合い・

助け合いによるまちづくり」の推進のため、寄り添い・伴
走型の「個別支援」と、地域と一体で課題解決に取り組む
「地域支援」を推進するとともに、地域の支援者を包括的
につなぐ体制の構築を推進した。

また、住民が主体的に地域課題を把握し、課題を解決す
るための人材を育成するとともに、地域と地元企業とをつ
なぎ、協働しながら地域活動を行うためのマッチングや体
制づくりを推進した。
　◎当初予算額　８３，０９７千円

【具体的な取り組み】
身近な地域での居場所づくり、交流の場づくりとしての

高齢者・子育てサロンの運営・立上げ支援や、課題の早期
発見、専門機関へのつなぎの役割としての福祉なんでも相
談窓口の設置支援等に取り組んだ。
　◎サロンの新規立ち上げ　高齢者サロン ４か所
　　　　　　　　　　　　　子育てサロン １か所
　　　　　　　　　　　　　共生型サロン ３か所
　　　　　　　　　　　　　コミュニティカフェ １か所
　◎福祉なんでも相談窓口の新設
　　　まちづくり協議会 7か所
　　　（有緝・中島・二見・御薗・神社・浜郷・大湊）
　　　薬局・企業 27か所

多様な主体によるボランティア活動を支援し、多くの住
民が主体的に地域の様々な活動に参加し、互助によるまち
づくりを推進した。
  ◎地域の担い手の養成
　　　ボランティア入門講座等の開催 ６講座
　◎地域とボランティアのマッチング
　　　ボランティア相談 995件（個人458件　団体537件）
      ボランティアのマッチング　1,860件
      地域と企業のマッチング 16事例
　◎福祉教育
　　　福祉体験学習、福祉協力校福祉教育の推進、
　　　夏休みちょこっと福祉体験の開催

【過去２か年度の実績】
　　　平成29年度　７７，１５０千円
　　　平成30年度　７７，０００千円

【事業を取り巻く状況等】
生活困窮、住まい、介護、就労、ひきこもり、ごみ屋敷

など複合的な課題を抱え、様々な公的サービスを受けられ
ず「制度の狭間」で苦しんでいる実態が報告されている

小地域活動推進事
業

８３，０９７
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    （単位  千円）

決算書
       頁

115

1

（款）３．民生費　（項）２．老人福祉費　（目）１．老人福祉推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

92,893 286,352 62,311

    （単位  千円）

決算書
       頁

115

1
1

117

2

4,240,560 決 算 額 の 財 源 内 訳

4,172,125 一般財源

子 育 て 応 援 課

 １． 生活困窮世帯の子どもを対象にした個別指導形式による
学習支援の実施を委託し、子どもの学習習慣の定着と学習
意欲の向上を図り、貧困の連鎖の防止に努めた。
　委託先　公益社団法人　全国学習塾協会
　・開催回数　4会場　延べ112回（9回休講）
　・受講者数　小学生　25人、中学生　34人
　・中学3年生受講者の高校進学率　100％

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　9,327,000円
　・小学4～6年生と中学1～3年生の個別学習指導
　・中学3年生受講者全員の高校進学

【過去２ヵ年度の実績】
平成29年度
　・開催回数　4会場　延べ113回（2回休講）
　・受講者数　小学生　18人、中学生　40人
　・中学3年生受講者の高校進学率　100％
平成30年度
　・開催回数　4会場　延べ116回（2回休講）
　・受講者数　小学生　16人、中学生　35人
　・中学3年生受講者の高校進学率　100％
　
【事業を取り巻く状況等】

子どもの貧困対策として、生活困窮世帯の子どもの学習
支援の充実が求められており、事業の普及啓発を強化する
必要がある。

子どもの学習支援
等事業

６，７８８

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

3,730,569

介 護 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 市内に所在する介護施設等の利用者の安心・安全を確保す
るため、施設が行う防災改修に係る経費に対して補助を
行った。
認知症高齢者グループホーム等防災改修支援事業
・平成30年度繰越分
　非常用自家発電設備整備工事 4件 補助金額 23,528千円
・令和元年度現年分
　老朽化に伴う大規模修繕工事 3件 補助金額 22,231千円

老人福祉施設等整
備事業

４５，７５９

 ２． 介護に従事する人材の確保及び介護職員の資質の向上を図
るため、介護職員初任者研修等に係る費用の一部を助成し
た。　初任者研修受講者：８人

介護未経験者等研
修支援事業

４００
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    （単位  千円）

決算書
       頁

115

1
1

115

2
2

115

3
3

115

4
4

115

5
5

115

6
6

115

7

高 齢 者 支 援 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ６５歳以上の寝たきり及び歩行が全介助状態である下肢
の不自由な高齢者で、一般の交通機関を利用することが困
難な人に対し、移送用車両（リフト付タクシー等）の利用
を支援し、高齢者の福祉の増進を図った。
利用枚数　　２９，８６８枚

高齢者リフト付タ
クシー利用支援事
業

３０，２７６

 ３． ７５歳以上の高齢者を対象に、市内全線有効の寿バス乗
車券（１００円券４０枚または１回乗りきり乗車券１２
枚）（※身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉
手帳をお持ちの人及び第１種の手帳をお持ちの人の介護者
で希望の人は、「５０円券×８０枚」も選択可）を交付
し、定期バス乗車運賃の助成を行い、高齢者の外出を容易
にして社会参加の促進及び心身の健康の保持増進を図っ
た。
寿バス乗車券　交付者数　 １０，９５３人
(内訳)　１００円券　 ９，１０１人
　　　　　５０円券　 　　３０９人
　　　　乗りきり券　 １，５４３人

老人乗合バス運賃
助成事業

２３，３５３

 ２． 虚弱な一人暮らし高齢者や重度身体障がい者に対し、緊
急通報装置の貸与を行うことにより、緊急事態発生時に迅
速かつ適切に対処できる体制を整備し、一人暮らし高齢者
等の日常生活の安全確保を図った。

緊急通報体制等整
備事業

４，３３８

 ５． 市内に在住する年度末時点で満８８歳・１００歳・最高
齢の高齢者に対し、敬老と長寿を祝福し、感謝の意を表す
るため敬老祝品を贈呈した。
（最高齢者への贈呈は生涯に１回）
　８８歳　 ５，０００円相当　　 ８５４人
１００歳　１０，０００円相当　　  ４８人
最高齢　　１５，０００円相当（今年度対象者なし）

敬老祝品贈呈事業 ２，８５４

 ４． 伊勢市老人クラブ連合会及び各地区単位老人クラブの社
会奉仕活動や健康増進等に対して、補助金を交付し、生き
がいの場としてのクラブ活動を充実させた。

老人クラブ補助金 １０，３２２

 ６． 一人暮らし高齢者等の要援護者に対し救急時の対策とし
て、要援護者に係る情報を救急隊員や病院関係者へ迅速・
的確に伝えるため、救急医療情報キットを配備した。
配備件数（令和２年３月３１日時点）　３，４９８件

救急医療情報キッ
ト配備事業

４９０

 ７． ６５歳以上の高齢者で、居宅において養護を受けること
が困難な人を、養護老人ホームへ入所措置した。
入所施設数　　　　 　 ５施設
年度当初入所者数　　１０８名
（年度中の入退所者数）
入所者　　　　　 　　  ０名
退所者　　　　　 　  １６名
年度末入所者数　　   ９２名

老人ホーム入所措
置事業

１８６，７５８
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    （単位  千円）

決算書
       頁

117

1

（款）３．民生費　（項）３．児童福祉費　（目）１．児童福祉総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

124,343 115,551 2,536

    （単位  千円）

決算書
       頁

117

1
1

117

2
2

119

3
3

119

4
4

119

5
5

119

6
6

119

7

福 祉 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

834,201 決 算 額 の 財 源 内 訳

813,119 一般財源

 １． みなとふれあいセンターについて指定管理者による管理
運営を実施し、利用者の利便性向上に努めた。また、設備
等のメンテナンスを行い、老朽化による施設の不具合を解
消した。

みなとふれあいセ
ンター管理経費

１３，１１０

570,689

子 育 て 応 援 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 保護者の疾病等により家庭で児童の養育が一時的に困難
となった場合や経済的理由等により緊急一時的に母子の保
護を必要とする場合に、委託施設において養育又は保護を
行った。
　　延べ利用児童数　16人　　延べ利用日数　66日

子育て支援ショー
トステイ事業

３４９

 ３． 会員間の相互援助活動により、仕事と子育ての両立を図
るため一時的に子どもを預かる会員組織である「いせファ
ミリー・サポート・センター」の運営を行った。
　　年度末会員数　381人　　活動件数　923件

ファミリーサポー
トセンター事業

９，３３８

 ２． 児童が病気あるいは病気回復期にあるために集団保育が
困難である間、当該児童を専用スペースで預かることによ
り、保護者の子育てと就労の両立支援を行った。
　　延べ利用人数　1,070人

病児・病後児保育
事業

１７，９４５

 ５． 第２期伊勢市子ども・子育て支援事業計画の策定に向け
会議を開催し、計画案の審議を行い、令和２年３月に計画
を策定した。

子ども・子育て支
援事業計画策定事
業

１，６８９

 ４． 不適切な養育状態にあるなど虐待のリスクを抱え、特に
支援が必要な家庭を子育て経験者等が訪問し、育児・家事
支援を通じて、児童の養育環境の維持・改善及び保護者の
養育力の向上を支援した。
　　訪問実家庭数　10戸　　訪問延べ件数　169件

養育支援訪問事業 ２，１９５

 ７． 伊勢市子ども家庭支援ネットワーク（要保護児童対策地
域協議会）を設置して、要保護児童とその家族の早期発見
と適切な支援のため、関係機関との連携を図り児童虐待の
防止に努めた。

子ども家庭支援
ネットワーク事業

７１２

 ６． 保護者が仕事などにより昼間家庭にいない小学生を対象
に、放課後の遊びや生活の場を与えて、児童の健全育成を
図った。
　　放課後児童クラブ数　31箇所

放課後児童対策事
業

３４７，０４９
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8
8

119

9

    （単位  千円）

決算書
       頁

117

1
1

117

2
2

117

3
3

119

4

 ８． 保健師、社会福祉士及び家庭児童相談員、女性相談員、
臨床心理士（非常勤）を配置し、児童虐待通告や家庭児童
相談、ＤＶ（配偶者等による暴力）等の女性相談に対する
助言指導等を行った。
　・児童相談（児童虐待や家庭養育、不登校等）
　　　延べ1,520件（実人数528人、うち新規233人）
　・女性相談（ＤＶや離婚問題等）
　　　延べ　475件（実人数128人、うち新規 82人）

こども家庭相談セ
ンター事業

１２，３９２

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ９． 施設入所又は里親委託など社会的養護が必要な児童が、
社会で自立できるよう支援するとともに、里親制度の普及
啓発により子ども家庭福祉の増進を図った。
　　児童養護施設退所児童等支援給付金支給人数　3人

社会的養護自立支
援事業

８６４

保 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． へん地にある保育所の児童送迎にかかる負担を軽減し、
保育所送迎に対する地域格差を解消するとともに保育所経
営の安定化を図る。

児童送迎バス負担
金

２，０００

 ３． 保育業務の負担軽減、効率化を図ることを目的とし、保
護者の負担軽減や利便性の向上を図るため、保育業務支援
システムを導入した。本年度は、試験的に２園での導入を
行った。

また、保育士の業務負担を軽減するため、私立保育園等
に対して、システムを導入するために要した費用の一部の
補助を行った。
【当初予算における内容、計画】
当初予算額　15,014,000円
【過去2ヵ年度の実績】
令和元年度新規事業
【事業を取り巻く状況等】

保育に関する記録等をシステム入力することにより、情
報の一元管理が行いやすくなった。今後、保育士の業務負
担軽減にむけて更に検証を行う。

また、保護者連絡機能を活用し充実させることで利便性
の向上を図る。

スマート保育
（ICT）導入事業

２２，６９６

 ２． 施設整備計画では、公立施設の民間移管や民間施設の新
設に委ねて公立施設を廃止し、整理統合することとしてい
る。令和元年度においては、民間移管の事業者を募集し、
事業者の審査・選定のための選定委員会を開催し、事業者
を決定した。

就学前の子どもの
教育・保育施設整
備計画推進経費

１１２

 ４． 医療を要する状態にある障がい児が入所している保育所
に、加配補助員、看護師等を配置した。また、児童が利用
している訪問看護ステーションの看護師等を保育所に派遣
し、児童、保育所職員へ医療的ケアの専門指導支援を行っ
た。
　対象児童：３名

医療的ケア児童保
育支援事業

１０，８３２
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4        頁

119

5
5

119

6
6

119

7
7

119

8

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ５． 地域活動事業補助金
保育所等を基点とした地域住民の主体的な子育て支援の

促進を図るための事業を実施する民間保育所等に対し活動
にかかる経費を補助した。
　民間保育所等　２４箇所

延長保育促進事業補助金
短時間認定児童および標準時間認定児童に対し通常の保

育時間を超えて長時間保育を実施している民間保育所等に
対しその経費を補助した。
　民間保育所等　６箇所

一時預かり事業補助金
保護者の傷病・入院、災害・事故、育児疲れの解消等の

ための一時的な保育を行う民間保育所等に対しその経費を
補助した。
　民間保育所等　１箇所

民間保育施設特別
保育事業

１０，０３３

 ７． ①保育所等での集団保育が可能で、かつ特別な支援を必要
とする児童を受け入れている民間保育所等で、基準を超え
る保育士配置に必要な経費及び運営の健全化を図るための
経費を補助した。
　民間保育所等　１２箇所
　対象児童　（中度）１６人　（重度） ６人

②食物アレルギー等があり保育所等における給食に特別な
配慮が必要な児童への安全な給食提供のため、民間保育所
等における調理員の加配、代替食材、研修等にかかる費用
を補助した。
　民間保育所等　２０箇所
　対象児童数　　９２人

民間保育施設特別
支援保育等充実事
業

４７，１１１

 ６． 一般保育事業補助金
公立保育所等職員と民間保育所等職員の給与の格差等を

是正するため、民間保育所等に対し補助した。
　民間保育所等　２５箇所

保育人材確保事業補助金
保育士の業務負担を軽減し、離職を防ぐため、保育にか

かる周辺業務を行う職員や短時間勤務の保育補助者の雇用
にかかる人件費を補助した。
　保育体制強化事業　　　　民間保育所等　９箇所
　保育補助者雇上強化事業　民間保育所等　５箇所

民間保育施設運営
補助事業

７８，２９５

 ８． 民間保育所等の低年齢児（０～２歳児）の年度途中入所
に対応するため、保育士の配置に必要な人件費を補助し
た。

①伊勢市低年齢児保育充実事業補助金
特別保育事業を実施し、０・１歳児童の受け入れのため

保育士の配置に必要な経費を補助した。
　８施設　7,603,200円

②伊勢市低年齢児待機児童対策事業補助金
待機児童の発生を防ぐため、満３歳児に達していない児

童の受け入れのため保育士の配置に必要な経費を補助し
た。
　１８施設　37,450,800円

民間保育施設低年
齢児保育充実事業

４５，０５４
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8        頁

119

9

（款）３．民生費　（項）３．児童福祉費　（目）２．児童措置費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

2,213,609 790,000 182,546

    （単位  千円）

決算書
       頁

119

1
1

119

2

（款）３．民生費　（項）３．児童福祉費　（目）３．父母子福祉費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

219,822

    （単位  千円）

決算書
       頁

121

1
1

121

2

4,251,384 決 算 額 の 財 源 内 訳

4,250,967 一般財源

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ９． 保育所等施設の機能の維持及び向上を図るため、民間保
育所等が行う施設整備事業に対し補助金を交付した。
〇民間保育所等施設整備事業補助金

民間保育所等が行う工事の施行に要する費用に対し補助
金を交付した。
民間保育所等　1箇所　4,252,500円

民間保育所等施設
整備事業

４，２５３

1,064,812

子 育 て 応 援 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 児童の福祉に欠ける母子及び経済的に困窮する妊産婦の
入所措置を行い、母子の自立促進のための生活支援又は妊
産婦の助産の援助を図った。

児童入所施設措置
事業

１１

643,760 決 算 額 の 財 源 内 訳

641,692 一般財源

421,870

子 育 て 応 援 課

 ２． 子どもの健やかな育ちを社会全体で応援するという趣旨
のもとに、中学３年生までの子どもを養育する保護者に対
し児童手当を支給した。
  受給者数　8,000人
　対象児童延べ人数　158,695人

児童手当支給事業 １，７２４，９８７

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ひとり親家庭等の相談に応じ、その自立に必要な情報提
供・助言・指導、就労のために主体的な能力開発の取組み
を支援し、ひとり家庭の自立の促進を図った。
　母子・父子自立支援員相談件数　199件
　高等職業訓練促進給付金　　　　 15人
　自立支援教育訓練給付金　　　　　1人
　高卒認定試験合格支援給付金　　　0人

ひとり親家庭支援
事業

１８，７６７

 ２． 未婚のひとり親と離婚・死別によるひとり親に税制上の
格差があり、消費税率の引上げによる貧困世帯の負担軽減
を図るため、未婚の児童扶養手当受給者に臨時・特別的な
給付措置を実施した。
　受給者数　45人

未婚の児童扶養手
当受給者臨時特別
給付金支給事業

１，２４０
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2        頁

121

3

（款）３．民生費　（項）３．児童福祉費　（目）４．児童福祉施設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

37,283 19,469 17,600 217,166

    （単位  千円）

決算書
       頁

121

1
1

121

2

1,532,045 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,496,741 一般財源

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 父又は母と生計を同じくしていない児童を養育している
ひとり親家庭等の生活の安定と自立を助け、児童の福祉の
増進を図るために、手当を支給した。
　受給資格者数　1,084人

児童扶養手当支給
事業

６２１，６８５

1,205,223

保 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． （延長保育）
 11時間を超えて長時間の保育を実施した
 市立保育所　保育所きらら館  利用児童数　2人
（休日保育）
 日曜、祝日等の保護者の就労等により、家庭での保育
 が困難な場合に、子育てと仕事の両立を支援するため、
 休日保育を行った。
 市立保育所　1箇所（保育所きらら館） 延べ　446人
（一時保育）
 保護者の傷病・入院、災害・事故、育児疲れの解消等の
 ために、保育所に入所していない児童の一時的な保育を
 行った。
 市立保育所　4箇所
【保育所きらら館、小俣子育て支援センター、しごうこど
　も園、御薗子育て支援センター(11月1日開設）】
　延べ利用児童数　１日利用　1,637人
　　　　　　　　　半日利用　　783人
（地域活動）
　保育所を基点とした地域住民の主体的な子育て支援の促
　進を図るため事業を実施した。
　市立保育所　9箇所

市立保育所特別保
育事業

１７，３２３

 ２． 保育所等での集団保育が可能で、かつ特別な支援を必要
とする児童を受け入れ、健常な児童とともに保育すること
により健全育成を図るため、市立保育所に保育士及び保育
補助員を加配した。
　市立保育所等　11箇所
　対象児童　（中度）47人　（重度） 16人

特別支援保育事業 ８２，２４１
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2        頁

121

3
3

121

4

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 子育て家庭の交流の場の提供、子育てに関する講座の開
催、育児不安についての相談指導、子育てサークル支援な
どを行った。

〇対象施設
　子育て支援センターきらら館、小俣子育て支援センター
　明倫子育て支援センター、二見子育て支援センター
　しごう子育て支援センター
《令和元年11月1日開設》御薗子育て支援センター

〇利用者数
　　令和元年度　　44,484人

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　109,961,000円

地域全体で子育てを支援する基盤を形成することにより
育児支援を図る。また、『就学前の子どもの教育・保育に
関する施設整備計画』における御薗地区の子育て支援の拠
点として、御薗総合支所の一部を改修し、新たに子育て支
援センターを開設した。

【過去２ヵ年度の実績】
　利用者数
　　平成29年度　　44,540人
  　平成30年度　　42,894人

【事業を取りまく状況等】
核家族化により子育てに関する相談ができる人が近くに

いない等、子育ての仲間づくりや相談できる場所が求めら
れている。

地域子育て支援セ
ンター事業

９３，５４４

 ４． 保護者が安心して児童を預けられるよう、施設整備を行
い、安全かつ快適な環境の整備を図った。
しらとり園調理室空調機取替工事
ゆりかご園温水シャワー設置工事
しらとり園温水シャワー設置工事
あけぼの園温水シャワー設置工事
浜郷保育所空調設備等取替工事
ゆりかご園第ニ園庭改修工事
御薗第一保育園園路整備工事
ゆりかご園空調設備改修工事
二見浦保育園給食控室トイレ改修工事
御薗第二保育園トイレ及び下処理室改修工事

市立保育所施設整
備事業

２８，９７３
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（款）３．民生費　（項）３．児童福祉費　（目）６．子ども発達支援費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

118,900 54,077

    （単位  千円）

決算書
       頁

123

1
1

123

2
2

123

3
3

123

4

288,890 決 算 額 の 財 源 内 訳

271,394 一般財源

98,417

こども発達支援室

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 障がいのある児童の発達の促進と障がいの軽減を図るた
め、通園による訓練や療育、相談等を行った。
・児童発達支援
　　発達療育：延べ557人、感覚運動あそび：延べ1,358人
　　作業療法：延べ774人、言語療法：延べ326人
　　心理療法：延べ84人、機能回復訓練：延べ11人
・放課後等デイサービス
　　小学部療育：延べ558人、作業療法：延べ345人
・療育や就学等についての相談：延べ205件

こども発達支援施
設運営事業

２２，７４９

 ３． 発達支援が必要な児童が増加していることから、現在の
施設から移転新築を行い、「児童発達支援センター」とし
て機能を拡充し、障害児支援の更なる充実を図るため、建
設に向けた設計業務委託及び工事等を行った。
　・おおぞら児童園新築工事設計業務委託
　・おおぞら児童園新築工事監理業務委託
　・おおぞら児童園建設に伴う調整池基本検討業務委託
　・おおぞら児童園新築工事（建築工事）
　・おおぞら児童園新築工事（電気設備工事）
　・おおぞら児童園新築工事（機械設備工事）

こども発達支援施
設整備事業

１２９，１５７

 ２． おおぞら児童園の施設を維持管理し、通園児の安全かつ快
適な施設利用を図った。こども発達支援施

設管理事業
３，６９１

 ４． 障がい児が地域において自立した日常生活又は社会生活
を送り、適切な福祉サービス等が提供されるよう障害児支
援利用計画の作成等を行った。
　利用計画作成延べ件数　356件
　モニタリング延べ件数　811件

障害児相談支援事
業

１２，６９７
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4        頁

123

5

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ５． みえ発達障がい支援システムアドバイザーが、子どもの
発達や育ちに関する相談に対し支援を行い、必要なサービ
スや関連機関へのコーディネートを行った。

発達障がい児の早期発見・早期支援に向け、市内の保育
所（園）・幼稚園・認定こども園を巡回して、保護者や保
育士・教員等からの相談を受け、助言を行うとともに、必
要に応じて、療育や専門機関につなげ連携を図った。

５歳児発達支援事業の本格実施に向けて、公立保育所
（園）・公立認定こども園13園を対象にモデル事業を実施
した。

途切れのない発達支援や発達障がいについての理解を深
めるための講演会を実施した。
 ・発達支援相談件数
     令和元年度　延べ 666件

【当初予算における内容、計画】
発達支援相談業務、５歳児発達支援モデル事業の実施

発達障がいに関する講演会の開催

【過去２か年度の実績】
　・発達支援相談件数
　　　平成30年度　延べ 552件
　　　平成29年度　延べ 446件

【事業を取りまく状況等】
・発達障がいに関する相談内容の多様化など、相談

体制の強化が求められる。

・子どもの発達支援については、保健・福祉・教育
が連携したサポート体制の強化や、相談のワンストップ化
が社会ニーズとしても求められている。

子ども発達支援事
業

８，６６１
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（款）３．民生費　（項）４．生活保護費　（目）２．扶助費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,485,904 63,336

    （単位  千円）

決算書
       頁

125

1

2,054,500 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,965,779 一般財源

416,539

生 活 支 援 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 健康で文化的な最低限度の生活を保障し、その自立を助
長することを目的とした生活保護法の理念に基づいて、適
正な保護の実施に努めた。
　令和元年度実績
　被保護世帯数　　　　923世帯
　被保護人員　　　　 1,071人
　被保護率 　　　　　　8.6‰

　種　　別 　　　　　　　　　円
　生活扶助　　　 476,069,123
　就労自立給付金  　 255,059
　住宅扶助       234,816,748
　教育扶助         2,419,907
　介護扶助        96,821,350
　医療扶助     1,113,178,261
　生業扶助         2,721,676
　葬祭扶助         2,123,242
　保護施設事務費  37,373,939
　進学準備給付金　　 　　　0
　合　　計     1,965,779,305

　平成30年度実績
　被保護世帯数　　　　918世帯
　被保護人員　　　　 1,072人
　被保護率 　　　　　　8.6‰

　種　　別 　　　　　　　　　円
　生活扶助　　　 489,967,763
　就労自立給付金　 　 24,071
　住宅扶助       238,824,385
　教育扶助         4,192,848
　介護扶助        89,014,938
　医療扶助     1,180,687,230
　生業扶助         3,836,541
　葬祭扶助         2,195,430
　保護施設事務費  37,415,154
　進学準備給付金　　 500,000
　合　　計     2,046,658,360

各種扶助事業 １，９６５，７７９
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（款）３．民生費　（項）５．人権政策費　（目）１．人権施策管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

16,799

    （単位  千円）

決算書
       頁

125

1
1

125

2

（款）３．民生費　（項）５．人権政策費　（目）２．人権啓発推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

231

    （単位  千円）

決算書
       頁

127

1
1

127

2
2

127

3

67,369 決 算 額 の 財 源 内 訳

62,643 一般財源

45,844

人 権 政 策 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 伊勢市人権施策推進協議会と協力し、人権尊重啓発ポス
ター・人権尊重啓発標語の募集、人権セミナー開催等の各
種事業の展開を通じて、市民の人権意識の高揚に努めた。

人権施策推進事業 ９２０

6,768 決 算 額 の 財 源 内 訳

6,232 一般財源

6,001

人 権 政 策 課

 ２． 人権問題に関する理解と認識を深めるため、成人学習講
座をはじめとする各種講座を開催し、市民に学習の場と気
づきの機会を提供した。

市民館講座開催事
業

１３４

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 人権啓発パンフレット・啓発物品を作成し、「差別をな
くす強調月間」及び「人権週間」を中心に、企業訪問、街
頭啓発などで配布した。２月には人権映画祭を開催し、市
民の人権意識の高揚に努めた。

人権啓発推進事業 １，４２８

 ２． 非核・平和第41回空襲展を実施し戦争の悲惨さと平和の
大切さを訴えていくことができた。

平和を祈念した折鶴用に「非核平和宣言都市｣名入り折
紙を作成し、市内中学の平和記念式典に献納するなどして
活用した。
日本非核宣言自治体協議会等からのポスターを活用した

原爆被災ポスター展を実施し、折鶴コーナーも設け広く市
民へ非核・平和の周知を行った。９月の国際平和デーに
は、正午に「鐘の音とともに祈りを」と題して市内の寺院
や教会等の協力を得て鐘を鳴らし、平和を感謝し、恒久平
和を祈念する取り組みを実施するとともに、国際平和デー
イベント「平和へのねがい2019～ハンドベルの音色にのせ
て～」を開催した。

非核平和推進事業 ２，６１０

 ３． ７月の「人権を考える市民の集い」では、スマイリーキ
クチさんを講師に招き、「突然、僕は殺人犯にされた」を
テーマに講演会を開催した。12月の「伊勢市人権講演会」
では、大場久美子さんを講師に招き、「差別や偏見のない
人権を尊重した社会づくりの大切さ」をテーマの講演会を
開催し、人権啓発につながった。

講演会開催事業 １，０１０
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決算書
3        頁

127

4
4

127

5

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ５． 小中ＰＴＡ会員と一般からの受講者を募集し、４回講座
を持った。回ごとにテーマと講師を変え、講師による講演
後、グループによる意見交換を行い、人権問題を広く学習
する機会を提供した。延べ141名の参加があり、人権啓発
に努めた。

人権啓発講座開催
事業

１９２

 ４． 市内22の各協議会に委託して、講演会、人権展、啓発紙
の発行等の活動を行った。全国人権・同和教育研究大会へ
参加し人権意識の高揚に努めた。

小学校区別人権・
同和教育推進連絡
協議会事業

９９２
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（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）１．保健衛生総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

5,574 9,981 28,200 5,591

    （単位  千円）

決算書
       頁

129

1
1

129

2
2

129

3
3

129

4
4

129

5
5

129

6
6

129

7

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． １市３町で構成する伊勢広域環境組合斎場で火葬業務を
行った。
　　共通経費　　　　５４８千円
　　運営経費　３７，７３５千円
　　建設経費　１５，６５５千円

伊勢広域環境組合
負担金（斎場）

５３，９３８

540,561 決 算 額 の 財 源 内 訳

503,423 一般財源

454,077

環 境 課

 ３． 伊勢市環境会議と連携し、各家庭における生活排水対策
の啓発活動等に取り組んだ。
　　実施事業：勢田川七夕大そうじ、水生生物による水質
　　　　　　　調査、エコクッキング教室　等

生活排水対策啓発
事業

３１７

 ２． １市２町で構成する伊勢広域環境組合クリーンセンター
でし尿等の適正処理を行った。
　　共通経費　　　２，７８１千円
　　運営経費　１９１，２８９千円
　　建設経費　－１０，４７０千円
　　公債費　　　１２，６７９千円

伊勢広域環境組合
負担金（し尿）

１９６，２７９

 ５． 　水害時等に備え、消毒剤等の補充を行った。
防疫事業一般経費 １１１

 ４． 狂犬病予防法に基づき、獣医師会等と協力し、畜犬登
録、狂犬病予防注射を行った。
　　畜犬登録数　７，５２３頭（内新規登録数４１３頭）
　　狂犬病予防注射接種件数　４，６９６頭

狂犬病予防事業 １，１４０

 ７． 地球温暖化の防止に寄与するため、太陽光発電システム
設備設置に対し１件あたり６０千円を補助した。
　　令和元年度　　　　　　　７２件　４，３２０千円
　　平成３０年度からの繰越　４４件　２，６４０千円

太陽光発電普及促
進事業

６，９７６

 ６． 公共用水域の汚濁防止、生活環境の保全及び公衆衛生の
向上を図るため、合併処理浄化槽設置者に対し補助し、合
併処理浄化槽の普及に努めた。
　　公共下水道認可区域外　２１０基　５５，２５８千円
　　公共下水道認可区域内　　１３基　　１，５４２千円

共同汚水処理施設の適正な維持管理を推進するため、補
助金交付要綱に基づき、修繕工事を実施した管理団体に対
し補助を行った。
　　補助件数　３件　４，３１１千円

合併処理浄化槽整
備事業補助金

６１，１１１
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決算書
7        頁

129

8
8

129

9
9

129

10
10

129

11
11

129

12

    （単位  千円）

決算書
       頁

129

1

（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）２．保健センター費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

368 178,200 18,552

    （単位  千円）

決算書
       頁

131

1

 ８． 市域運輸部門の温室効果ガス排出量を削減するために、
エコドライブ講習会を実施した。（４回実施、参加者５５
人）

エコドライブ普及
推進事業

３０４

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 10． 環境問題に対する意識啓発、環境に関する市の取組への
理解と協力を得るため、環境フェアを開催した。
　　開催日　　令和元年１０月６日（日）
　　開催場所　三重県営サンアリーナ

環境フェア等開催
事業

１，０１４

 ９． 犬や猫の適正な飼育を図るため、不妊手術費等の一部助
成を行った。
　　補助金交付件数　犬１９７頭、猫５０９匹

犬猫不妊手術費等
補助金

２，２４９

 11． 持続可能な社会づくりに貢献する人材育成のため、事業
者や大学と連携し、環境教育の出前講座等を実施した。
　　事業者：５校　１０クラス
　　大　学：４校　１３クラス

環境教育推進事業 ３００

小俣総合支所生活福祉課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 12． 環境の保全に関する目標、基本的方向及び配慮の指針等
について定める第３期伊勢市環境基本計画を策定した。環境基本計画策定

事業
６，９８５

1,415,974 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,406,957 一般財源

 １． 地域住民の福祉の充実及び公衆衛生の向上を目的に、平
成１７年４月１日から営業を開始した。

また、平成１９年４月１日からは、民間のノウハウを生
かすために指定管理者制度を導入し、管理運営を行ってい
る。毎月６回程度のかわり湯を実施するなど、利用拡大に
努め、市民の憩いの場として多くの方に利用していただい
た。
　令和元年度利用者数　４２，７７０人

離宮の湯管理運営
事業

１５，６３５

1,209,837

財 政 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 病院事業会計に対して繰出基準に基づく繰出しのほか、
資金不足改善のため、繰出しを行った。
・通常分　　　　　　　　　６３６，１５８千円
・資金不足改善分　　　　　３００，０００千円

病院事業会計繰出
金

９３６，１５８

- 42 -



決算書
1        頁

131

2

    （単位  千円）

決算書
       頁

129

1
1

131

2
2

131

3

 ２． 病院事業会計の新病院建設事業費のうち企業債対象経費
の1/4相当額を出資金として支出した。（合併特例債を
100％充当）
・支出額　　　１７８，２００千円
　　令和元年度（現年分）　　　　　　　　　　０千円
　　平成３０年度からの繰越分　　１７８，２００千円

【新病院建設事業の概要】
・総事業費　　　　　　　　　１８，７８５，５５５千円
・出資金　　　　　　　　　　　４，２５４，０００千円
・計画期間　　　　　　　　平成２５年度～平成３０年度

【過去２ヵ年度の実績】
　平成２９年度出資金　　　　１，６５７，９００千円
　平成３０年度出資金　　　　２，１０６，４００千円

【事業を取りまく状況等】
地域医療体制・機能を確保する観点から、病院事業会計

の新病院建設に係る経費について、その一部を負担するも
のである。新病院は平成３１年１月に開院を迎えており、
残る駐車場整備等の経費について、３０年度から繰越し、
出資金として支出した。

なお、財源としては、合併特例債を活用することによ
り、一般会計の実質的な負担軽減に努めた。

病院事業出資金 １７８，２００

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 市民の安心と救急医療体制の保持を図るため、健康、医
療をはじめ、介護、育児やメンタルヘルスなどの、市民の
心と体の様々な相談に、医師や看護師などの専門家による
２４時間年中無休、通話料無料の電話相談サービスを委託
により実施した。８，１３４件の相談があった。

健康・医療電話相
談事業

９，０７７

健 康 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 病院群輪番制は、一次救急医療体制に併せ、市内の２病
院（伊勢赤十字病院、市立伊勢総合病院）が、輪番制によ
り、休日及び夜間における重症救急患者の受け入れに対応
する二次救急体制を確保するためのものであり、この補助
金はその運営費を補助するものである。 令和元年度は１
８，７２６人の受け入れがあり、市民の安心・安全確保に
大きく貢献した。

病院群輪番制病院
運営費補助金

３４，９５２

 ２． 休日・夜間応急診療所への医師派遣調整及び救急医療知
識の普及啓発並びに情報提供業務を伊勢地区医師会に委託
し、休日及び毎夜間における一次救急医療体制の確保を図
るとともに、市民に救急医療に関する正しい知識と理解を
深めてもらうよう周知に努めた。

一次救急医療事業 ３，９８０
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決算書
3        頁

131

4
4

131

5
5

131

6
6

131

7

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ４． 生涯を健康で暮らせるような「健康文化都市」をめざし
て、第２期伊勢市健康づくり指針に基づき生活習慣病の発
症予防と重症化予防を中心に健康づくり活動を推進した。

健康文化週間及び健康の日の啓発事業や健康づくりの
リーダーとなる健康づくりアドバイザー養成講座等を開催
した。

重点事業への取組みとして、いせし健康体操普及推進員
養成講座を開催し３５人の推進員を養成した。いせし健康
体操の普及活動として、健康教育（２１回、１，７１３
人）、推進員独自の活動を行った。ウォーキング大会の開
催（７回、４１５人）、ウォーキングコースの健康増進効
果の検証とマップ作成（５件）、食生活では低カロリーバ
ランス食レシピを公共施設や市内の商業施設にて配布し
た。また、野菜摂取の普及活動として季節の野菜レシピの
動画発信や野菜たっぷりガイドブックを作成し、市内の商
業施設等で配布を行った。

【当初予算における内容、計画】
  当初予算　　７８１，０００円
　・ウォーキングコースの健康増進効果検証
　・いせし健康体操普及
　・低カロリーバランス食の普及

【過去２か年度の実績】
  平成２９年度　１，５７３，７３５円
　・ウォーキングコースの健康増進効果検証
　・いせし健康体操制作
　・低カロリーバランス食の普及
  平成３０年度　 ９０７，００１円
　・ウォーキングコースの健康増進効果検証
　・いせし健康体操制作
　・低カロリーバランス食の普及

【事業を取りまく状況等】
第２期伊勢市健康づくり指針に基づき事業を実施してい

るが、次年度実施する中間評価の結果を基に健康づくり事
業の振り返りと見直しを行い、第２期最終年度に向けてさ
らなる健康づくりを推進していく。

健康文化都市推進
事業

６７４

 ５． 健康づくりの基本となる食生活を適正なものにするた
め、食生活改善推進員の養成と、推進員の自主的な活動に
対する支援を行った。

食生活改善推進事
業

８８５

 ７． 不採算医療分野のうち、公的病院である伊勢赤十字病院
が市内で唯一保有する小児医療病床及び周産期医療病床の
運営経費を一部補助し、地域医療体制の確保を図り、市民
の安心・安全な医療の提供につなげた。

公的病院支援事業
補助金

３０，０００

 ６． 地域医療（主に回復期リハビリテーション）の充実を目
的に設置した寄附講座により、市立伊勢総合病院へ医師が
派遣され、スタッフへの指導、医療従事者向けの講習会、
研修等により、リハビリテーション環境の充実を図った。

連携リハビリテー
ション医学講座設
置事業

２４，０００
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（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）３．予防費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

6,943 3,788

    （単位  千円）

決算書
       頁

131

1
1

131

2

344,450 決 算 額 の 財 源 内 訳

336,971 一般財源

326,240

 ２． 風しんの流行拡大防止及び先天性風しん症候群の発生を
予防するため、任意の風しん予防接種について、費用の一
部を助成した。
　助成件数：１２２件（６０９，２５０円）

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　　１，９０６，０００円
　対象者

（１）妊娠を希望している女性（風しん免疫保有者を除
く）

（２）妊娠を希望している女性の同居者（風しん免疫保
有者を除く）
　（３）妊婦(風しん免疫保有者を除く)の同居者

【過去２か年度の実績】
　令和元年度からの新規事業

【事業を取りまく状況等】
２０１８年から関東を中心に風しんの流行が見られ、妊

婦の感染を防ぎ先天性風しん症候群を予防することを目的
に、令和元年度から実施した。当初予算で見込んだ件数に
は至らなかったため、今後も制度の周知に努め、適正に助
成を行っていく。

風しん予防接種費
助成事業

６２８

健 康 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 全ての定期予防接種を県内の実施医療機関で実施し、対
象者に接種を行うとともに、未接種者に対し勧奨通知を送
付し、接種率の向上を図った。

風しん感染拡大防止のための追加的対策として、公的な
予防接種を受ける機会がなかった昭和３７年４月２日から
昭和５４年４月１日生まれの男性を対象に、抗体検査と定
期予防接種を無料で実施した。
　受検者：１，７８２人　接種者：５８０人

予防接種事業 ３３６，３２１
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（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）４．成人保健推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

676 9,572 1,870

    （単位  千円）

決算書
       頁

131

1
1

131

2
2

131

3
3

131

4

271,762 決 算 額 の 財 源 内 訳

271,674 一般財源

259,556

健 康 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ４０歳以上の保険が無い方を対象にした健康増進法健康
診査と、４０・４５・５０・５５・６０歳及び６５歳～７
０歳の女性に骨粗しょう症検診等を実施して、生活習慣病
を早期発見し、市民の健康増進に努めた。

成人健康診査事業 １１，１６０

 ３． 満３０歳、３５歳、４０歳～５０歳、５５歳、６０歳、
６５歳、７０歳の市民を対象に、市内及び度会郡内の実施
歯科医院で歯周疾患の検診を実施した。 ２，６０９人
（うち５７６人は国民健康保険加入者）が受診し、歯周疾
患の早期発見、早期治療に寄与し、８０２０運動を推進し
た。

歯周疾患検診事業 ６，０６０

 ２． 市内の医療機関、保健センター及び地域において、胃・
子宮・大腸・乳・前立腺及び肺がん検診を実施した。日本
人の死因第１位であるがん（悪性新生物）を早期発見し、
早期治療につながるよう努めた。

がん検診事業 ２５３，４４１

 ４． 各種がん検診要精検未受診、がん健診要精検未把握者、
健康増進法に基づく健康診査受診結果で指導が必要な対象
者に訪問指導を行い、疾病の早期発見、早期治療を図るた
めに生活習慣指導を行うとともに、健康づくりに対する啓
発に努めた。

成人保健指導事業 １，０１３
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（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）５．母子保健推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

12,188 6,210 1,022

    （単位  千円）

決算書
       頁

133

176,618 決 算 額 の 財 源 内 訳

161,346 一般財源

141,926

健 康 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 　安心して妊娠・出産・子育てができるよう、中央保健セ
ンターを拠点に、母子保健コーディネーター（保健師）や
助産師が中心となって、妊娠期からの切れ目ない支援の充
実を図った。（子育て世代包括支援センター　利用者支援
事業　母子保健型）
（１）母子保健相談支援事業
　　　母子保健コーディネーターが、母子健康手帳交付時
に「ママ安心サポートプラン」を作成し妊娠期から相談や
訪問指導等を行い、継続した支援を実施した。
（２）産前・産後サポート事業
　　　助産師が中心となり、お母さんの悩みや不安に寄り
添う支援を実施した。
　・パパとママの教室　（４回／年）　１４６人
　・おめでとうコール（産後２～３週目の産婦）７６７人
　・おっぱい相談会（原則１回／週）　２０９人
（３）産後ケア事業
　　　産科医療機関等において母体ケア、育児相談等の産
後のケアを実施した。
　　　宿泊型　３件、訪問型　４件
（４）拠点の運営
　　　産前産後の母親が気軽に立ち寄って相談できる拠点
である『ママほっとテラス（子育て世代包括支援セン
ター）』の運営を行い、２，６３６人の利用があった。ま
た、開設３周年記念イベント（１回１５０人）を開催し、
テラスの更なるＰＲを実施した。
（５）関係機関との連絡・調整会議の開催
　　　特定妊婦やハイリスク妊婦、要保護児童、不安の強
い産婦などの支援について利用者支援会議や養育支援連携
者会議、子ども家庭支援ネットワーク会議において連携し
支援を実施した。

【当初予算における内容、計画】
　当初予算：１３，９５３，０００円
　利用者支援事業　母子保健型を実施。
　妊娠中から相談や支援が切れ目なく受けられる体制の強
化のため、母子健康手帳の交付を中央保健センターに集約
する。

【過去２か年度の実績】
　　平成２９年度　１２，３８８，１１９円
　　・関係機関との連携、調整を強化
　　平成３０年度　１２，８５７，８６３円
　　・ハイリスク妊婦検討会を開始し、ハイリスク妊婦へ
の支援を強化
　　・ママほっとテラス（子育て世代包括支援センター）
２周年記念イベントで事業をＰＲ

【事業を取りまく状況等】
　　平成２７年度から妊娠出産包括支援事業を実施してい
る。令和元年度からは、妊娠期からの支援を強化するた
め、各総合支所でも交付していた母子健康手帳を中央保健

妊娠出産支援事業 １２，４０８
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決算書
       頁

1
1

133

2
2

133

3
3

133

4
4

133

5
5

133

6

 ２． 産後２週間、産後１か月の産婦健康診査、生後１か月児
健康診査に係る費用を助成することで、産後の疾病・異
常、産後うつの早期発見・早期対応に努め、母子の健康を
保護すると共に、産後うつ、新生児への虐待予防等を図っ
た。
（１）産婦健康診査　基本的な産婦健康診査
　　　エジンバラ産後うつ質問票によるスクリーニング

・１回目（産後２週間前後）６２１人（市への指示
有り２４人）

・２回目（産後１か月前後）８００人（市への指示
有り２３人）
（２）１か月児健康診査
　　　問診、身体計測、診察及び育児・授乳指導
　　　・７８２人（市への指示有り１３人）

産後健康管理事業 １２，９６０

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

センターに集約し、母子保健コーディネーターが妊娠届出
時の妊婦相談、「ママ安心サポートプラン」の作成を行っ
ている。アンケートだけでは把握ができなかったハイリス
ク妊婦や特定妊婦を妊婦相談により早期に発見し、支援を
開始することで産後、子育て期において切れ目ない支援が
実施できている。今後は、現在、個別対応としている多胎
児の妊婦・産婦に対する支援の強化を検討していく。

 ４． 妊娠中に１４回及び乳児期に２回（４か月、１０か月）
計１６回、県下の委託医療機関で健康診査を実施した。妊
婦は延べ１０，４４５人（県外助成を含む）、乳児は延べ
１，６６５人受診した。このことにより、妊婦・乳児の異
常の早期発見と健康の保持増進を図った。

妊婦・乳児健康診
査事業

９６，９４４

 ３． 妊娠・出産・育児に関して健康状態を一貫して記録し管
理する母子手帳を交付し、必要な保健指導を行い母子の健
康の保持増進を図ると共に、とぎれない子育て支援を図っ
た。
　・交付件数：８１４件（多胎９件、再交付２３件含む）

母子健康手帳交付
事業

５２９

 ６． 口腔内の状態が悪化しやすい妊娠中に歯科検診を行い、
早産・低出生体重児出産の一因である歯周疾患の早期発
見・早期治療を行った。さらに子育て世代の父母へ健診と
して１歳６か月児健康診査対象の保護者に「子育て応援歯
科健診」を実施し、仕事や育児で忙しい世代への歯科受診
啓発、そして、保護者の口腔衛生の向上から子どものむし
歯予防へとつなげ、また、むし歯が増加しやすい幼児期に
継続的な歯科検診を実施し、幼児期の歯科保健対策の強化
を図った。
　・妊婦歯科健康診査　妊娠中１回　３２８人
　・子育て応援歯科健康診査　１回　１５７人

・むし歯バイバイ教室（健診・フッ化物塗布）２３回６
７０人
　・３歳児フッ化物塗布　１２回　５８９人
　・親と子の良い歯のコンクール事業　年１回

歯科健康診査事業 ３，８７３

 ５． 幼児の発達の観察の節目である時期に、１歳６か月児健
康診査、３歳児健康診査を実施し、疾病や虐待の早期発
見、育児不安の解消等を図った。
　・１歳６か月児健康診査　２１回　８３２人
　・３歳児健康診査　　　　２１回　９０７人

幼児健康診査事業 ６，０３０
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決算書
6        頁

133

7
7

133

8
8

133

9
9

133

10
10

133

11

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ７． 新生児聴覚検査に係る費用の一部助成（上限３，０００
円）をすることにより、経済的負担の軽減と先天性聴覚障
がいの早期発見と支援にむけた体制整備を行い、乳幼児の
健康の保持増進を図った。
　　助成件数：７０１件

新生児聴覚検査助
成事業

２，１０３

 ９． 新生児をはじめ乳幼児、妊産婦のいる家庭を訪問し、相
談に応じることで不安や悩みの解消、異常の早期発見に努
めた。

訪問件数：新生児８１１人、乳幼児１，０６６人、妊産
婦８２０人、育児支援３５７人

新生児等訪問指導
事業

６，１２８

 ８． 乳幼児の疾病異常の早期発見及び健康の保持増進、母子
の健全育成に努め、育児上の悩み等への適切な助言や保護
者が自信を持って育児を行うことが出来るよう子育て支援
を図った。
（１）子育て相談

４会場では、４５回１，８３６人、子育て支援セン
ターや図書館では、１８回１０２人の子育てに関する相談
に応じた。
（２）発達支援

乳幼児健診等で発達が気になる児とその保護者を対
象に、言語聴覚士や心理判定員等が発達を観察し生活指導
や療育などの専門機関に繋いだ。

１歳６か月児健診事後フォロー教室として親子教室
アイアイ（１１回３１４人）、発達支援教室として親子教
室きりん（１０回１１０人）、親子教室カンガルー（１０
回１２８人）を実施し、心理判定員による個別の発達相談
（８５回２１１人）を行った。
（３）健康教育

栄養士による離乳食教室（１４回３６６人）、歯科
医師・歯科衛生士による歯科保健教室（７回５０６人）、
地域や各団体の要請に応じて実施する要請健康教育（１９
回４９９人）、健康文化都市推進啓発事業として栄養・歯
科・こころについての講話やパネル展示などを実施した
（３回４６６人）。

乳幼児保健指導事
業

２，８１８

 10． 医師が必要と認めた不妊不育治療を受けた夫婦に対し、
不妊不育治療費に要する費用の一部助成（費用の２分の１
で年間１０万円を限度とし通算５回まで）を行った。

不妊治療１８２件、内不育治療上乗せ２件に助成を行っ
た。

不妊不育治療費助
成事業

１３，４２２

 11． 入院養育が必要な未熟児１６人に対して、医療の給付に
要する経費を補助することにより、経済的負担の軽減と未
熟児の健康の保持増進を図った。

未熟児養育医療事
業

４，１３１

- 49 -



（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）６．墓地費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

4,938

    （単位  千円）

決算書
       頁

133

1
1

133

2

（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）７．診療所費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

94,757

    （単位  千円）

決算書
       頁

133

1
1

133

2

12,783 決 算 額 の 財 源 内 訳

9,800 一般財源

 ２． 共同墓地内の環境改善を図るため、自治会等が行う共同
墓地整備事業に対し補助を行った。
　　補助金交付件数　１２件

共同墓地整備事業
補助金

４，１８４

4,862

環 境 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 市営墓地の適正管理を図るため、通路や空き区画の除
草、大世古墓地内トイレの水洗化等を行った。市営墓地管理一般

経費
５，６１６

121,571 決 算 額 の 財 源 内 訳

98,461 一般財源

3,704

 ２． 休日における急病に対処するため、休日・夜間応急診療
所（歯科）を開設し、応急的な医療を行うことで、一次救
急医療の確保に努めた。
　受診者数　６００人

歯科診療所運営事
業

８，８１８

健 康 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 夜間や休日などにおける急病に対処するため、休日・夜
間応急診療所（内科・小児科）を開設し、応急的な医療を
行うことで、一次救急医療の確保に努めた。
　受診者数　９，１５５人

医科診療所運営事
業

８９，６４３

- 50 -



（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）８．公害対策費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

135

1

（款）４．衛生費　（項）２．清掃費　（目）１．清掃総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

198

    （単位  千円）

決算書
       頁

135

1
1

135

2
2

135

3

4,414 決 算 額 の 財 源 内 訳

3,256 一般財源

3,256

1,246,298 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,243,723 一般財源

環 境 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 公害防止、環境保全に努めるため、水質・騒音・振動・
悪臭等について調査し現状把握を行った。調査事業 ３，２５６

1,243,525

清 掃 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． １市３町で構成する伊勢広域環境組合清掃工場にて、ご
みの適正処理を行った。
　○共通経費　　　７，３７８千円
　　　　　　　   （平等割１０％加入事務数割９０％）
　○運営経費　５０７，３９２千円（実績割１００％）
　○建設経費　４７３，７７６千円
　　　 　　　 　 （平等割１０％人口割９０％）
　○公債費　　１８５，７７１千円 （元利補給金）
　○清掃事業所分担金　３，４０５.７千円

伊勢広域環境組合
負担金（ごみ）

１，１７７，７２３

 ２． ごみの排出場所の集積化を促進し、ごみ収集の効率化を
図るとともに、ごみの散乱を防止し、市民の美化意識の高
揚を図ることにより、市民の良好な生活環境を確保するこ
とを目的として、廃棄物集積所を設置した自治会等に対し
補助金を交付した。
　○交付申請団体数　　　のべ１７団体
　○補助金交付基数　　　５３基
　○補助率　利用世帯数に応じて補助金限度額を設定

廃棄物集積所設置
補助金

４，９８０

 ３． 市有地等に不法投棄された家電４品目及び処理困難物を
適正に処理した。
　○主な不法投棄物の回収実績：
　　テレビ５７台、冷蔵庫・冷凍庫１８台、洗濯機・衣
　　類乾燥機１５台、エアコン４台、タイヤ９４本、
　　消火器１５５本

不法投棄防止対策
推進事業

７５２
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（款）４．衛生費　（項）２．清掃費　（目）２．資源循環推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

791

    （単位  千円）

決算書
       頁

135

1
1

135

2

12,590 決 算 額 の 財 源 内 訳

10,896 一般財源

10,105

清 掃 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 自治会、ＰＴＡ等資源物の集団回収事業を行う団体に対
して、回収量に応じ再生資源回収事業奨励金を交付するこ
とにより、ごみの減量・資源化を図った。
　○交付団体数     　   　１４７団体
　○回収量　　    　　　　１，８６３ｔ
　　　（内訳）紙類１，７７０ｔ、布類４４ｔ、
　　　　　　　缶類４９ｔ
　○回収量（瓶）　　　　　４３７本
　　　　　※１ｋｇ当たり３円の奨励金
　　　　　　 瓶については、１本当たり３円の奨励金

再生資源回収推進
事業

５，５９２

 ２． 生ごみの自家処理を促進し、ごみの減量化を図ることを
目的に、ごみ減量化容器を購入し、設置した者に対し補助
金を交付した｡
　 ○家庭用　　　　４３件　　４４基

ごみ減量化容器設
置補助金

８７２
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決算書
2        頁

137

3

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． ごみ処理基本計画に基づき、ごみの減量・資源化を進め
るため、発生抑制（リデュース）と質の高い再利用（リサ
イクル）を重点に置き、市民、事業者、行政が主体的に、
又は連携して事業を展開した。
　事業内容
　・市内スーパー事業者と「減らそに！いせの食品ロス
　　協議会」の立ち上げ及びキャンペーンの実施
　・雑がみ分別チラシの全戸配布
　・生ごみの水切りモニターの実施
　・未利用資源の資源化に向けた工場視察
　　　　　　　　　　（禁忌品の資源化・富士市）
　・大型スポーツイベントに向けた食品ロスセミナーへの
　　参加（東京）

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　3,305,000円
　・食品ロス削減検討会の立ち上げ
　・雑がみリサイクルの推進
　・生ごみの水切り啓発
  ・未利用資源の資源化へ向けた諸調査・検討
　・国体などの大型イベントごみ削減に向けた諸調査・
    検討
繰越予算額　310,600円
  ・伊勢市ごみ分別PRキャラクター「かもしかのごみ
　　バスターズ」商標登録業務委託

【過去２か年度の実績】
平成30年度立ち上げ事業
平成30年度　4,353,910円
　・かもしかのごみバスターズ着ぐるみ制作
　・かもしかのごみバスターズ啓発グッズ制作
　・ごみ分別ガイドブック（外国語版）制作
　・雑がみ回収袋製作
　・先進地視察

【事業を取り巻く状況等】
更新が予定されているごみ処理施設の整備計画にも多大

な影響を及ぼすため、燃えるごみの減量は必須の課題と
なっている。

ＭＯＴＴＡＩＮＡ
Ｉ推進事業

２，７９９
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（款）４．衛生費　（項）２．清掃費　（目）３．じん芥処理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

15,622

    （単位  千円）

決算書
       頁

137

1
1

137

2

841,506 決 算 額 の 財 源 内 訳

811,252 一般財源

795,630

清 掃 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ごみの減量・資源化のため、缶・金属類、資源びん（無
色、茶色、その他の色）､紙・布類（新聞・折込チラシ、
雑誌・雑紙類、段ボ－ル、飲料用紙パック、布・衣類）、
ペットボトル、プラスチック製容器包装、ガラス・くずび
ん類、陶磁器類、乾電池及び蛍光管の分別回収を行った。
　○市内ステ－ション設置状況
　・資源ステ－ション　　 １，００６箇所
　・資源拠点ステ－ション　　 　１９箇所
　（内訳）
　　伊勢中央、宇治、船江、城田、中島、佐八、明倫、
　　神社、厚生、早修、北浜、宮本、沼木、大湊、
　　いせトピア、二見、小俣、明野、御薗

再資源分別回収事
業

４３４，６６１

 ２． ごみ収集業務のほか、市民から搬入されたガレキ類（ブ
ロック、レンガ、瓦、コンクリート）の適正処理を行い、
環境保全の推進を行った。また、神宮周辺の交通渋滞対策
において、既存の伊勢廃棄物投棄場用地をパークアンドバ
スライドの駐車場として利用していくため、投棄場施設を
解体し、機能を移設するための工事を行った。

　・各投棄場の搬入状況
　　　伊勢年間搬入量　 ５３６，４８１ｋｇ
  　　小俣年間搬入量　　 ３９，４００ｋｇ
　・伊勢市廃棄物投棄場解体移設工事
　　　解体移設工事　　一式（令和２年度へ繰越）

じん芥収集一般事
業

１０２，３２２
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（款）５．労働費　（項）１．労働諸費　（目）１．労働諸費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

5,589

    （単位  千円）

決算書
       頁

137

1
1

137

2
2

139

3

商 工 労 政 課

57,064 決 算 額 の 財 源 内 訳

53,796 一般財源

48,207

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． いせ若者就業サポートステーションと連携し、若年求職
者・無業者を対象に個別ケースにあわせた支援を実施し、
早期就職の実現を図った。
○伊勢市若者就職総合支援事業
・臨床心理士による心理カウンセリング
・適職診断等を用いた若者キャリア開発プログラム
・セミナー・講座
・ボランティア体験
・就労体験
・市内事業所見学会
・ネットワーク会議

若年求職者等支援
事業

４，３３７

 ２． 〇障がい者雇用促進
　　障がい者雇用に関する理解を深めてもらうため、事業
　所等を対象に、セミナーを実施した。参加者は13名で
　あった。
○女性のための就職支援セミナーの開催
　　女性の就職・再就職を支援するため、セミナーを実施
　した。参加者は22名であった。
○インターンシップ促進セミナーの開催
　　インターンシップに対する関心を高めるため、セミ
　ナーを事業所等を対象に実施した。参加者は19名であっ
　た。
〇ＵＩＪターン企業説明会
　　ＵＩＪターン就職を促すため、名古屋市内において学
　生等と市内企業が交流する説明会を企画したが、参加者
　が少人数に止まったため中止した。
　【当初予算における内容計画】
　　当初予算額　2,894,000円
　　主な経費内訳　講師謝礼：２人　　221千円
　　　　　　　　　チラシ印刷　　　　300千円
　　　　　　　　　業務委託料　　　2,028千円
【過去２ヵ年度の実績】
　障がい者雇用促進（セミナー参加者）
　平成29年度　　12名
　平成30年度　　17名
　女性就職支援（セミナー参加者）
　平成29年度　　 5名
　平成30年度　　10名
【事業を取りまく状況等】
  人手不足が課題となっていた状況から一転し、新型コロ
 ナウイルスの影響により雇用情勢の急速な悪化が懸念さ
 れる事態となっていることから、関係機関・団体と連携
し雇用の確保に向けた取り組みを進める必要がある。

就労支援事業 ２，４５９

 ３． 中小企業の従業員の福祉の増進と雇用の安定を図るた
め、退職金共済制度に新たに従業員を加入させた事業者に
補助金を交付した。　補助実績　61件　2,152,000円

中小企業退職金共
済制度奨励補助金

２，１５２
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決算書
3        頁

139

4
4

139

5
5

139

6
6

139

7
7

139

8

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ４． 中小企業で働く勤労者と事業主への福祉制度の充実を推
進し、併せて中小企業の発展を図るため、一般社団法人伊
勢地域勤労者福祉サービスセンターに対し、管理運営費の
補助を行った。

伊勢地域勤労者福
祉サービスセン
ター補助金

１３，２８４

 ５． 10月６日（日）県営サンアリーナにて、一般社団法人伊
勢志摩労働者福祉協議会等と共催で、福祉フェスティバル
「勤労者ゆとりＴ・Ｉ・Ｍ・Ｅ ｙｏｕ・ゆう・遊ｉｎ
ｇ」を開催し、約18,000人の来場があった。

勤労者ふれあい事
業

１，０１０

 ６． 社会の高齢化が急速に進む中、高齢者の多様化する就業
ニーズに対応するため、労働対策及び生きがい対策の一環
として設立した公益社団法人伊勢市シルバー人材センター
に対し、管理運営費の補助を行った。

高年齢者労働能力
活用事業費補助金

１７，０８３

 ７． 勤労者の健康増進、体力及び教養文化の向上を図るた
め、指定管理者による運営を行うとともに、低濃度ＰＣＢ
入り変圧器の処分を行った。

サンライフ管理運
営事業

６，１１８

 ８． 労働者の福利増進及び市民の文化向上に寄与するため、
会議室の貸室、維持管理を行った。労働福祉会館管理

運営事業
６，９３３
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（款）６．農林水産業費　（項）１．農業費　（目）３．農業振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

15,407 5,417

    （単位  千円）

決算書
       頁

141

1
1

141

2
2

141

3
3

141

4

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 【近代化資金、スーパーL資金の利子補給】
地域農業の担い手として活躍が期待できる認定農業者を

支援するため、その経営規模拡大等のため借り入れた資金
の利子補給を行った。
【農業次世代人材投資資金】

経営の不安定な就農初期の青年就農者に対して給付金を
給付し、青年就農者の増加及び就農後の定着を図った。

担い手支援事業 ９，５８０

40,975 決 算 額 の 財 源 内 訳

26,728 一般財源

5,904

農 林 水 産 課

 ３． 水田を活用して小麦･野菜等を作付している農業者に対
して交付金を交付することにより、農業経営の安定や農地
の有効利用を図った。現地確認等の業務については、伊勢
市農業再生協議会への補助金交付により推進活動の支援を
行った。

経営所得安定対策
推進事業

５，６０７

 ２． 農業が持続的に営まれることにより、農村環境が良好に
保たれることから、農業者等の地域農業や農村振興に資す
る取り組みを支援することで後継者の育成確保や生産活動
強化を図った。

農業振興事業 ２，４５０

 ４． 今後、農業者の減少により耕作者のいない農地の増加が
見込まれるため、農地の中間受け皿となる農地中間管理機
構による、担い手への農地集積・集約化に対する支援を
行った。

農地中間管理事業 １，３８３
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決算書
4        頁

141

5
5

141

6
6

141

7
7

141

8

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ５． 市内農産物（青ねぎ、いちご、トマト、かぼちゃ、蓮台
寺柿、横輪いも）の生産量拡大、販路拡大、高付加価値
化、知名度の向上を推進する取り組みを行う団体等に対し
て支援し、地域農業の活性化を図った。
・農産物ブランド化推進事業補助金による支援
　　　　　　　　　　　　　　　　　　４７７，０００円
・三井住友銀行本店（東京都千代田区）等での農産物のPR
　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７４，０３４円
【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　　　　　　　　　　３，８６８，０００円
・農産物ブランド化推進事業補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　３，０００，０００円
・ブランド化推進農産物のPR、販路拡大
　　　　　　　　　　　　　　　　　　８６８，０００円

【過去２ヵ年度の実績】
平成２９年度　　　　　　　　　　１，２２１，３５０円
・農産物ブランド化推進事業補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　１，１３５，０００円
・ブランド化推進農産物のPR、販路拡大　８６，３５０円
平成３０年度 　　　　　　　　     　３１０，１８４円
・農産物ブランド化推進事業補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２７，０００円
・ブランド化推進農産物のPR、販路拡大　８３，１８４円

【事業を取りまく状況等】
近年、産地間競争の激化に伴う農産物価格の低迷などに

より農業を取り巻く環境は厳しい状況になっている。その
中で、地域農業の振興や農業者の所得向上を図るため、農
産物の認知度向上及び販路拡大等を行う農産物のブランド
化の推進が必要である。

農産物ブランド化
推進事業

８５１

 ６． 伊勢市のいちごは後継者不足によって、産地が縮小傾向
にあるため、新たにいちごを生産しようとする者が新規就
農者として育成し独立させるための取り組みに対して支援
を行った。

伊勢のいちご産地
強化事業

４，９２５

 ８． 食育推進の一環として、農業体験を含む食育の機会を設
け、食の大切さ、食を育む産業である農業の大切さなどに
ついて考えてもらう機会を提供した。

農業体験学習事業 ６３３

 ７． 伊勢市地産地消の店として認定した市内産農林水産物を
食材として取り扱う飲食店等が行う、地産地消に係る取組
を消費者に周知し、市内産農林水産物の消費及び需要の拡
大を図った。

また、農産物直売所事業に対して消耗品や資材面で支援
を行うことにより、地域農業における農村コミュニティー
の再構築や地域農業の維持発展を図った。

地産地消推進事業 １，２１５
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（款）６．農林水産業費　（項）１．農業費　（目）４．農業用施設管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

88,672 1,224

    （単位  千円）

決算書
       頁

141

1
1

141

2

（款）６．農林水産業費　（項）１．農業費　（目）５．畜産業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

143

1

177,971 決 算 額 の 財 源 内 訳

170,371 一般財源

80,475

 ２． 農業者又は地域住民を含めた組織等で取り組む農用地、
水路、農道等の地域資源の基礎的な保全活動や推進活動に
対し支援を行う『農地維持支払交付金』と水路、農道等の
施設の軽微な補修や農村環境保全活動等の取組みに対し支
援を行う『資源向上支払交付金（共同活動）』、老朽化が
進む農地周りの農業用用排水路、農道等の施設の長寿命化
のための補修・更新等の活動に対し支援を行う『資源向上
支払交付金（施設の長寿命化）』を交付することで、多面
的機能の推進を図った。

多面的機能支払交
付金事業

１１７，６３０

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 伊勢市二見地域農産物等活用型総合交流促進施設（民話
の駅蘇民・しょうぶ園）及び横輪地区活性化事業で整備し
た伊勢市都市農山村交流促進施設（郷の恵「風輪」）につ
いて、指定管理者による管理運営を行うことで、地域活性
化を図った。

また、経営構造対策事業によって整備した産直施設であ
るサンファームおばたの管理運営を行い、農家の市場出荷
以外の販路を確保し、農業者の経営安定、担い手の育成等
を図った。

産直施設維持管理
経費

２８，４３０

3,392 決 算 額 の 財 源 内 訳

3,392 一般財源

3,392

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 食肉の安全を確保するため、伊勢市を含む主要株主によ
り三重県松阪食肉公社施設の経費を負担し、維持管理対策
を図った。

畜産振興一般経費 ３，３９２
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（款）６．農林水産業費　（項）１．農業費　（目）６．農地費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

14,722 135,600 36,747

    （単位  千円）

決算書
       頁

143

1
1

143

294,153 決 算 額 の 財 源 内 訳

213,057 一般財源

25,988

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 土地改良区等の実施する事業に対して市の基準による補
助金を交付し、農業農村の基盤整備や農業経営の安定を
図った。　　交付件数・・・１５件

土地改良事業補助
金

１４，８５５

 ２． 県営かんがい排水事業負担金
○宮川４工区【Ｈ３０繰越】
　事業期間 平成１８年度～令和５年度
　事業内容 用水路工　１，２２８ｍ
　　　　　 測量設計一式、用地補償一式
　事 業 費 ６１８，９００千円
　負担区分 ・幹線
　　　　　　 国５０％ 県２５％ 市町１５％
　　　　　　　　　 　　　　宮川用水１０％
　　　　　 ・支線
　　　　　　 国５０％ 県２５％ 市町８．３３３％
　　　　　　 　　　　　　宮川用水１６．６６７％
　　　　→伊勢市負担額　９２，８３５，０００円
　　　　→うちＨ３０繰越９２，６８５，０００円

○田丸地区【Ｈ３０繰越】
  事業期間  平成２７年度～令和２年度
　事業内容  農業用用排水施設　８０ｍ
　　　　　　測量設計一式、用地補償一式
  事 業 費  ３２，０００千円
  負担区分  国５５％ 県２５％ 市町１２．５％
　　　　　　　　　　　　　　宮川用水７．５％
　　　　　　→受益面積割　伊勢市７．２１５％
　　　　　　→伊勢市負担額　２，３０８，８００円
　　　　　　→うちＨ３０繰越　　９５９，５９５円

高度水利機能確保基盤整備事業負担金
○宮川左岸地区【Ｈ３０繰越】
  事業期間  平成２６年度～令和５年度
　事業内容  農業用用排水施設６，５２０ｍ
　　　　　　測量設計一式、用地補償一式
  事 業 費  ６１１，０００千円
  負担区分  国５５％ 県２７．５％市町１０％
　　　　　　　　　　　　　　　 地元７．５％
　　　　　→受益面積割　伊勢市　幹線４．８８８％
　　　　　　　　　　　　　　　　支線１．８６８２％
　　　　　→伊勢市負担額　２１，０９０，８３１円
　　　　　→うちＨ３０繰越２０，５９２，３０８円

県営事業負担金 １２９，７０５
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決算書
       頁

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

農業用施設アスベスト対策事業負担金
○城田・下外城田地区【Ｈ３０繰越】
  事業期間  平成２６年度～令和５年度
　事業内容  用水路工３，９００ｍ
　　　　　　測量設計一式、用地補償一式
  事 業 費  ２４５，０００千円
  負担区分  国５５％ 県３５％ 市町５％ 地元５％
　　　　　　→受益面積割　伊勢市２．４２６％
　　　　　　→伊勢市負担額　５，９００，０３２円
　　　　　　→うちＨ３０繰越５，４０９，９８０円

県営かんがい排水事業負担金
○宮川４工区
　事業期間 平成１８年度～令和５年度
　事業内容 用水路工　３３９ｍ
　　　　　 測量設計一式、用地補償一式
　事 業 費 ３３５，０００千円
　負担区分 ・幹線
　　　　　　 国５０％ 県２５％ 市町１５％
　　　　　　 　　　　　　　宮川用水１０％
　　　 　　・支線
　　　　　　 国５０％ 県２５％ 市町８．３３３％
　　　　　　 　　　　　　宮川用水１６．６６７％
　　　　→伊勢市負担額　５０，２５０，０００円
　　　　　→うち現年　　　　　６３７，５００円
　　　　　　　　繰越　　４９，６１２，５００円

○有爾中・明星地区
　事業期間  平成２７年度～令和４年度
　事業内容  農業用用排水施設　４２０ｍ
　　　　　　測量設計一式、用地補償一式
  事 業 費  ８５，０００千円
  負担区分  国５５％ 県２５％ 市町１２．５％
　　　　　　　　　　　　　　宮川用水７．５％
　　　　　　→受益面積割　伊勢市０．０５６％
　　　　　　→伊勢市負担額　　　　１４，０００円
　　　　　　　→うち現年　　　　　　９，２４０円
　　　　　　　　　　繰越　　　　　　４，７６０円

○田丸地区
  事業期間  平成２７年度～令和２年度
　事業内容  農業用用排水施設　１５ｍ
　　　　　　測量設計一式、用地補償一式
  事 業 費  ４５，０００千円
  負担区分  国５５％ 県２５％ 市町１２．５％
　　　　　　　　　　　　　　宮川用水７．５％
　　　　　　→受益面積割　伊勢市７．２１５％
　　　　　　→伊勢市負担額　３，２４６，７５０円
　　　　　　　→うち現年　　２，９０３，３１６円
　　　　　　　　　　繰越　　　　３４３，４３４円
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決算書
       頁

2
2

143

3
3

143

4
4

143

5

高度水利機能確保基盤整備事業負担金
○小俣地区
　事業期間　平成２１年度～令和２年度
　事業内容　舗装復旧工一式
　事 業 費　　４９，０００千円
　負担区分　・幹線
　　　　　　　国５５％ 県２７．５％ 市１０％
　　　　　　　　　　　　　　宮川用水７．５％
　　　　　　・支線
  　　　　　　国５５％ 県２７．５％ 市３．１５％
　　　　　　　　　　　　　　小俣土改１４．３５％
　　　　　　・農道
  　　　　　　国５５％ 県２７．５％ 市１７．５％
　　　　  →伊勢市負担額　３，２５６，０００円
　　　　　　→うち現年　　　　８２１，３９６円
　　　　　　　　　繰越　　２，４３４，６０４円

○宮川左岸地区
  事業期間  平成２６年度～令和５年度
　事業内容  農業用用排水施設２，９００ｍ
　　　　　　測量設計一式、用地補償一式
  事 業 費  ３７５，０００千円
  負担区分  国５５％ 県２７．５％市町１０％
　　　　　　　　　　　　　　　 地元７．５％
　　　　　→受益面積割　伊勢市　幹線４．８８８％
　　　　　　　　　　　　　　　　支線１．８６８２％
　　　　　→伊勢市負担額　９，０５６，８８０円
　　　　　　→うち現年　　１，３１９，７６０円
　　　　　　　　　繰越　　７，７３７，１２０円

農業用施設アスベスト対策事業負担金
○城田・下外城田地区
  事業期間  平成２６年度～令和５年度
　事業内容  用水路工　９，０００ｍ、測量設計一式
  事 業 費  ４５３，０００千円
  負担区分  国５５％ 県３５％ 市町５％ 地元５％
　　　　　→受益面積割　伊勢市２．４２６％
　　　　　→伊勢市負担額　１０，９８９，７８０円
　　　　　　→うち現年　　　４，３６６，８００円
　　　　　　　　　繰越　　　６，６２２，９８０円

 ３． 【市単独事業】 農道を整備することで、農道機能を保持
し農村環境の整備を図った。
・上地町地内農道舗装工事ほか３件

農道整備事業 ２４，５８２

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ４． 【市単独事業】 農業用排水路を整備することで、排水路
の機能回復と農村環境の整備を図った。
・津村町地内排水路整備工事ほか２件

農業用排水路整備
事業

１０，３５３

 ５． 【補助事業】 農道を整備することで、農道機能を保持し
農村環境の整備を図った。
・東大淀町地内農道舗装工事ほか２件
　◇農業基盤整備促進事業

農道整備事業 １０，８９４
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決算書
5        頁

143

6

（款）６．農林水産業費　（項）１．農業費　（目）７．湛水防除事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

135 94,500 49,974

    （単位  千円）

決算書
       頁

143

1
1

143

2

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

285,507 決 算 額 の 財 源 内 訳

217,234 一般財源

 ６． 災害の影響の大きい農業用ため池改修に向けての整備計
画を策定するとともに危機管理型水位計を設置した。ま
た、災害の防止や軽減を図り、災害に強い農村づくりを進
めるため県が実施する朝熊川頭首工改修の設計及び、東池
堤体等の改修工事に対して負担金を支出した。
・ため池整備実施計画書作成等
・危機管理型水位計設置
・朝熊川統合頭首工の改修設計に伴う負担金
・東池改修工事に伴う負担金

農村地域防災減災
事業

２２，６６８

72,625

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 排水機場の設備の定期的な整備補修、更新等を実施する
ことにより、施設の機能保持を図り、流域への湛水による
被害の未然防止を図った。
　土地改良施設維持管理適正化事業で整備を実施
 　 事業費の９０％が交付金対象
　 （国：３０％、県：３０％、市：３０％）

９０％のうち市負担３０％及び事務費２．５％を５年間
で均等に三重県土地改良事業団体連合会へ拠出している。
（概要）
  業務委託３件、工事５件
  ・社護神排水機場
　　  社護神排水機場実施設計書作成業務委託
      社護神排水機場補修工事
  ・有滝排水機場
      有滝排水機場実施設計書作成業務委託
      有滝排水機場補修工事
  ・第一小川樋門
      第一小川樋門実施設計書作成業務委託
      第一小川樋門補修工事
  ・楠部第二排水機場
      楠部第二排水機場補修工事
  ・汁谷川排水機場
      汁谷川排水機場補修工事

排水機等補修事業 ４８，８２１

 ２． 長寿命化計画に基づき船倉排水機場の整備補修を行うた
め、詳細設計を行った。
（概要）
  業務委託１件
  ・船倉排水機場
      船倉排水機場詳細設計業務委託

排水機維持管理経
費（機能更新）

３，５８１
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決算書
2        頁

143

3

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 平成２９年台風第２１号の大雨により場内が浸水した汁
谷川、楠部、楠部東の３排水機場について、同様の被害を
防止するため、耐水化工事を実施した。
（概要）
  工事６件
  ・楠部排水機場
      楠部排水機場整備（その１）工事
      楠部排水機場整備（その２）工事
  ・楠部東排水機場
      楠部東排水機場整備（その１）工事
      楠部東排水機場整備（その２）工事
  ・汁谷川排水機場
      汁谷川排水機場整備（その１）工事
      汁谷川排水機場整備（その２）工事

排水機耐水化事業 １０６，７４７
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（款）６．農林水産業費　（項）２．林業費　（目）２．林業振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

16,790 3

    （単位  千円）

決算書
       頁

145

1

89,422 決 算 額 の 財 源 内 訳

55,761 一般財源

38,968

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 野生鳥獣による農作物等の被害防止を目的に、伊勢市鳥
獣被害防止対策協議会が実施する事業に対して負担金を支
出し、集落を含む関係機関が一体となって鳥獣害防止総合
対策事業に取り組んだ。

また、伊勢地区猟友会に有害獣（イノシシ・シカ・サ
ル）捕獲を委託し、農林作物及び生活環境等の被害軽減を
図った。
・猟友会への獣害防止事業業務委託
　　　　　　　　　　　　　　２，５１６，０００円
・伊勢市鳥獣被害防止対策協議会への負担金
　　　　　　　　　　　　　　１，５００，０００円
・獣害パトロールによるテレメトリー調査
　　　　　　　　　　　　　　４，６２９，１６８円
【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　　　　　　　１１，１２５，０００円
・猟友会への獣害防止事業業務委託
　　　　　　　　　　　　　　３，１５８，０００円
・伊勢市鳥獣被害防止対策協議会への負担金
　　　　　　　　　　　　　　２，６０２，０００円
・獣害パトロールによるテレメトリー調査
　　　　　　　　　　　　　　５，３６５，０００円

【過去２ヵ年度の実績】
平成２９年度　　　　　　　　８，６２０，７１４円
・猟友会への獣害防止事業業務委託
　　　　　　　　　　　　　　２，１７８，０００円
・伊勢市鳥獣被害防止対策協議会への負担金
　　　　　　　　　　　　　　２，０００，０００円
・獣害パトロールによるテレメトリー調査
　　　　　　　　　　　　　　４，４４２，７１４円
平成３０年度　　　　　　　　７，６１１，６６９円
・猟友会への獣害防止事業業務委託
　　　　　　　　　　　　　　１，７１９，０００円
・伊勢市鳥獣被害防止対策協議会への負担金
　　　　　　　　　　　　　　１，７０９，２２０円
・獣害パトロールによるテレメトリー調査
　　　　　　　　　　　　　　４，１８３，４４９円

【事業を取りまく状況等】
・有害獣（イノシシ・シカ・サル）による農産物被害が多
発し、また、近年では市街地にも出没するなど日常生活ま
でも脅かされる状況であり、地域の深刻な問題となってい
る。
・猟友会員の高齢化等に伴い捕獲従事者が減少してきてい
るため、新規の狩猟者確保に取り組んでいく必要がある。

獣害防止事業 ８，６４５
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決算書
1        頁

145

2

（款）６．農林水産業費　（項）３．水産業費　（目）２．水産振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

100 43

    （単位  千円）

決算書
       頁

145

1
1

145

2
2

147

3
3

147

4

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

2,088 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,995 一般財源

 ２． みえ森と緑の県民税市町交付金事業を活用して、松くい
虫の防除事業を実施し、暮らしに身近な森林づくりを行っ
た。また、計画的な利用を図るため基金に積立を行った。
・二見町西地内ほか　松くい虫防除業務委託
　（地上散布、枯松伐倒破砕、樹幹注入）

森林整備事業 １６，７９０

1,852

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 伊勢湾・宮川各漁業協同組合が実施するハマグリ、クル
マエビ、アユ等の種苗放流事業に対して支援し、資源の増
大・確保と漁家経営の安定を図った。

種苗放流事業補助
金

１，１２６

 ２． パートナーの日に合わせ地元水産物を用いた料理教室を
開催し、市民２０名に対して魚食普及、地元水産物のＰＲ
を行った。

また、水産業を将来就く職業の一つとして考えてもらう
ため、佐八小学校５年生（１４名）、早修小学校５年生
（１１名）、神社小学校５年生（４４名）、有緝小学校５
年生（８１名）に対して、漁業に関する講習を行い、体験
実習・施設見学をしてもらうことで、漁村・漁業への興味
の高揚を図った。

水産教室実施事業 ２４１

２９

 ３． 地区漁業者を中心とした組織（伊勢干潟保全会・村松浅
場保全会）が行う干潟保全活動を支援し、干潟機能の回復
と漁場環境の改善を図った。

干潟等保全活動支
援事業

５９９

 ４． 東日本大震災で甚大な被害を受けた漁業者の漁業近代化
資金災害資金借り入れに生じる利子を補給し、負担を軽減
することにより、漁業経営の再生を支援した。

漁業近代化資金利
子補給補助金
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（款）６．農林水産業費　（項）３．水産業費　（目）３．漁港管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

32,124 63,300 27,270

    （単位  千円）

決算書
       頁

147

1

204,883 決 算 額 の 財 源 内 訳

130,591 一般財源

7,897

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 管内漁港の機能保全事業を推進した。
【事業内容】
  　松下漁港において、護岸の測量及び設計を実施した。
　　豊北漁港において、道路舗装及び物揚場の保全工事を
　実施した。
    また、村松漁港の浚渫及び大淀漁港の防波堤整備を実
  施している。
    ・松下漁港南護岸ほか測量業務委託
    ・松下漁港南護岸ほか設計業務委託
    ・豊北漁港有滝物揚場保全工事
　　・豊北漁港土路西条墓地道路ほか保全工事
    ・村松漁港浚渫工事
　　・大淀漁港南防波堤保全工事

水産物供給基盤機
能保全事業

１２８，０６３
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（款）７．商工費　（項）１．商工費　（目）１．商工総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

85

    （単位  千円）

決算書
       頁

147

1
1

147

2

（款）７．商工費　（項）１．商工費　（目）２．商工業振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

86,560 221 1,000

    （単位  千円）

決算書
       頁

149

1
1

149

2

74,116 決 算 額 の 財 源 内 訳

72,835 一般財源

72,750

商 工 労 政 課

 ２． 平成２９年台風第２１号により被災し災害復旧に必要と
なる融資を受けた中小企業者に対して、その融資に係る利
子の一部を補助した。　　　　補助件数　１２件

中小企業災害復旧
資金利子補給補助
金

１，８３６

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 架空請求や悪質商法、多重債務など消費生活に関するト
ラブルについて、専門相談員による相談を行った。また、
被害を未然に防ぐため、DVDなどを活用し、高齢者クラブ
を中心にわかりやすい出前講座を１０回実施したほか、伊
勢市消費生活センターの周知のため市内のイベントに３回
ブース出展した。
　消費生活相談件数　７３０件

消費生活センター
運営事業

７，２３１

224,231 決 算 額 の 財 源 内 訳

179,915 一般財源

92,134

商 工 労 政 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 小規模事業者の経営の合理化を図るため、伊勢商工会議
所または伊勢小俣町商工会の斡旋により三重県信用保証協
会の保証を得て小規模事業資金または小規模借換資金の融
資を受けた事業者に対し、その返済状況に応じて融資に係
る保証料の補助を行った。　補助件数　９９件

小規模事業資金保
証料補給補助金

３，１１８

 ２． 地域経済を支える中小企業者の経営改善及び経営基盤の
強化を支援するため、また、中小企業者への相談対応や経
営指導の充実を図るため、伊勢中小企業相談所（伊勢商工
会議所内）及び伊勢小俣町商工会が行う経営指導事業や専
門家派遣事業に要する経費に対して補助金を交付し、中小
企業の振興に寄与した。
・経営改善普及事業補助金　　補助件数　２件
・専門家派遣事業補助金　　　補助件数　２件

経営改善普及事業 １９，２１５
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決算書
2        頁

149

3
3

149

4

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 地域のコミュニティの担い手として、また、まちづくり
における賑わい創出の中心的な役割などが期待されている
中心市街地商店街等の活性化を図るために、商店街空店舗
対策事業、商店街活性化対策事業、商店街ＰＲ支援事業及
び商店街等の通行量調査を実施した。

（１）商店街空店舗対策事業　　補助件数　９件
中心市街地商店街等の空店舗の解消を図るため、伊勢ま

ちづくり株式会社が実施する空店舗対策事業に負担金を支
出した。
（２）商店街活性化対策事業　　補助件数　３件

中心市街地の活性化を図るため、消費者に魅力ある商店
街づくりを行う商店街等に対して補助事業を実施する伊勢
まちづくり株式会社に負担金を支出した。
（３）商店街ＰＲ支援事業

商店街の活性化や空店舗の解消を図るため、伊勢まちづ
くり株式会社が行う商店街等の広報に対して負担金を支出
した。
（４）商店街等の通行量調査

まちなかの回遊性の実態や、にぎわい創出の効果等、各
商店街における来街者の動向を適切に把握し、基礎資料や
今後の商店街の活動に対する指標とするため、伊勢まちづ
くり株式会社が行う通行量調査に対して負担金を支出し
た。

商店街等振興対策
事業

４，５８４

 ４． 中小企業者の持続的発展を促し地域経済の活性化を図る
ため、三重県融資制度及び日本政策金融公庫融資制度のう
ち対象となる融資を受けた場合にその融資にかかる利子の
一部の補助を行った。また、三重県が認定する計画に基づ
き、経営課題の解決に向けて取り組む中小企業者を支援す
る伊勢商工会議所及び伊勢小俣町商工会に対して補助金を
交付した。
・経営力向上支援事業利子補給補助金
　　補助件数：２５７件
・三重県版経営向上計画実施支援補助金
　　補助件数：２件（事業者：４３社）

経営力向上支援事
業

２０，６５２
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決算書
4        頁

149

5
5

149

6

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ５． 創業や事業所の移転を促進することで雇用の創出及び移
住・定住の促進を図るため、創業支援事業計画に基づき、
創業支援事業者が行う事業に要する経費の一部を補助、新
たに伊勢市内に事業所を設置し創業・移転を行う者の創業
等に必要となる経費の一部の補助、創業関連融資制度のう
ち対象となる融資を受けた場合にその融資に係る利子の一
部の補助、また、融資に係る信用保証協会の保証料を補助
した。
・創業支援事業計画事業補助金
　　補助件数　１件
・創業・移転促進補助金
　　補助件数　１３件（うち賃料２年目申請３件）
　　　　　　　　２件（平成３０年度より繰越）
・創業・再挑戦アシスト資金保証料補給補助金
　　補助件数　３８件
・創業・再挑戦アシスト資金利子補給補助金
　　補助件数　８３件

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　３０，２１６，０００円
・創業支援事業計画事業補助金の交付
・創業・移転促進補助金の交付
・創業再挑戦アシスト資金保証料補給補助金及び利子
　補給補助金の交付
繰越予算額　１，０００，０００円
・創業・移転促進補助金の交付

【過去２年間の実績】
　平成２９年度　１４，０３１，３５３円
・創業支援事業計画事業補助金
　　補助件数　１件
・創業・移転促進補助金
　　補助件数　１２件
・創業・再挑戦アシスト資金保証料補給補助金
　　補助件数　４９件
・創業・再挑戦アシスト資金利子補給補助金
　　補助件数　２０件
　平成３０年度　１８，５４５，１３６円
・創業支援事業計画事業補助金
　　補助件数　１件
・創業・移転促進補助金
　　補助件数　１３件（うち賃料２年目申請２件）
　　　　　　　　７件（平成２９年度より繰越）
・創業・再挑戦アシスト資金保証料補給補助金
　　補助件数　４４件
・創業・再挑戦アシスト資金利子補給補助金
　　補助件数　５３件

【事業を取りまく状況等】
・創業・移転促進補助金について、年度を越えて創業す
る者については繰越予算にて対応することとした。

創業支援事業 １２，４９１

 ６． 市内住宅関連産業の振興を促し、地域経済の活性化を図
るために、住宅や店舗のリフォーム等を行う者に対し、補
助金を交付した。　　　　補助件数　２７０件

なお、新型コロナウイルス感染症拡大で住宅資材の入荷
が遅れたことにより年度内に完了しなかった２件について
は、次年度へ繰越した。

住宅・店舗リ
フォーム等促進事
業補助金

２６，２７６
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決算書
6        頁

149

7
7

149

8
8

149

9
9

149

10

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ７． 伊勢の食材や特産品などの地域資源を全国に発信し、認
知度の向上及び販路拡大を図るため、伊勢市産業振興会や
伊勢市観光協会等の関係団体と連携し、首都圏、都市圏及
び市内において、物産展や食材のＰＲを行った。また、伊
勢市内の中小企業者及び中小企業団体等の販路拡大及び新
規需要開拓を促進するため、国内外における商談会や見本
市等に出展する中小企業者及び中小企業団体等に対して補
助金を交付した。
・物産展・食材ＰＲ 計５回（県外４回、県内１回）
・商談会等出展支援事業補助金　補助件数　１０件

地域産品販売促進
事業

２，０５６

 ９． 伊勢市内の商業振興を図るため、地域住民及び観光客の
ニーズに応えた商業環境の整備やにぎわいの創出に新たに
取り組む商業団体等に対して事業費の一部を補助した。
・商業魅力アップ支援事業補助金　補助件数　３件

商業活性化推進事
業

１，４４５

 ８． 幅広い世代で知名度のある株式会社ビームスとタイアッ
プした講演会及びワークショップを開催し、市内事業者が
株式会社ビームスの商品開発における企画・開発・提案す
る力などを学ぶことで、市内事業者の主体的な努力による
持続的な成長を目指した商品力及び販売力の向上を図っ
た。

また、市独自の取り組みとして、ワークショップで新開
発及び改良された商品を首都圏等における物産展等でテス
ト販売した。
（１）講演会及びワークショップの開催
　・委託先　　株式会社ビームス
　・委託料　　３，３００，０００円（税込み）
　・実施内容　講演会
　　　　　　　（参加者数　３４団体／４６人）
　　　　　　　ワークショップ　第１回
　　　　　　　（参加者数　１３社／１６人）
　　　　　　　ワークショップ　第２回
　　　　　　　（参加者数　１２社／１３人）
（２）物産展等でのテスト販売
　・実績　　　首都圏　２回
　　　　　　　（参加者数　延べ４社）
　　　　　　　都市圏　１回
　　　　　　　（参加者数　３社）

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　３，５６３，０００円

商品力・販売力向上に係る講演会及びワークショップの
開催

【過去２か年度の実績】
平成３０年度に、観光誘客課が伊勢の魅力発掘プロモー

ション事業（「BEAMS EYE on ISE」）を実施し、市内１９
事業者がビームスと協働で商品開発等を行った。

【事業を取りまく状況等】
事業者や商品の市内外における認知度向上が課題である

ため、今後も商品開発及び首都圏等や地元での販売に係る
支援が必要である。

商品力・販売力向
上支援事業

３，３００

 10． 伊勢市中心市街地活性化協議会の事務局である伊勢商工
会議所が伊勢市中心市街地活性化基本計画に掲げた事業を
効果的・効率的に進めるため、専門的な知見や経験を有し
た人材であるタウンマネージャーを設置する費用に対し
て、補助金を交付した。

タウンマネー
ジャー設置支援事
業

６５９
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決算書
10        頁

149

11

（款）７．商工費　（項）１．商工費　（目）３．産業支援推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

59,000

    （単位  千円）

決算書
       頁

149

1
1

149

2

197,063 決 算 額 の 財 源 内 訳

194,701 一般財源

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 11． 消費税・地方消費税率引上げが住民税非課税者・子育て
世帯の消費に与える影響を緩和するとともに、地域におけ
る消費を喚起・下支えするため、国が推進する住民税非課
税者・子育て世帯主向けのプレミアム付商品券（以下「商
品券」という。）の発行・販売等の事業を行った。

実施にあたっては、伊勢商工会議所が行う商品券の販売
等に要する経費に対して補助金を交付した。

なお、商品券を取り扱う中小規模店の利用を促進するた
め、伊勢商工会議所がプレミアム付商品券の利用期間中に
中小規模店で1,000円以上の買い物をした人に抽選で特別
商品券等が当たるイベントを実施したが、その特別商品券
の利用期間が年度を跨いだため、その必要経費を次年度に
繰越した。
・補助金額　 70,428千円（伊勢商工会議所へ交付）
・販売額　　175,088千円（額面額　218,860千円）
・発行冊数　43,772冊
・１冊あたりの販売額　4,000円（額面5,000円）
・プレミアム率　25％
・購入引換券交付者数
　　住民税非課税者　8,187人
　　子育て世帯主　　2,628人（対象児童数2,957人）

プレミアム付商品
券発行事業

８６，１１９

135,701

商 工 労 政 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 中小製造業者等が行う新製品・新技術の研究開発に対
し、「新産業創出支援事業補助金」を、伝統工芸品産業の
再生と後継者育成に繋がる事業に対し、「伝統工芸品等再
生支援事業補助金」を交付した。
・新産業創出支援事業補助金　　　　補助件数　１件
・伝統工芸品等再生支援事業補助金　補助件数　１件

ものづくり推進事
業

２，４５１

 ２． 企業誘致のための担当者の資質向上、サン・サポート・
スクエア伊勢の維持管理に努めた。企業立地推進一般

経費
２，９９９
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事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 産業の振興、雇用の創出を図るべく、企業立地に向け、
誘致活動や、市内企業への情報収集、用地取得奨励金算定
に係る不動産鑑定評価などを実施した。
【当初予算における内容、計画】
当初予算額　5,973,000円
・企業訪問
・不動産鑑定評価
・産業用適地選定調査業務委託

【過去２ヵ年度の実績】
平成30年度　1,369,304円
・企業訪問
・不動産鑑定評価

平成29年度　 555,390円
・企業訪問
・不動産鑑定評価
・伊勢志摩地域産業活性化協議会等負担金

【事業を取りまく状況等】
・市の工業団地であるサン・サポート・スクエア伊勢、神
薗工業団地については完売となり、更なる企業誘致の推進
の為、また、全国的に生産拠点の統廃合などによる既存立
地企業の地域外流出の動きもある為、市内立地企業の市外
移転を防ぐ手立ても必要となっている。
・新型コロナウイルス感染症の影響から、２月、３月は、
企業訪問や、セミナーへの参加などが自粛により中止と
なっている。
・三重県及び関係機関等との連携の下、市外からの企業誘
致並びに市内既存企業の事業高度化及び市外流出抑制のた
め、企業訪問等を行い、情報収集及びネットワークの構築
を図る。

企業立地推進事業 ３，８３２

 ４． 伊勢市工場等立地促進条例」に基づき、奨励金を交付し
た。　奨励金実績　13件工場等誘致奨励事

業
１１９，９２８

 ５． 平成24年度から、専門性を向上させ効率的・効果的に業
務を進めるため、指定管理制度を導入した。指定管理者
（伊勢商工会議所）は施設の管理運営と企業訪問による課
題の聴き取り及び解決、起業家育成、各種講習会の開催な
どに取り組んだ。

産業支援センター
管理運営経費

４７，０７９
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（款）８．観光費　（項）１．観光費　（目）１．観光総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

11,505 34,045

    （単位  千円）

決算書
       頁

151

1
1

151

2
2

151

3

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 二見浦海水浴場の開設及び施設運営管理等を（公社）伊
勢市観光協会に委託して実施した。また、海水浴場の活性
化を図るためのイベントを開催した。
・開設期間：令和元年７月６日～８月３１日（天候不良に
より４日閉鎖。開設日数５３日。）
・海水浴客数（延べ）：１６，２１０人

海水浴場管理運営
事業

２７，４７１

513,923 決 算 額 の 財 源 内 訳

502,653 一般財源

457,103

観 光 振 興 課

 ３． 案内人の質の向上・情報共有・一体感の醸成を目的とし
た市内観光案内ガイド団体の連絡協議会「伊勢たびナビの
会」に事務局として参画し、運営を行った。主な取り組み
として、ガイド団体構成員を対象とした研修等を行い、ス
キルアップを図った。

案内ガイド連携事
業

２８０

 ２． （１）伊勢おもてなしヘルパー事業
高齢者や身体の不自由な方が安心して観光できる環境を

整えるため、関係団体とともに、有償ボランティアによる
車いすでの内宮参拝支援の組織づくりを行い、活動を推進
した。
・利用件数：８８件
・出動ヘルパー数（延べ）：１８５人

（２）バリアフリー観光情報発信事業
雑誌広告掲載等によるバリアフリー観光情報の発信、平

成２６年度に作成したバリアフリー観光情報ウェブサイト
の情報更新を行った。
・広告掲載雑誌数：１０誌

バリアフリー観光
向上事業

４，２１８
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 ４． 訪日外国人旅行者数増に伴い、伊勢を訪れる外国人観光
客の一層の増加が見込まれることから、受入環境の整備を
図った。
（１）観光案内所の受入体制強化
（２）外国人観光客実態調査
（３）伊勢志摩国立公園日英併記案内整備工事

【令和元年度の実績】
（１）観光案内所の受入体制強化
　・決算額：１０，８０４，１６８円
　・実施期間：平成３１年４月１日～令和２年３月３１日
（２）外国人観光客実態調査
　・決算額：２８６，５６７円
　・実施期間：平成３１年４月１日～令和２年３月３１日
（３）伊勢志摩国立公園日英併記案内整備工事
　・決算額：４，７９９，３００円

・実施期間：令和元年１２月２７日～令和２年３月２７
日

【当初予算における内容、計画】
（１）観光案内所の受入体制強化
・当初予算額：１０，９０４，０００円
（２）外国人観光客実態調査
・当初予算額：９５３，０００円
（３）伊勢志摩国立公園日英併記案内整備工事
・当初予算額：５，０００，０００円

【過去２ヵ年度の実績】
平成２９年度　　　　　　１５，８０４千円
平成３０年度　　　　　　１１，１５６千円

【事業を取りまく状況等】
（１）新型コロナウイルス感染症拡大の影響で訪日外国人
旅行者数は激減したが、収束後に旅行需要が徐々に回復
し、令和３年に開催が予定されている東京オリンピックパ
ラリンピックを契機とした需要喚起が期待されるため、外
国人観光客の受入体制強化を進めていく必要がある。
（２）伊勢市を訪れた外国人観光客の実態を把握し、効果
の高い施策につなげるため、外国人観光客を対象とした実
態調査を継続実施する必要がある。
（３）国が策定した観光ビジョンにおいて、訪日外国人旅
行者を増やす方策として、国立公園のナショナルパーク化
（世界水準化）が目標に定められている。伊勢志摩国立公
園は先行モデルケースに指定されていることから、機運を
掴み環境整備等の事業を行うことが妥当である。

外国人観光客受入
強化事業

１５，８９０

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ６． 広く市内観光産業活性化のために活動できるよう、（公
社）伊勢市観光協会の財政基盤安定化を目的として支援を
行った。

観光協会負担金 ５，３３９

 ５． 伊勢市駅、宇治山田駅、宇治浦田、二見浦、外宮前の各
観光案内所及び伊勢市駅手荷物預かり所における運営管理
業務を、（公社）伊勢市観光協会に委託して実施した。
・窓口案内件数：２００，４４５件
　　　　　　　（うち外国人　８，０８６件）

案内所管理運営経
費

３６，６７２
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事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ７． 伊勢市観光振興基本計画推進委員会及び同委員会内に設
置した検証部会で、令和元年度の取組の検証を行った。

また、当市を訪れる観光客の行動実態を明らかにするた
め、伊勢を訪れた観光客に対面式の聞き取り調査を実施し
た。

観光振興基本計画
推進事業

４，１００

 ８． （１）市内周遊促進基盤整備事業
神宮に続く観光スポットとして朝熊山へ訪れてもらうた

め、三重交通（株）と協働で参宮バスを運行した。
・運行本数：１，２６６本
・乗車人数：１１，１７７人

（２）御代替わり奉祝特別企画
４月から５月にかけての大型連休中に、伊勢地域観光交

通対策協議会、三重交通（株）と協働で実施する「御代替
わり奉祝特別企画」として、外宮前から内宮前への路線バ
ス無料利用券を配布し、市内の周遊性向上を図った。

旅客受入基盤整備
事業

９，６６５
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事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ９． （１）宇治浦田街路広場公衆トイレ（仮称）新築工事
これまでに観光客や近隣店舗、関係団体等から内宮周辺

の既存トイレに対し、「数が足りない」「汚い」「臭い」
などの苦情や意見が寄せられていたため、平成２５年度に
実施した伊勢市バリアフリー観光旅行調査等の結果も踏ま
え、宇治浦田街路広場に公衆トイレを新設した。
（２）宇治浦田観光案内所授乳室等改修工事
令和元年７月に完成した宇治浦田街路広場公衆トイレの

稼動に伴い、宇治浦田観光案内所のトイレ区画をより必要
性が高い授乳室・倉庫等に改修した。
（３）鳥居型モニュメント照明設備改修工事

伊勢市楠部町地内に設置してある鳥居型モニュメントに
ついて、照明設備の老朽化に伴い改修工事を行った。また
LED照明を採用し耐久性の向上や配光の改善を図った。

【令和元年度の実績】
（１）宇治浦田街路広場公衆トイレ（仮称）新築工事
　・令和元年度決算額：４２，６５８，６００円
　（平成３０年度決算額：２６，７８０，０００円）
　　２か年合計決算額：６９，４３８，６００円

・実施期間：平成３０年９月２１日～令和元年６月２８
日
（２）宇治浦田観光案内所授乳室等改修工事
　・決算額：７，８０３，４００円
　・実施期間：令和元年９月６日～令和元年１１月１９日
（３）鳥居型モニュメント照明設備工事
　・決算額：４，６８６，０００円

・実施期間：令和元年７月１９日～令和元年１０月１６
日

【当初予算における内容、計画】
（１）宇治浦田街路広場公衆トイレ（仮称）新築工事
・当初予算額：７０，１８０，０００円（平成３０年度）
（２）宇治浦田観光案内所授乳室等改修工事
・当初予算額：８，１５１，０００円
（３）鳥居型モニュメント照明設備改修工事
・当初予算額：５，５００，０００円

【過去２ヵ年度の実績】（平成３０年度からの新規事業）
平成３０年度　　　　　　３４，８６６千円

【事業を取りまく状況等】
公衆トイレをはじめとする受入環境が観光地のイメージ

に与える影響は大きく、口コミ等により観光地の印象を左
右することもある。今後も、官民が一体となって環境整備
に取り組み、伊勢を訪れる人が快適に周遊できるように努
め来訪者の満足度を向上させる必要がある。

観光客滞在環境快
適化事業

５７，２４８
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    （単位  千円）

決算書
       頁

151

1

（款）８．観光費　（項）１．観光費　（目）２．旅客誘致費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

11,963

    （単位  千円）

決算書
       頁

151

1
1

151

2
2

151

3

二見総合支所生活福祉課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

244,711 決 算 額 の 財 源 内 訳

216,802 一般財源

 １． 国指定重要文化財である賓日館の運営及び維持管理につ
いて、「ＮＰＯ法人 二見浦・賓日館の会」を指定管理者
とすることで、地域の雇用を創出するとともに、随時イベ
ント等を開催し、文化水準及びまちづくり意識の向上を図
り、多くの集客に繋げた。また、施設の適正な管理を行
い、維持向上に努めた。
　○入館者数　令和元年度　　２８，７９２人

・火災保険料　　　　　　　　　　　　　　　５０千円
・指定管理委託料　　　　　　　　　　７，３６８千円
・ＡＥＤ・駐車場用地賃借料　　　　　１，６２５千円
・オイルヒーター購入　　　　　　　　　　　４４千円

賓日館管理運営事
業

９，０８７

204,839

観 光 振 興 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． （一財）伊勢志摩国立公園協会、伊勢志摩国立公園自然
ふれあい推進協議会、国立公園関係都市協議会に参画し、
広域での連携を強化した。

また、「伊勢志摩国立公園ステップアッププログラム２
０２０」に基づき、伊勢志摩国立公園管内の景観・環境等
の整備を進めると同時に、新たに設立された伊勢志摩国立
公園エコツーリズム推進協議会にも設立準備段階から参画
し、下部組織として設けられた４つの部会（マーケティン
グ・事業・ＳＤＧｓ･人材育成）においても、マーケティ
ング及び事業の２部会に参画するなど、積極的に広域で連
携した取組を進めた。

広域連携事業 １，２５３

 ３． （公社）伊勢市観光協会と協働で、観光客を対象とした
イベントの実施やパンフレットの作成等を行った。観光客受入環境創

出事業
１４，０２５

 ２． 市内での各種スポーツ大会や合宿、会議等を誘致するた
め、市内宿泊者数に応じて補助金を交付する伊勢市集大
会・スポーツ合宿誘致補助金事業を実施した。
・申請件数　　　　：８８件
・宿泊者数（延べ）：２２，５５２人

スポーツ・ＭＩＣ
Ｅ誘致推進事業

１９，１４６
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 ４． 伊勢神宮奉納全国花火大会委員会に事務局として参画
し、「第６７回伊勢神宮奉納全国花火大会」を開催した。
本大会は全国から選抜された花火師が参加する競技花火大
会であり、打上花火の部４０組、スターマインの部９組の
２部門で競われ、花火玉約１万発が放揚された。
・開催日：令和元年７月１３日（土）
・会　場：宮川河畔（度会橋上流）
・観覧数：約１９０，０００人
　　　　（うち有料観覧者及び招待者１０，４３０人）

花火大会開催負担
金

４５，０００

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ５． 伊勢市出身でアテネ五輪女子マラソン金メダリストの野
口みずき氏を大会長に迎え、地域の活性化とスポーツ振
興、健康づくりを目的として、野口みずき杯２０１９中日
三重お伊勢さんマラソンを開催した。
・開催日：ウォークの部、バリアフリーラン
　　　　　 令和元年１２月７日（土）
　　　　　ランニングの部
　　　　　 令和元年１２月８日（日）
・会　場：三重県営サンアリーナ周辺
・参加申込者数：１１,６９７人

お伊勢さんマラソ
ン開催負担金

１８，４２４
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    （単位  千円）

決算書
       頁

151

1
1

151

2
2

151

3
3

151

4

観 光 誘 客 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 誘客宣伝を目的に、新聞・雑誌等への広告出稿や、パン
フレット、ホームページ等を活用した情報発信を行い、来
訪者の新規開拓、リピーターの確保を図った。

また、公共交通機関とのタイアップによる誘客キャン
ペーン、首都圏や北海道等での観光ＰＲ等を実施した。

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　７７，７１１，０００円
　　・各種広告掲載事業（新聞、雑誌、テレビ等）
　　・パンフレット、ホームページ等での情報発信
　　・公共交通機関タイアップキャンペーン、協働ＰＲ
　　・観光プログラム「常若婚」にかかる情報発信　等

【令和元年度の実績】
・新聞や雑誌等への広告記事の掲載による情報発信。
・雑誌とタイアップした特集記事の掲載による情報発信。
・駅貼りポスター等での誘客宣伝及び公共交通機関利用
　促進。
・グラフィックデザイナーを起用したポスター等作成。
・デジタルメディアを活用したタクシー車内での広告。
・ラジオ放送等を活用した情報発信。
・ウェブサイトやＳＮＳを活用した情報発信。
　　ホームページアクセス数　３８５，７６３件
　　フェイスブック「いいね」数　約２，９００件
・パンフレット等作成による情報発信及び誘客活動。
　　パンフレット発送数 ３０７件
・関係団体との協働による観光ＰＲキャラバン。
・インフルエンサーを起用したモデルコースの作成及び
　ＳＮＳ等による情報発信。
・ＰＲキャラクターを活用した誘客推進。
・「常若婚」や改元を契機とした旅行商品の展開。

【過去２ヵ年度の実績】
　平成３０年度　７１，００５，４１４円
　平成２９年度　７３，１６０，５６８円

【事業を取りまく状況等】
・新型コロナウイルス感染症の影響を注視し、事業の実施
　時期や内容を検討する必要がある。
・今後の方向性として、広報媒体のアナログからデジタ
　ルへの移行を推進することが必要である。
・発信媒体等における費用対効果を検証し、有効な事業に
　ついて重点的に推進を図る必要がある。

観光情報発信事業 ６５，９８０

 ３． 伊勢の観光資源を活用した旅行商品の開発等、伊勢への
誘客を積極的に推進した。ターゲティング戦

略推進事業
２，９２７

 ２． 伊勢熊野観光連絡協議会、（公社）三重県観光連盟、
（公社）日本観光振興協会等に参画し、事業展開を図っ
た。

広域連携事業 ３，２５６

 ４． （公社）伊勢志摩観光コンベンション機構に参画し、伊
勢志摩観光の誘客宣伝・地域づくり活動のために、伊勢志
摩への観光客誘致、情報発信に向けた観光事業等を展開し
た。

伊勢志摩広域観光
活性化事業

１７，１９０
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決算書
4        頁

151

5

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ５． 他地域や他団体との連携によるメリットを生かしつつ、
市単独としても外国人観光客誘致に取り組んだ。他地域・
団体との連携ではアジア、市単独事業では欧米というよう
に、ターゲットを分けて事業実施した。

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　５４，２９２，０００円
　　・広域連携協議会等協働事業
　　・ジャパンハウスＰＲ事業
　　・英国アーティスト招聘事業
　　・観光パンフレット作成事業
　　・外国人短期留学生招聘及び情報発信事業
　　・インターネットを活用した情報発信事業　等
　繰越予算額　３，４５７，６２０円
　　・新観光パンフレットの印刷

【令和元年度の実績】
・東海地区外国人観光客誘致促進協議会、三重県外国人
　観光客誘致促進協議会、ＪＮＴＯ等へ参画。
・米国からソーシャルメディア・クリエイターを招聘し、
　滞在中に撮影した動画をＳＮＳ等で発信。
・米国で開催された日本関連イベントのプログラムに広告
　を出稿し、情報発信。
・英国の公的な国際文化交流機関であるブリティッシュ・
　カウンシルとの協働で、英国を拠点とするアーティスト
　を招聘し、滞在記録をウェブサイト等で発信。
・世界的なファッションデザイナーを招聘し、講演会等を
　開催。
・外国語版（英語・フランス語・中国語簡体字・中国語
　繁体字・韓国語・タイ語）及び日本語の新たなパンフ
　レットを印刷。
・外国人短期留学生招聘及び情報発信事業として、伊勢の
　学習と情報発信を促進。

【過去２ヵ年度の実績】
　平成３０年度　４８，１２５，５２９円
　平成２９年度　２５，７９６，８４０円

【事業を取りまく状況等】
・人口減少社会へ突入している日本の現状に鑑みて、国を
　挙げて外国人観光客誘致推進に取り組んでいるが、新型
　コロナウイルス感染症の影響を注視し、事業の実施時期
　や内容を検討する必要がある。
・２０２１年に延期となった東京オリンピック・パラリン
　ピック、２０２５年の大阪・関西万博といった国際的な
　大型イベントの開催が予定されている。
・受入環境整備と誘客促進を共に進める必要がある。

外国人観光客誘致
推進事業

２９，６０１
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（款）８．観光費　（項）１．観光費　（目）３．伝統文化継承費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

2,989

    （単位  千円）

決算書
       頁

153

1

37,100 決 算 額 の 財 源 内 訳

34,860 一般財源

31,871

観 光 振 興 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 「お木曳行事」、「お白石持行事」の保存継承及び神宮
を核とした伊勢の情報発信を行うため、第６３回神宮式年
遷宮に向けた事業計画に基づき、次世代継承、誘客ＰＲ等
の事業を実施した。

民俗伝統行事継承
事業

３４，８６０
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（款）９．土木費　（項）１．土木管理費　（目）１．土木総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

23,211 3,143

    （単位  千円）

決算書
       頁

153

1

296,392 決 算 額 の 財 源 内 訳

275,532 一般財源

249,178

用 地 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 国土調査法に基づく地籍調査について、調査区域を定
め、調査区域内の地籍（地番・所有者・地積・地目・境
界）の整備に努めた。
（概要）
　　①令和元年度現年分
　　　地籍調査業務　　　　　　　一式　　　　６件
　　 ○調査区域（業務内容）
　　　・村松町（素図作成）
　　　　調査面積　０．１３ｋ㎡
　    ・宮川１丁目、中島１丁目、常磐１丁目、
        浦口１丁目（調査）
　　　　調査面積　０．０８ｋ㎡
　　　・宮川１丁目、中島１丁目、常磐１丁目、
        浦口１丁目（測量）
　　　　調査面積　０．０８ｋ㎡
　　　・宮川１丁目、宮川２丁目、中島１丁目、
        常磐１丁目、御薗町高向（閲覧）
　　　　調査面積　０．１５ｋ㎡
　　　・河崎３丁目、神久３丁目（素図作成）
　　　　調査面積　０．１３ｋ㎡
　　　・二見町荘、二見町西（素図作成）
　　　　調査面積　０．１６ｋ㎡
　　　システム保守業務ほか　　　一式　　　　２件

　　②平成３０年度から繰越
　　　地籍調査業務　　　　　　　一式　　　　３件
　　 ○調査区域（業務内容）
　　　・村松町（調査）
　　　　調査面積　０．１２ｋ㎡
　　　・村松町（測量）
　　　　調査面積　０．１２ｋ㎡
　　　・河崎２丁目（素図作成）
　　　　調査面積　０．１３ｋ㎡

地籍調査推進事業 ３５，３８６
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（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）１．道路橋梁総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,463

    （単位  千円）

決算書
       頁

155

1

（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）２．道路維持費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

3,805 21,600

    （単位  千円）

決算書
       頁

155

1

189,514 決 算 額 の 財 源 内 訳

188,155 一般財源

205,910 決 算 額 の 財 源 内 訳

178,433 一般財源

186,692

維 持 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 適切な道路管理を行うため、道路の拡幅及び道路用地の
寄附採納を行った。また、道路事業等に伴う市道の認定、
改良等に基づき、道路台帳の修正業務を行った。
（概要）
　・道路台帳修正
　　供用開始（新規認定）　　　　　　４．１ｋｍ
　　供用開始（区域変更）　　　　　　０．３ｋｍ
  　未供用　（新規認定）　　　　　　０．０ｋｍ
　　未供用　（区域変更）　　　　　　４．３ｋｍ
　　改良　　　　　　　　　　　　　　６．１ｋｍ

狭あい道路の解消を図るため、建築行為等に際して、道
路後退用地の寄附採納を行い、安心安全で快適なまちづく
りを進めた。
（概要)
  Ｒ元　公共用地の取得（寄附）８件
　 ○後退用地等に係る報償金
 　　申請者数　　　　  　１０名
 　　筆数　　　　　　　 　 ８筆
 　　面積　　　　１２３．６３㎡
 　　金額　１，４７６，６８１円
　 ○後退用地等に係る助成金
 　　申請者数　　　　　　１２名
 　　筆数　　　　　　　　１１筆
 　　面積　　　　 １４０.８１㎡
 　　金額　１，２００，０００円

道路管理経費 ２０，３８０

153,028

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 国の名勝に指定されている二見浦にある老朽化した転落
防止柵に対して、自然環境に調和した整備をし、景観の向
上を図っている。
（概要）
　令和２年度へ一部繰越
 　転落防止柵改修　　　　　 １件　７，６１０千円

道路維持補修経費 １４３，４８９
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    （単位  千円）

決算書
       頁

155

1

（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）３．道路新設改良費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

481,400

    （単位  千円）

決算書
       頁

155

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

155

1

維 持 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

621,935 決 算 額 の 財 源 内 訳

555,278 一般財源

 １． 道路路面の舗装が荒廃し､通行に支障がある箇所の舗装
整備を行った。
 (概要)
　・道路舗装　　４件　　　Ａ＝　５，９２４㎡

道路舗装事業 ３４，９４４

維 持 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

73,878

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 市民生活に密着した道路の拡幅等改良を行うことにより
道路機能の改善、生活環境基盤の整備を進めている。
（概要）
　①令和元年度現年分
　 建物調査業務　　　　　　 一式　　　　　　２件
　 測量業務　　　　　　　　 一式　　　　　　２件
　 樹木伐採業務  　　 　　　一式　　　　　  １件
　 除草業務　　　　　　　　 一式　　　　　  １件
　 道路舗装　　　 　　Ａ＝７３７㎡　　　 　 １件
　 用地　　　　　 　  Ａ＝２，６３２．１０㎡
　 補償　　　　　　　　３名（延べ人数）
　②令和元年度・令和２年度継続費
　 軟弱地盤対策検討業務　　 一式　　　　　　１件
　 道路整備　　　 　　Ｌ＝４３０ｍ　　　 　 １件

道路改良事業 ２４２，２９３

 １． 市民生活に密接した道路側溝等の整備を行うことによ
り、道路機能の改善、生活環境基盤の整備を図った。
（概要）
　　測量設計業務　　 一式　　　　 　７件
 　 施工延長 　Ｌ＝３，６５５ｍ　 ２４件

道路側溝等改良事
業

３１２，９８５
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（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）４．橋梁維持費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

63,526 44,500

    （単位  千円）

決算書
       頁

155

1

（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）５．交通安全施設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

155

1

159,792 決 算 額 の 財 源 内 訳

118,188 一般財源

50,290 決 算 額 の 財 源 内 訳

48,521 一般財源

10,162

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 道路交通の安全性を確保する上で、これまでの破損して
から修繕するという事後的な対応から、計画的かつ予防的
な対応に転換し、コスト削減を図るため、橋梁長寿命化事
業を推進している。
（概要）
　①令和元年度現年分
 　　橋梁塗膜調査業務   　一式　　　　　　 １件
　　 修繕詳細設計業務 　  一式　　　　　　 １件
　　 点検業務　　　　　　 一式　　　　　 　１件
　　 橋梁補修　　　　 　  一式　　　　　　 ６件
　②令和２年度へ一部繰越
　　 橋梁補修　　　　 　  一式　　　　　　 １件
　③令和２年度へ繰越
　　 橋梁補修　　　　 　  一式　　　　　　 １件
　◇社会資本整備総合交付金事業

橋梁長寿命化事業 １１６，９８９

48,521

維 持 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 交通安全施設を新たに設置し､交通事故防止､交通安全環
境の確保を図った。
(概要)
　　道路反射鏡設置及び道路照明灯設置等　　一式

交通安全施設整備
事業

１５，８９５
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（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）６．道路整備事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

110,781 206,400 29,246

    （単位  千円）

決算書
       頁

157

1
1

157

2

725,758 決 算 額 の 財 源 内 訳

541,318 一般財源

194,891

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 本地域は、観光交通による渋滞が深刻であり、早急な対
応が必要である。このことから、地域住民や観光客の交通
円滑化を図るとともに、災害時における避難ルートを確保
するため、本路線の事業を推進している。
（概要）
　①平成３０年度から一部繰越
     道路改良　　 　 　Ｌ＝１０８ｍ　 　 １件
　②令和２年度へ一部繰越
　   道路改良　　 　 　Ｌ＝１１４ｍ　 　 １件
　◇社会資本整備総合交付金事業

【当初予算における内容・計画】
　当初予算額　　３９，９６０，０００円
　　・道路改良　　 　        一式
　繰越予算額　　３２，０２４，０００円
　　・道路改良　　 　        一式

【過去２ヵ年度の実績】
　平成３０年度　１６，５７６，６００円
  　  道路改良　　 　 　Ｌ＝１０８ｍ　 　 １件
　 　 補償　　　　　　　　１名
　　　（次年度への繰越を含む）
　平成２９年度　１２，９２５，４７４円
　　　支障物移転設計業務　　一式　　　　 １件
　　　用地　　　　　 　 Ａ＝３２１．８６㎡

【事業を取りまく状況等】
・財源の確保が厳しい状況にある。
・地域住民や関係機関と調整を図りながら事業を進めてい
　く。

中村楠部１７－１
号線整備事業

４６，３９９

 ２． 本地域は、道路網が未整備な上、伊勢赤十字病院や商業
施設への交通によって、慢性的な渋滞が発生し、一般車両
のみならず救急車両のアクセスも悪い状況である。このこ
とから、来訪者や救急車両の交通の円滑化を図り、快適か
つ安全安心なまちづくりを行うため、本路線の事業を推進
している。
（概要）
　　 建物調査業務　　　　　 一式　　　　 １件
　　 交差点修正設計業務　　 一式　　　　 １件
　　 補償　　　　　　　　１名

一之木５丁目１６
号線整備事業

４，２８９
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事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 本路線は、県道伊勢南島線との接続部が急勾配となって
おり、歩道も幅員が狭く、歩行者にとって非常に危険な状
態である。このことから、道路勾配の緩和を図り、歩道を
整備することで歩行者の通行及び防災拠点である倉田山公
園へのアクセス機能の向上を図った。
（概要）
　   道路改良　　 　 　Ｌ＝１７２ｍ　 　 １件
　　 道路舗装　　　 　 Ａ＝１，５８５㎡  １件
　 　補償　　　　　　　１名

楠部２７号線整備
事業

６０，２５７

 ４． 本路線は、新伊勢総合病院へのアクセス道路となってい
るが、一部歩道が整備されていない箇所があり歩行者に
とって非常に危険な状態である。このことから、歩道を整
備し歩行者の通行及び医療施設への安全な道路空間を確保
するため、事業を推進している。
（概要）
　①令和元年度現年分
　　 用地　　　　　 　 Ａ＝６８８．３５㎡
　②令和２年度へ一部繰越
　 　道路改良　　 　 　Ｌ＝４２３ｍ　 　 １件
　　 道路舗装　　　 　 Ａ＝４，１９８㎡  １件
　◇社会資本整備総合交付金事業

楠部２２号線整備
事業

６２，７８３
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事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ５． 現在の宮川橋は、老朽化が著しい状況であるが、橋梁の
設置位置の問題から現位置での架替えが困難であるため、
代替機能を持つ本路線の整備が必要である。宮川に新たに
橋梁を架設し、交通の円滑化及び道路環境改善を図るため
整備を進めている。（令和元年度から、(目)街路事業費か
ら移行）
（概要）
  ①平成３０年度から一部繰越の街路事業費及び平成３０
　　年度債務負担行為
     橋梁予備設計及び河川影響検討業務 一式 １件
　②平成３０年度から繰越の街路事業費及び令和元年度と
    合併施行
　　 建物調査業務　          一式　　      ２件
　③令和元年度現年分
　　 土地評価再積算業務　    一式　        １件
　　 鉄道近接部計測管理計画策定業務　一式　１件
　　 測量業務　　　　　　　  一式　  　　　１件
　　 予備設計業務　　　　    一式　　  　　１件
　　 建物調査業務　　　　　  一式　　　　  １件
　　 除草業務　　　　　　　　一式　　　　　４件
　　 用地　　　　      Ａ＝８，９６６．５２㎡
　　 補償　　　　 　　　 　１８名（延べ人数）
　④令和２年度へ一部繰り越し
　　 補償　　　　　          ３名（延べ人数）
  ◇社会資本整備総合交付金事業
　
【当初予算における内容・計画】
　当初予算額　３４８，２３２，０００円
　　・建物調査業務　　　　  　一式
　　・橋梁予備設計修正業務　  一式
　　・模型実験水理解析業務　  一式
　　・土地評価再積算　　　　  一式
　　・不動産鑑定評価業務　　  一式
　　・除草業務　　　　　　　　一式
　　・用地　　　　　　　　　　一式
　　・補償　　　　　　　　　　一式
　
【過去２ヵ年度の実績】
　※平成３０年度以前は（目）街路事業費

【事業を取りまく状況等】
・道路、橋梁の詳細設計にあたっては、河川管理者と協議
　するとともに、近接するＪＲとも協議を行い進めてい
　く。
・橋梁区間の設計・調査・工事については、専門的な知識
　を要するため県へ委託する。
・大規模な事業である本路線には多大な事業費が必要であ
　るが、国からの予算配分が厳しい状況であることから、
　財源確保が重要な課題である。
・橋梁区間については、今後補助事業(道路メンテナンス
　事業)として進めていく。

高向小俣線ほか1線
整備事業

２７２，４１５

 ６． 現在、本地域と県道鳥羽松阪線を結ぶ道路は、伊勢玉城
線をはじめ、いずれの路線も幅員が狭小であるため、新た
にバイパス機能を持つ本路線を整備することにより、通行
の安全性、利便性を向上させるため、事業を推進してい
る。
（概要）
　平成３０年度から繰越
　　 用地　　　　　 　 Ａ＝１４３．４６㎡
　 　補償　　　　　　　１名

（仮称）粟野５－
２号線整備事業

３，８８６
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事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ７． 小中学校の通学路における通学路交通安全プログラムで
の要対策箇所をはじめ、通学路の対策を重点的に実施する
ことで危険箇所の解消を図り、安全安心な歩行空間を確保
するため、事業を推進している。
（概要）
　①令和元年度現年分
　　 道路改良　　 　 　Ｌ＝２４５ｍ　 　   ２件
  ②平成３０年度から一部繰越
　　 道路改良　　 　 　Ｌ＝５４ｍ　　 　   １件
　③平成３０年度から一部繰越
　　及び令和元年度と合併施行
　　 道路改良(橋台整備) Ｎ＝１か所 　　　  １件
　④令和２年度へ一部繰越
　　 道路改良(橋台整備) Ｎ＝１か所 　　　  １件
　◇社会資本整備総合交付金事業

【当初予算における内容・計画】
　当初予算額　　７４，５２０，０００円
　　・道路改良　　 　        一式
　繰越予算額　　２０，０３０，０００円
　　・道路改良　　 　        一式

【過去２ヵ年度の実績】
　平成３０年度　８３，６１８，２５５円
　　 建物調査業務　　　 一式　　　　       １件
　　 用地　　　　　 　 Ａ＝１，４３６．７９㎡
　　 補償　　　　　　　　２名（延べ人数）
     道路改良　　 　 　Ｌ＝６９７ｍ　 　   ２件
　　 道路舗装　　  　　Ａ＝５，３２４㎡の内
　　　　　　　　　　　 　　１，５７４㎡ 　 １件
　　 道路改良(橋台整備) Ｎ＝１か所 　　　  １件
　　　（次年度への繰越を含む）
　平成２９年度　３７，０３３，２００円
　　 測量業務　　　　　　    一式　　　　  １件
　　 詳細設計業務　　　　    一式　　　　  ２件
　　 道路改良　　 　 　 Ｌ＝１４６ｍ　　   ２件

【事業を取りまく状況等】
・学校関係者、警察、道路管理者などで伊勢市通学路交通
　安全推進協議会を設置し、通学路の安全対策に取り組ん
　でいる。
・財源の確保が厳しい状況にある。

通学路整備事業 ７９，５６６
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（款）９．土木費　（項）３．河川費　（目）３．河川改良費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

12,600

    （単位  千円）

決算書
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1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

38,467 決 算 額 の 財 源 内 訳

12,646 一般財源

 ８． 伊勢市駅周辺の道路や駐輪場の整備を行い、住環境の向上
と中心市街地の賑わいを創出し、活性化を図るため整備を
進めている。
（概要）
　令和元年度現年分
　　 道路詳細設計業務　    　一式          １件
　　 測量業務　　　　　　　　一式  　      １件
　　 視覚障がい者誘導ブロック整備  ６７㎡  １件
　◇社会資本整備総合交付金事業

【当初予算における内容・計画】
　当初予算額　１０，１２０，０００円
　　・道路詳細設計業務　　 　一式
　　・歩道詳細設計業務　     一式
　　・視覚障がい者誘導ブロック整備   Ｌ＝１４０ｍ

【過去２ヵ年度の実績】
　　令和元年度からの新規事業
　
【事業を取りまく状況等】
・再開発事業とのスケジュール調整や地元商店街との協議
  が必要である。
・これまでは社会資本整備総合交付金事業で進めていた
  が、今後は個別支援制度 (都市構造再編集中支援事業)
  として取り組んでいく。

中心市街地活性化
整備事業

１１，７２３

46

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 流下断面の不足や護岸、河床の浸食等により人家等への
災害発生が危惧される河川において、護岸改良を行い、浸
水被害や災害の防止対策を進めている。
（概要）
　①令和元年度現年分
　　 河川改良　　　　　   Ｌ＝１９ｍ  　  １件
　　 補償　　　　　　　   １名
　②令和２年度へ一部繰越
　　 河川改良　　　　　   Ｌ＝１１１ｍ　　１件

河川改良事業 １２，６４６
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（款）９．土木費　（項）３．河川費　（目）４．排水路維持費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

189,900 2,458

    （単位  千円）

決算書
       頁

159

409,551 決 算 額 の 財 源 内 訳

331,005 一般財源

138,647

維 持 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 　平成25・26年度に都市ポンプ場の機能診断を行い、診断
結果に基づき平成27年度に都市ポンプ場の長期補修計画を
作成した。この計画に基づき効率的かつ効果的なポンプ場
の運用及び予防保全の観点からの都市ポンプ場の整備、機
能更新を行った。また、新たに築年数が15年以上経過した
ポンプ場２機場の機能診断を行った。
（概要）
　　令和元年度
　　　ポンプ場機能診断業務　　一式　　２件
　　　（ポンプ場２機場）
　　　ポンプ施設図面作成業務　一式　　２件
　　　（ポンプ施設３施設）
　　　施設整備更新工事
　　　　①令和元年度現年分
　　　　　　ポンプ施設　　　　　　４施設
　　　　②令和２年度へ繰越
　　　　　　ポンプ場　　　　　　　１機場
　　　　③平成30年度・令和元年度継続費
　　　　　　ポンプ場　　　　　　　１機場

【当初予算における内容、計画】
 　当初予算額　 243,799,000円
　（令和元年分　203,988,000円）
　（平成30年度・令和元年度継続分
　　　　　　　　 39,811,000円）
　　　ポンプ場機能診断業務　　　一式
　　　（ポンプ場２機場）
　　　ポンプ施設図面作成業務　　一式
　　　（ポンプ施設４施設）
　　　施設整備更新工事
　　　　　　　ポンプ場　　　　　　１機場
　　　　　　　ポンプ施設　　　　　４施設
 　繰越予算額　133,103,000円
　　　施設整備更新工事
　　　　　　　ポンプ場　　　　　　１機場
　
【過去２ヵ年度の実績】
　平成30年度
　　　施設整備更新詳細設計業務　一式
　　　　（ポンプ場１機場、ポンプ施設６施設）
　　　施設整備更新工事
　　　　     ポンプ場            ３機場
　　　　     ポンプ施設          ２施設
　　　　　　 (前年度からの繰越及び次年度への
　　　　　　　継続を含む)

排水機場維持管理
経費（ポンプ場機
能更新）

２０１，４２８
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事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

　平成29年度
　　　施設整備更新詳細設計業務　　一式
　　　（ポンプ場５機場、ポンプ施設６施設）
　　　施設整備更新工事
　　　　　 　ポンプ場　　　　　　２機場
　　　　　 　ポンプ施設　　　　　２施設
　　　　　　（次年度への繰越を含む）

　【事業を取りまく状況等】
　・設備の老朽化に伴う更新費用の増大への懸念に対し、
    長期補修計画を作成し、施設を延命化することにより
    ライフサイクルコストの削減を図った。
　・計画的な維持管理を行うために、事後保全方式から予
　　防保全方式に切り替えることにより、地域の治水に対
　　する安全性、信頼性を確保した。
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（款）９．土木費　（項）３．河川費　（目）５．排水路整備費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

161,700 4,485

    （単位  千円）

決算書
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事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 　豪雨時の急激な増水等による浸水を防止するため、排水
路の整備を進めている。また、自然排水が困難な地域にお
いては、ポンプの新設・増設等を行うことで、浸水被害の
防止対策を進めている。
（概要）
　①令和元年度現年分
　　 測量設計業務　　　　　  一式　　　　  １件
　　 積算業務　　　　　　　  一式　　　　  １件
　　 詳細設計業務　　　　　  一式　　　　  １件
　　 排水路改良　　 　    Ｌ＝１８２ｍ 　  ２件
　　 ポンプ場建築工事　   Ａ＝２８．０６㎡(延べ面積)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １件
　　 側溝改修　　　　　　 Ｌ＝３７ｍ 　    ２件
　　 補償　　　　　　　　 １名
　②平成３０年度から一部繰越
　　 排水路改良　　    　 Ｌ＝４４ｍ 　　  １件
　　 ポンプ場土木工事        一式　　  　  １件
　③平成３０年度から繰越
　　 用地測量業務　　　　    一式　　　 　 １件
　　 排水路改良　　    　 Ｌ＝７０ｍ 　　  １件
　　 用地　　　　　　　　 Ａ＝２３．２７㎡
　　 補償　　　　　　　　 １名
　④令和２年度へ繰越
　　 排水路改良　　    　 Ｌ＝７７ｍ 　　  １件
　⑤令和元年度・２年度継続費
　　 監督支援業務　　　　　  一式 　　　 　１件
　　 ポンプ場電気設備工事　  一式　　　　  １件
　　 ポンプ場機械設備工事　  一式　　　　  １件
　
【当初予算における内容・計画】
　当初予算額　　１９０，１００，０００円
　　・積算業務　　　　　　 　一式
　　・詳細設計業務　　　　 　一式
　　・監督支援業務　　　　　 一式
　　・排水路改良　　　　　 　一式
　　・ポンプ場建築工事　　　 一式
　　・ポンプ場電気設備工事   一式
　　・ポンプ場機械設備工事   一式
　　・補償　　　　       　　一式
　繰越予算額　　　９５，３９１，１６０円
　　・用地測量設計業務　　 　一式
　　・排水路改良　　　　　 　一式
　　・ポンプ場土木工事  　　 一式
　　・補償　　　　       　　一式

排水施設整備事業 １７１，７２３

263,000 決 算 額 の 財 源 内 訳

171,723 一般財源

5,538

基 盤 整 備 課
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決算書
       頁

1

（款）９．土木費　（項）４．港湾海岸費　（目）１．港湾海岸費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

4,512 500 65

    （単位  千円）

決算書
       頁

159

1

12,453 決 算 額 の 財 源 内 訳

11,535 一般財源

6,458

監 理 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

【過去２ヵ年度の実績】
　平成３０年度　２３７，２２８，３１３円
　　 測量業務　　 　　 　　  一式　　　　　１件
　　 測量設計業務　　　      一式　　　　  １件
　　 基本設計業務　　　      一式　　　　  ２件
　　 排水路改良　　 　     Ｌ＝７７６ｍ    ８件
　　 試掘工　　　　 　     ２か所　　　 　 １件
　　 排水管継手工　　　　　１か所　　　　　１件
　 　ポンプ場土木工事    　  一式　　　  　１件
　　 スクリーン設置工　　　  一式　  　　　１件
　　 用地　　　　　　　    Ａ＝２８５．９１㎡
　　　（前年度からの繰越及び次年度への繰越を含む）

　平成２９年度　１６０，５７６，１２０円
　　 測量設計業務　　　    　一式　　　 　 ２件
　　 地質調査業務　　　    　一式　　　 　 ２件
　　 詳細設計業務　　　    　一式　　　 　 ３件
　　 測量業務　　　　　    　一式　　　 　 １件
　　 除草業務　　　　　    　一式　　　 　 １件
　　 排水路改良　　 　     Ｌ＝３１７ｍ    ５件
　　 桝設置工　　　　　    １か所　　　　  １件
　　 試掘工　　　　 　     ２か所　　　 　 １件
　　 補償　　　　　　　    ５名（延べ人数）
　　 排水路改良　　　      Ｌ＝１４９ｍ    ３件
　　　（次年度への繰越を含む）

【事業を取りまく状況等】
・大雨の頻度が増えており、市内各所において浸水被害が
起こっていることから、豪雨時の急激な増水等による浸水
を防止するため、排水路の整備やポンプの新設・増設を
行っている。

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 三重県が施行した港湾改修事業に対し、負担を行った。
（宇治山田港【大湊】）　（宇治山田港【今一色】）県営事業地元負担

金
６６５
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（款）９．土木費　（項）５．都市計画費　（目）２．まちづくり推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

361,409

    （単位  千円）

決算書
       頁

161

1

635,916 決 算 額 の 財 源 内 訳

586,493 一般財源

225,084

都 市 計 画 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 急速な人口減少と少子高齢化などの影響により、市街地
の低密度化が進み、中心市街地の都市機能が低下してい
る。そのため、多くの人にとって安全で快適に暮らせるま
ちづくりを実現することで、中心市街地の再生と活性化を
図る。

令和元年度は、伊勢市駅前地区の市街地再開発事業等を
推進するため、Ｂ地区（ジョイシティ跡地）が実施する建
築工事に対し、市街地再開発事業による支援を行い、ま
た、Ｃ地区については、事業の効率性と社会的な効果を検
証するため、費用便益分析を行った。
（概要）
　令和元年度
 （住環境整備交付金） ５５７，７００，０００円
　　費用便益分析業務　　　　　　一式　　　１件
　　補助金　　　　　　　　　　　一式　　　１件
　◇社会資本整備総合交付金事業

【当初予算における内容、計画】
 （住環境整備交付金）
　当初予算額　　　　　５９９，４００，０００円
　　費用便益分析業務　　　　　　一式　　　１件
　　補助金　　　　　　　　　　　一式　　　２件

【過去２ヵ年度の実績】
　平成３０年度
 （住環境整備交付金） １２８，５８８，０００円
　　推進計画策定業務　　　　　　一式　　　１件
　　補助金　　　　　　　　　　　一式　　　１件
　平成２９年度
 （住環境整備交付金） 　４８，４７４，２００円
　　費用便益分析業務　　　　　　一式　　　１件
　　コーディネート業務　　　　　一式　　　１件
　　補助金　　　　　　　　　　　一式　　　１件

【事業を取りまく状況等】
・住環境整備交付金により支援し、平成２８年度に完成し
た民間都市開発の効果により、伊勢市駅前地区周辺地域の
にぎわいが取り戻されつつあり、活性化に向けた動きも活
発化している。更なる中心市街地の再生と活性化を図るた
め、隣接する新たな民間都市開発に対しても、補助金等に
よる支援を行い、事業を促進させる必要がある。

中心市街地再生事
業

５５７，７００
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決算書
1        頁

161

2
2

161

3
3

161

4

 ２． 都市機能再生事業にて施行された施設に対し、「伊勢市
中心市街地都市機能再生促進条例」に基づき都市機能再生
奨励金の交付を行うことで、事業効果を一層促進させ、伊
勢市駅前周辺の活性化を図る。

令和元年度は、都市機能再生奨励金として、５件の交付
を行った。
（概要）
　令和元年度　　　　　　　１８，０６１，５００円
　　都市機能再生奨励金　　　　　　一式　　　５件

中心市街地都市機
能再生促進事業

１８，０６２

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 鉄道による交通流の南北分断を解消するため、伊勢市踏
切道対策基本方針に基づき、踏切道への交通量軽減などの
対策を実施することで交通の円滑化を図る。

令和元年度は、基本方針に位置付けられている誘導対策
のうち、迂回路へ誘導する誘導看板の設置工事を行った。
（概要）
　令和元年度　　　　　　　　３，５４９，７００円
　　伊勢市踏切道対策誘導看板設置工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　一式　　　１件
【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　　　　　　　２０，１００，０００円
  　伊勢市踏切道対策誘導看板設置工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　一式　　　１件
【過去２ヵ年度の実績】
　平成３０年度　　　　　　　７，７７８，１６０円
　　踏切道対策検討業務　　　　　　一式　　　１件
　平成２９年度　　　　　　　７，７２２，０００円
　　踏切道対策検討業務　　　　　　一式　　　１件

【事業を取りまく状況等】
・常設の誘導喚起による誘導対策だけでなく、リアルタイ
ム情報の提供など、国等の関係機関と連携を図りながら対
策を実施していく必要がある。

踏切道対策事業 ３，５５０

 ４． バリアフリー化の方向性を示し、段階的に地域のバリア
フリー化を推進することにより、高齢者や障がい者等が容
易に移動でき、誰もが安全・安心に過ごせるまちづくりを
実現するため、令和２年度末までに伊勢市バリアフリーマ
スタープランを策定する。

令和元年度においては、業務委託及び伊勢市バリアフ
リー策定協議会により現状や課題の把握を行い、基本とな
る方針を整理した。

（概要）
　令和元年度　　　　　　　　　７，１２０，３００円
　　移動等円滑化促進方針策定業務　　一式　　　１件

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額 　　　　 　　　　９，５００，０００円
　　移動等円滑化促進方針策定業務　　一式　　　１件

【過去２ヵ年度の実績】
　令和元年度からの新規事業

【事業を取りまく状況等】
・バリアフリー化の方向性を示し、段階的に地域のバリア
フリー化を推進することにより、高齢者や障がい者等が容
易に移動でき、誰もが安全・安心に過ごせるまちづくりが
求められている。

バリアフリー化推
進事業

７，１２０
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決算書
4        頁

161

5

（款）９．土木費　（項）５．都市計画費　（目）５．街路事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

44,549 59,600 40,432

    （単位  千円）

決算書
       頁

163

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

163

1
1

163

2

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ５． 伊勢市鉄道駅バリアフリー化事業等補助金交付金要綱に
基づく事業を行う鉄道事業者に対し補助金を交付し、五十
鈴川駅のバリアフリー化を推進した。

（概要）
　①令和元年度現年分
　　補助金　　一式　　１件　　　　　６１，０００円
  ②令和２年度へ繰越
　　補助金　　一式　　１件　４８，３７３，０００円

交通施設バリアフ
リー化事業

６１

214,831 決 算 額 の 財 源 内 訳

152,062 一般財源

7,481

監 理 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 三重県が施行した街路整備事業に対し、負担を行った。
（外宮度会橋線【伊勢南島線】） （外宮度会橋線【鳥羽
松阪線】）

県営事業地元負担
金

４，６７０

 １． 本路線は、伊勢市の交通分散路線としての幹線道路であ
るとともに、地域防災計画において災害に強いまちづくり
対策にも位置付けられており、防災機能の強化、市内の交
通の円滑化並びに市街地の活性化を図るため、整備を進め
ている。
（概要）
   ①平成３０年度から一部繰越
　　  道路改良　　　　　Ｌ＝１０８ｍ　　　１件
   ②令和元年度現年分
　 　 修正設計業務　　　　　一式　 　　　 １件
　 　 道路舗装　　　　　Ａ＝２０８㎡　　　１件
　◇社会資本整備総合交付金事業

八日市場高向線ほ
か１線（２工区）
整備事業

１７，２６６

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 伊勢市駅と外宮をつなぐ外宮参道と交差する本路線は、
電線類が景観を阻害しており、また地震による電柱の倒壊
などの被害が懸念される。このため、電線類を地中化する
ことにより、都市景観の向上と災害に強いまちづくりを進
めた。
（概要）
   ①平成３０年度から繰越
  　　受委託　　　　　　　  一式　        ２件
　 ②令和元年度現年分
　　　道路舗装　　　Ａ＝１，７９８㎡ 　　 １件
 　◇社会資本整備総合交付金事業

本町大湊線改良事
業

７３，７１３
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決算書
2        頁

163

3

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 現在の宮川橋は、老朽化が著しい状況であるが、橋梁の
設置位置の問題から現位置での架替えが困難であるため、
代替機能を持つ本路線の整備が必要である。宮川に新たに
橋梁を架設し、交通の円滑化及び道路環境改善を図るため
整備を進めている。（令和元年度から、(目)道路整備事業
へ移行）
（概要）
　①平成３０年度から一部繰越
　　 道路詳細設計業務　       一式   　     １件
  ②平成３０年度から一部繰越及び平成３０年度債務負担
　　行為
　　 橋梁予備設計及び河川影響検討業務 一式  １件
  ③平成３０年度から繰越
　　 土地評価業務　　　　　　 一式　    　  １件
　　 用地測量業務　　　　　　 一式   　     １件
　　 建物調査業務　           一式　　      ２件
　④平成３０年度から繰越及び令和元年度の道路整備事業
　　と合併施行
　　 建物調査業務　           一式　　      ２件
　◇社会資本整備総合交付金事業

【当初予算における内容・計画】
　繰越予算額　５６，４１３,２８０円
　　・用地測量業務　　　　　　一式
　　・道路詳細設計業務　　　　一式
　　・橋梁予備設計及び河川影響検討業務　　　一式
　　・建物調査業務　　　　  　一式
　　・土地評価業務　　　　　  一式
　
【過去２ヵ年度の実績】
　平成３０年度　８７，４８１，７２１円
　　・道路詳細設計業務　　　　一式　        ２件
　　・地質調査業務　          一式　        ２件
　　・用地測量業務　　　　　　一式　        ２件
　　・ＪＲ影響検討業務　　　　一式　　　　　１件
　　・土地評価業務　　        一式　　　　　２件
　　・不動産鑑定評価業務　　　一式　　　　　２件
　　・橋梁予備設計及び河川影響検討業務
　　　　　　　　　　　　　　  一式　　  　　１件
　　（前年度からの繰越及び次年度への繰越を含む）
　
　平成２９年度　７，１９１，６００円
　　・交通量調査業務　　　    一式　　      １件
　　・道路詳細設計業務      　一式　        １件
　　・地質調査業務      　　　一式　        １件
　　・用地測量業務    　　　　一式　        １件
　　　（次年度への繰越を含む）

　【事業を取りまく状況等】
・道路、橋梁の詳細設計にあたっては、河川管理者と協議
　するとともに、近接するＪＲとも協議を行い進めてい
　く。
・橋梁区間の設計・調査・工事については、専門的な知識
　を要するため県へ委託する。
・大規模な事業である本路線には多大な事業費が必要であ
　るが、国からの予算配分が厳しい状況であることから、
　財源確保が重要な課題である。
・橋梁区間については、今後補助事業(道路メンテナンス
　事業)として進めていく。

高向小俣線ほか1線
整備事業

５６，４１３
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（款）９．土木費　（項）５．都市計画費　（目）６．公園費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

10,000 89,200 2,298

    （単位  千円）

決算書
       頁

163

1
1

163

2
2

163

3

115,067 決 算 額 の 財 源 内 訳

108,242 一般財源

6,744

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 国土交通省の宮川右岸堤防改修工事とあわせて宮川堤公
園の一部（東詰広場）のリニューアルなどを行い、桜の名
所としてふさわしい、憩いやコミュニティ活動の場として
活用できる公園の整備を行った。
（概要）
　 平成３０年度・令和元年度継続費
    　公園整備　　　Ａ＝２，０７５㎡　　　１件
  　　便所等改築　　　　　　一式　　 　 　１件

宮川堤公園整備事
業

８３，０５２

 ２． 憩いやスポーツ・レクリエーション・コミュニティ活動
の場としての宮川の高水敷を利用した公園整備を進めてい
る。
（概要）
　    公園整備　 　 Ａ＝６１５．９㎡　  　１件

【当初予算における内容・計画】
　当初予算額　    ５，０００，０００円
　　・公園整備  　　Ａ＝４２０㎡
　
【過去２ヵ年度の実績】
　平成３０年度　１８，２２０，６８０円
　　・公園整備      Ａ＝３，４７９㎡　    １件
　平成２９年度実績なし
　
【事業を取りまく状況等】
・河川敷の整備であり、未買収地も存在することから河川
  管理者である国と整備手法や、財源確保のための協議が
  必要である。
・高向小俣線整備事業に伴い廃止となるグラウンドの代替
  地として検討が必要である。

宮川河川敷公園整
備事業

３，８０２

 ３． 公園施設の安全・安心を確保しつつ、重点的・効率的な
維持管理や更新投資を行っていくため、公園施設長寿命化
計画に基づき、公園施設の長寿命化を図っている。本年度
は、８公園の遊具の更新を行った。
（概要）
　　  公園改修工　　　　　  一式  　　　　４件
　
　◇社会資本整備総合交付金事業

公園長寿命化事業 ２１，３８８
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（款）９．土木費　（項）６．住宅費　（目）１．住宅管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

9,886 13,200 145,797

    （単位  千円）

決算書
       頁

163

1
1

163

2
2

163

3

204,606 決 算 額 の 財 源 内 訳

193,869 一般財源

24,986

住 宅 政 策 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 入居者サービスの向上のための指定管理者による市営住
宅等の管理を開始し、単身高齢者の定期巡回や、休日・夜
間も含め迅速な対応を行った。また、効率的かつ経済的な
管理運営のため、住宅の調査等を定期に行った。
　
　指定管理者：ＦＥ住宅管理共同企業体
　期　　　間：平成２９年４月１日
　　　　　　　～令和４年３月３１日
　期間全体の
　指定管理料：４８４，８６４，１４４円

公営住宅維持管理
経費

１０８，５２４

 ２． 市営住宅の機能保持と入居者の安全を確保するため、下
記の工事を施行した。
（概要）
　　物置改築工事
　　　・西豊浜団地　　　　　　　　　　　一式　　２件
　　空家解体工事
　　　・やすらぎ団地　　　　　　　　　　一式　　１件
　　　・旭ケ台団地　　　　　　　　　　　一式　　１件
　　　・御門団地　　　　　　　　　　　　一式　　１件
　　電気温水器取替工事
　　　・リバーサイドせせらぎ　　　　　　一式　　１件

住宅等改修事業 ２４，１５５

 ３． 平成２８年度に策定した「社会資本総合整備計画（地域
住宅計画）」及び「伊勢市営住宅等長寿命化計画」に基づ
き、市営住宅の機能改善のため、下記の工事等を施行し
た。
（概要）
　　屋根改修等工事
　　　・粟野団地　　　　　　　　　　　　一式　　１件
　　　・黒瀬第３団地　　　　　　　　　　一式　　１件

住宅等整備事業 ２３，１７６
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（款）９．土木費　（項）６．住宅費　（目）２．住宅対策費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

27,386 5,208

    （単位  千円）

決算書
       頁

165

1

101,720 決 算 額 の 財 源 内 訳

81,793 一般財源

49,199

住 宅 政 策 課

事 業 名 決 算 額

 １． 阪神・淡路大震災で昭和５６年の建築基準法の新耐震基
準施行前に建築された木造住宅が多数倒壊したことを教訓
に、南海トラフ地震による木造住宅の倒壊からの被害を最
小限にするため、木造住宅の無料耐震診断を実施した。

その結果、「倒壊の危険性が高い」と診断された木造住
宅を対象として、耐震補強工事等に要した費用に対する一
部補助を行った。

また、地震等の災害から市民の生命、身体及び財産を保
護し、災害に強いまちづくりを推進するため、市内に存す
る危険なブロック塀等の撤去に要した費用に対する一部補
助を行った。
（概要）
　 ・木造住宅耐震診断等業務　　　　　一式　２００件
　 ・補助金
　 　　耐震補強設計　　　　　　　　　一式　　　６件
　 　　耐震補強工事　　　　  　　　　一式　　　６件
　 　　除却工事　　　　　    　　　　一式　１８２件
　 　　リフォーム工事　　　　　　　　一式　　　６件
　　　 ブロック塀等撤去費　　　　　　一式　  ４９件

住宅・建築物耐震
改修等促進事業

７４，２６５
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決算書
1        頁

165

2

 ２． 平成２８年度に策定した伊勢市空家等対策計画に基づ
き、空家等の対策を効果的かつ効率的に取り組んだ。
（概要）
　　・管理不全の空家等の改善等件数　３８４件
　　・特定空家等への対応
　　　　総件数　　　認定　１１件（うち解除３件）
　　　　Ｒ１実績　　認定　　１件（うち解除０件）
　　・伊勢市空家バンク制度の運営
　　　（登録）
　　　　総件数　　　所有者等　５２件　利用者１５７件
　　　　Ｒ１実績　　所有者等　３０件　利用者　９９件
　　　（成約）
　　　　総件数　　　売買　　　１１件　賃貸　　　６件
　　　　Ｒ１実績　　売買　　　　８件　賃貸　　　４件
　　・空き家無料相談会の開催（令和元年１０月５日）
　　　　来場者数　５２組　　相談件数　延べ　　６８件
　　・伊勢市空家等対策協議会の開催　３回
　　・空家に住んでみません家事業補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　（家賃補助）　４件
　　・空家関連補助制度等のチラシ等作成　　　　　一式
　　・県外での移住相談会への出展（大阪）
　　・空家等対策を推進するための連携及び協力に
　　　関する協定の締結
　　　　　　（協定先）空き家ネットワークみえの８団体
　
　【当初予算における内容・計画】
　当初予算額　　２０，８９９，０００円
　・空家の適正管理及び活用案内チラシ等作成　　　一式
　・伊勢市空家バンク物件調査等業務　　　　　　　一式
　・伊勢市空家等対策協議会等支援業務　　　　　　一式
　・空家所有者等調査業務　　　　　　　　　　　　一式
　・空家管理システム導入及び保守業務　　　　　　一式
　・移住促進のための空き家リノベーション支援事業費
　　補助金　３件
　・空家に住んでみません家事業補助金
　　（家賃補助）１０件　　（改修補助）３件

【過去２ヵ年度の実績】
　平成３０年度　７，３７６，１４０円
　　・空家の適正管理及び活用案内チラシ等作成　　一式
　　・伊勢市空家バンク物件調査等業務　　　　　　一式
　　・伊勢市空家等対策協議会等支援業務　　　　　一式
　　・空家所有者等調査業務　　　　　　　　　　　一式
　　・移住促進のための空き家リノベーション支援事業費
　　　補助金　２件
　　・空家に住んでみません家事業補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（家賃補助）１件
　平成２９年度　　　　１１，０１７，４９０円
　　・空家の適正管理及び活用案内チラシ等作成　　一式
　　・伊勢市空家バンク物件調査等業務　　　　　　一式
　　・移住促進のための空き家リノベーション支援事業費
　　　補助金　１件
　　・伊勢市空家等対策計画策定業務　　　　　　　一式
　
【事業を取りまく状況等】
・市内の空家は年々増加している状況にあり、地域住民の
生活環境に深刻な影響を及ぼしていることから、空家等に
関する対策を効果的かつ効率的に推進していく必要があ
る。

空家等対策事業 ７，５２８

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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（款）10．消防費　（項）１．消防費　（目）１．常備消防費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

12,460 27,200 333,509

    （単位  千円）

決算書
       頁

165

1
1

165

2
2

165

3

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 「いつでも・どこでも・誰でも」応急手当が可能となる
よう、自動体外式除細動器（ＡＥＤ)の取り扱いを含めた
講習を行い、市民への普及を図った。
 
　救命講習に係る消耗品　　　　　１，０２７千円
　救命講習用資器材一式　　　　　　　３３３千円ほか
　【実績】
　令和元年度救命講習開催回数  　　　　１９０回
　　　　　　　　　受講延人数 　　 ５，８５８人

応急手当普及啓発
事業

１，３８３

1,734,823 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,714,888 一般財源

1,341,719

消 防 総 務 課

 ２． 　救急・救助・警防活動に必要な資機材の充実を図った。
　
　消防用ホース　　　４０本　　　１，３６１千円
　　各署所配備
　防火外套　　　　　２５組　　　３，９９６千円
　　職員貸与補充
　防火帽　　　　　　２５組　　　１，０１３千円
　　職員貸与補充
　軽量空気ボンベ　　１３本　　　１，０１１千円ほか
　　各署所配備

各種資機材購入経
費

８，３９７

 ３． 円滑な災害活動を行うことを目的に、老朽化した水槽付
消防ポンプ自動車１台を更新した。

　水槽付消防ポンプ自動車　本署配備　１台
　　　　　　　　　　　　　　　５５，６２７千円ほか

消防自動車購入事
業

５５，８０９
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（款）10．消防費　（項）１．消防費　（目）２．非常備消防費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

13,400 7,297

    （単位  千円）

決算書
       頁

167

1
1

167

2

（款）10．消防費　（項）１．消防費　（目）３．消防施設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

10,200 284

    （単位  千円）

決算書
       頁

167

1
1

167

2
2

167

3

122,112 決 算 額 の 財 源 内 訳

114,910 一般財源

94,213

消 防 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 　消防団活動に必要な資機材の充実を図った。

　消防団用防火衣　 　７５組　　 ４，５３６千円
　　第６～７方面隊配備
　単口引上式スタンドパイプ
　　　　　　　　　 　４０基　　  　 ７００千円
 　第１～７方面隊配備
　消防団用ホース   　２４本　　　　 ７１３千円ほか
 　第１～４方面隊、第６～７方面隊配備

各種資機材購入経
費

６，０４８

70,891 決 算 額 の 財 源 内 訳

62,413 一般財源

51,929

消 防 総 務 課

 ２． 　老朽化した消防団車両４台を更新した。
 
　小型動力ポンプ付軽積載車　　４台
　　二見分団二見第４班（荘）配備
　　今一色分団配備
    四郷分団朝熊班２配備
    上野分団上野班配備
                              ２２，４４０千円ほか

小型動力ポンプ付
積載車購入事業

２３，３４５

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 市内の水道管布設工事に併せ消火栓の不足地域に消火栓
を設置し、消防水利の整備を図った。

 単口消火栓      　 　５基　　   ５，１３４千円

消火栓新設負担金 ５，１３４

 ３． 消防署庁舎の機能維持と長寿命化を目的とした改修を
行った。

　消防署西分署警備室改修工事　　１，２９８千円

消防署庁舎改修経
費

１，２９８

 ２． 消火活動を円滑にするため老朽化した消防水利の改修及
び消防水利の明示化を図った。
　
　消防水利蓋改修工事　　　　　 　３，８０３千円
　消防水利溶着塗装工事　　　　   ２，４５２千円
　防火井戸埋設工事　　　　　　   ６，１８５千円ほか

消防水利施設整備
経費

１２，５４０
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決算書
3        頁

167

4
4

167

5

 ４． 消防団車庫の長寿命化を目的とした改修を行った。ま
た、老朽化した旧消防団車庫解体工事を行った。

　消防団旧厚生・早修分団車庫解体工事
　　　　　　　　　　　　　　　　３，３４６千円
　消防団浜郷分団黒瀬班車庫外壁塗装工事
　　　　　　　　　　　　　　　　１，２７６千円
　消防団二見分団二見第３班溝口車庫外壁塗装工事
　　　　　　　　　　　　　　　　１，２５４千円

消防団車庫改修事
業

５，８７６

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ５． 老朽化した消防団車庫の建替えを行い、防災拠点として
の機能及び消防力の向上を図った。
　
　消防団御薗分団御薗第２班車庫新築工事
　　　　　　　　　　　　　　　１３，６７５千円ほか

消防団車庫建替事
業

１３，９９１
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（款）10．消防費　（項）１．消防費　（目）４．水防費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

3,624 8,100 78

    （単位  千円）

決算書
       頁

167

1

23,436 決 算 額 の 財 源 内 訳

16,739 一般財源

4,937

維 持 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 河川、港湾海岸等の洪水・津波又は高潮の際に被害を軽
減するため、関係機関と共に伊勢市水防訓練を行った。ま
た、台風等による豪雨時には、道路冠水、家屋への浸水を
防ぐため、市内を巡視し、道路冠水箇所の通行止め、自治
会へ土のう配布など水防活動を行った。

水位の把握のため、市の管理する河川に危機管理型水位
計を設置した。
（概要）
  ①令和元年度
　・危機管理型水位計の設置
  ・伊勢市防災マップの更新
　・災害時の出場手当
　・水防訓練の実施
　・洪水避難検討シートの作成ほか
　②平成30年度から繰越
　・危機管理型水位計の設置

【当初の予算における内容、計画】
  当初予算額　15,444,000円
　・危機管理型水位計の設置
　・伊勢市防災マップの更新
　・災害時の出場手当
　・水防訓練の実施
　・洪水避難検討シートの作成ほか
　繰越予算額　8,000,000円
　・危機管理型水位計の設置

【過去２ヵ年度の実績】
　平成30年度　32,065,230円
　・危機管理型水位計の設置
　・内水ハザードマップの作成
　・災害時の出場手当
　・水防訓練の実施
　・洪水避難検討シートの作成ほか
　平成29年度　　7,733,388円
　・伊勢市防災マップの更新
　・災害時の出場手当
　・水防訓練の実施
　・洪水避難検討シートの作成ほか

【事業を取りまく状況等】
　災害は何時でも発生するため、住民に啓発活動を行って
　いく必要がある。

水害予防経費 １６，７３９
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（款）10．消防費　（項）１．消防費　（目）５．災害対策費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

20,146 5,296 43,500 16,015

    （単位  千円）

決算書
       頁

169

1
1

169

2

280,429 決 算 額 の 財 源 内 訳

216,736 一般財源

131,779

危 機 管 理 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ①防災講習・防災訓練の実施
市内各地域で防災講習会等を開催し、市民に防災意識の

普及啓発を行う。
②自主防災隊リーダー研修会の開催

自主防災隊の中心的役割を担うリーダーを対象とした研
修会等を行うことにより、リーダーの育成を図る。
③地域防災マップ作成事業

地域住民が主体となったタウンウォッチングにより「わ
がまち」を認識し、防災マップを作成することにより災害
に強いまちづくりを目指す。
④高齢者等宅家具固定事業

高齢者等の世帯を対象に１世帯につき１回、３台まで金
具の取り付けを無料で行う。
⑤伊勢市防災コーディネーター事業

市民の中から登録のあった伊勢市防災コーディネーター
の活動を通じて、地域の防災活動のサポート等を行い防災
活動の普及・防災意識の高揚を図る。
⑥伊勢市防災大学の開催

様々な防災の学習ができる伊勢市防災大学を開校し、防
災知識の豊富な人材を育成するとともに、地域の防災力の
向上、災害に強いまちづくりを目指す。

地域防災力向上支
援事業

１０，１９７

 ２． 伊勢市地域防災計画に定める備蓄計画に基づき飲料水や
非常用食料等を購入・更新し、物資及び資機材の整備を
行った。
・需用費（備蓄食料など）　　　　　　３，６９９千円
・備品購入費　　　　　　　　　　　　５，０２４千円
　（ＬＥＤ投光器、発電機、大型扇風機など）

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　 16,996,000円
　・需用費　　  9,473,000円
  ・委託料　　  1,174,000円
  ・備品購入費  6,349,000円

【過去２ヵ年度の実績】
　平成30年度　決算額　 8,622,851円
　平成29年度　決算額　16,122,741円

【事業を取りまく状況等】
備蓄計画に基づき、備蓄物資や資機材整備を進めている

が、資機材を分散備蓄するための備蓄倉庫の整備が必要で
ある。

保有備蓄だけでなく、協定等の締結により流通備蓄を活
用するなど検討が必要となる。

備蓄物資整備事業 ８，７２３
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    （単位  千円）

決算書
       頁

169

1

防災施設整備課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 〇災害時に利用する避難生活施設等の環境整備として、災
害用トイレ等の整備を行った。

令和元年度
　避難生活施設等の環境整備〔貯留型エリア〕
　・災害用マンホールトイレ等の整備
　　　城田小学校、四郷小学校
　・多目的トイレの整備
　　　四郷小学校、修道小学校、倉田山中学校
　・災害用マンホールトイレ保管庫の整備
　　　四郷小学校、倉田山中学校

　避難生活施設等の環境整備〔下水道流下型エリア〕
　・災害用マンホールトイレ等の整備
　　　現況測量、詳細設計業務（８施設）

　その他避難所の整備等
　　　避難所看板設置
　　　地震自動解錠付防災ボックス設置
　　　既存津波避難避難施設除却

【当初予算における計画、内容】
　当初予算額　　１４１，９２０，０００円
（避難生活施設等の環境整備〔貯留型エリア〕）
　・災害用マンホールトイレ等の整備
　・多目的トイレの整備
  ・災害用マンホールトイレ保管庫の整備

（避難生活施設等の環境整備〔下水道流下型エリア〕）
　・災害用マンホールトイレ等の整備
　　　現況測量、詳細設計業務

　その他避難所の整備等
　　　避難所看板設置
　　　地震自動解錠付防災ボックス設置
　　　既存津波避難避難施設除却

【過去２カ年の実績】
平成３０年度　　２９３，４９２，０８０円
津波避難施設整備
①平成３０年度現年分
　・大湊町津波避難施設
　　　避難路整備工事
　・明神ポンプ場
　　　照明灯設置工事
　・その他の整備
　　　避難所看板設置
　　　地震自動解錠付防災ボックス設置

②平成２９年度から一部繰越
　・二見町今一色津波避難施設
　　　建築工事、電気設備工事

③平成２９年度から繰越
　・二見町今一色津波避難施設
　　　監理業務

避難所等整備事業 ８０，９１８
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1

    （単位  千円）

決算書
       頁

169

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

169

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

避難生活施設等の環境整備
平成３０年度
　・災害用トイレの整備
　　　現況測量、詳細設計業務（貯留型エリア）
　・備蓄倉庫の整備
　　　備蓄倉庫調査業務

平成２９年度　　３５８，９９２，６０７円
　津波避難施設整備
　・磯町津波避難施設
　　　養生シート撤去工事
　・東豊浜町津波避難施設
　　　建築工事、監理業務
　・二見町今一色津波避難施設
　　（平成３０年度へ一部繰越）
　　　建築工事、電気設備工事
　　（平成３０年度へ繰越）
　　　監理業務
　・その他の整備
　　　避難所看板設置
　　　地震自動解錠付防災ボックス設置

　避難生活施設等の環境整備
　・災害用トイレの整備
　　　基本計画策定業務

【事業を取りまく状況等】
　・南海トラフの巨大地震等の災害から市民の生命を守る
　ため、平成２５年から津波緊急避難所の整備を行い、
　平成３０年度に整備が完了した。
　　今後は、避難生活時の災害関連死を防止するため、
　避難生活施設等の環境整備や災害時に利用する備蓄倉庫
　の整備を進めていく。

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 市と市社会福祉協議会が関係団体などと協働して運営す
る市災害ボランティアセンターに関して、有事の際に円滑
な対応ができるよう、各種の取組みを行った（市社会福祉
協議会への負担金により実施）。

災害ボランティア
支援事業

６００

 １． 災害時に、自分自身や家族の支援だけでは避難すること
が困難な人が迅速・安全に避難支援等が受けられる体制を
整えるため、対象者に対し災害時要援護者への登録を図っ
た。また、災害対策の強化を図ることを目的に、制度の見
直しを行い、令和元年9月から「避難行動要支援者制度」
へ名称を改め、避難支援等関係者に情報共有することにつ
いての同意を確認するため、同意書を送付した。
同意書送付者　１４，９４３人

災害時要援護者対
策事業

３，０１７

高 齢 者 支 援 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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    （単位  千円）

決算書
       頁

169

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

169

1

 １． 令和元年台風第１９号により自ら居住する住宅が床上浸
水の被害に遭われた人に対し、被災した住宅の復旧に要す
る費用の一部を補助した。　　補助件数　２件

被災住宅復旧工事
補助金

１１５

商 工 労 政 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 土砂災害防止法に基づき、三重県が土砂災害警戒区域等
に指定した地域において、住民の生命、財産を守るため、
対象地区の住民とワークショップ形式で現場を歩き、把握
した危険な箇所等を反映させた土砂災害ハザードマップを
作成して住民に配布することで避難に関する周知を行っ
た。
（概要）
　　　土砂災害ハザードマップ作成業務　一式　１件
　　  土砂災害ハザードマップ印刷業務　　　　１件
　　≪整備地域≫
  　　宇治館町地内ほか

避難対策事業 １１，３１７

監 理 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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（款）11．教育費　（項）１．教育総務費　（目）３．教育振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

13,656 2,863 45,900 3,223

    （単位  千円）

決算書
       頁

171

1
1

173

2

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 道路・交通事情等により通学に危険等が生じる遠距離通
学等児童生徒に対してスクールバス等を運行することで、
安全な通学環境を整備した。
（概要）
・利用人数(計)：１４４人
・伊勢宮川中学校スクールバス運行業務委託等(９６人)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３，６６４千円
・二見浦小学校スクールバス運行業務委託等(４６人)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６，２２４千円
・五十鈴中学校スクールタクシー運行業務委託等（２人）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６２千円
・沼木地区自主運行バス運行業務委託
（交通政策課にて執行）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，０８１千円
・土地借上料 　　　　　　　　　　　　　　 １２２千円

通学安全対策事業 ４１，１５３

578,563 決 算 額 の 財 源 内 訳

399,851 一般財源

334,209

教 育 総 務 課

 ２． ①私立幼稚園就園奨励費補助金（国の補助事業）
国の基準に基づき、私立幼稚園に在園する市内在住園児

の保護者に対し、世帯の所得状況に応じて入園料及び保育
料の補助を行った。
・補助金支給者数 　　                     　６１人
・補助金支給額　                      ３，３６４千円
②私立幼稚園及び私立認定こども園保育料補助金

市内の私立幼稚園及び私立認定こども園に在園する市内
在住の４歳～５歳児の保護者に対し、保育料の補助を行っ
た。
・補助金支給者数                     　 　３７１人
・補助金支給額　                          ９２８千円
③幼児教育育成補助金

市内私立幼稚園及び私立認定こども園の経営の安定化と
幼児教育の充実を図るため、運営費に対して補助を行っ
た。
・補助金支給園　                        　  １２園
・補助金支給額　                    １０，１７１千円
④一時預かり事業（幼稚園型）

私立幼稚園及び私立認定こども園の一時預かり事業を安
定的に実施するための人件費等に対して補助を行った。
・補助金支給園　                        　 　 ２園
・補助金支給額　                       ２,０６６千円

私立学校等振興助
成事業

１６，５２９
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事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 本市が所有する小学校、中学校、幼稚園の施設を長寿命
化する観点から、各学校施設の改築、長寿命化、修繕の優
先順位等を勘案した計画を作成した。

（概要）
・計画策定講習会旅費　　　　　　　 　　　　 １８千円
・計画策定業務委託料　　　　　　　  　８，３４８千円

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　　　　　　　　　　　  １１，０３７千円
　
【過去２ヵ年度の実績】
　平成２９年度　　　　　　　　　　　    　　　０千円
　平成３０年度　　　　　　　　  　　 　 　　　０千円

【事業を取りまく状況等】
この計画は、「伊勢市公共施設等総合管理計画」の下位

計画として、施設の状況を調査したうえで、今後その施設
を維持していくためには国の示す単価でどの程度の費用が
必要かを踏まえたものである。今後は５年から１０年の間
隔で児童生徒数の推移、学校統合の進捗状況等を見極めな
がら更新をする必要がある。

学校施設長寿命化
計画策定事業

８，３６６

 １．
小中学校の適正規模化・適正配置を推進するため、第１

期に統合予定の小中学校において、保護者や地域住民に対
する説明会や統合準備会の開催、統合する学校間の事前交
流行事の支援等を行った。
　・嘱託職員賃金等　　　　　　　　　  ２，２２１千円
　・旅費　　　　　　　　　　　　　          ６３千円
　・印刷用消耗品費等　　　　　　          １７１千円
　・各種印刷製本費　　　　　　　　          ５０千円
　・郵便料　　　　　　　　　　　　　          １千円
　・校章デザイン修整業務委託　　　　　      ４４千円

小中学校適正規模
化・適正配置推進
事業

２，５５０

学校統合推進室

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 　令和５年４月開校に向け、校舎等の設計を行った。

　・建築設計業務委託　　　　　　　　 ３３,５１０千円
　・土木設計業務委託　　　　　　　　 １２,４６０千円

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　　　　　　　　　　　 ２０４,４２２千円
　・建築確認申請等手数料
　・建築、土木設計業務委託

【過去２カ年度の実績】
　令和元年度新規事業

【事業を取りまく状況等】
　・二見地区統合保育園と同時期に津波浸水区域外
　  へ移転予定

二見地区小中学校
整備事業

４５，９７０
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    （単位  千円）

決算書
       頁

171

1

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 子どもたちが音楽や美術・科学等に触れる機会を支援
し、また、成果を発表する場を設けることにより、児童生
徒の学習意欲を高めるとともに豊かな感性を養った。

○科学創作展
・内容　　：児童生徒の科学的な作品や創意工夫した創作
           的な作品を展示し、一般に公開した。
・委託先　：伊勢市科学創作教育振興会
・開催日　：令和元年９月７日・８日
・開催場所：伊勢市生涯学習センター　いせトピア
・委託料　：１９７，７０５円

○教育美術展
・内容　　：児童生徒の絵画、工作、書写作品を展示し、
           一般に公開した。
・委託先　：伊勢市教育美術展運営委員会
・開催日　：令和元年１１月３０日・１２月１日
・開催場所：伊勢市生涯学習センター　いせトピア
・委託料　：２８２，０６２円

○伊勢市中学校連合音楽演劇発表会
・内容　　：生徒による合唱・吹奏楽・太鼓の演奏会が行
           われた。
・委託先　：伊勢市中学校連合音楽演劇発表会
・開催日　：令和元年１１月１５日
・開催場所：シンフォニアテクノロジー響ホール
           伊勢大ホール
・委託料　：２，４８２，８４０円

○伊勢まつり「小学生連合鼓笛隊パレード」「中学生吹奏
  楽演奏会」
・内容　　：伊勢まつりにおいて「小学生連合鼓笛隊パ
           レード」「中学生吹奏楽演奏会」に参加する
           予定であったが、台風のため参加を中止し
　　　　　 た。１０月１７日には進修小学校による宇治
           地区鼓笛パレードが行われた。
・委託先　：伊勢まつり鼓笛・イベント実行委員会
・開催日　：令和元年１０月１７日
・開催場所：進修小学校からおはらい町
・委託料　：２２０，７５０円

○伊勢市小学生演劇鑑賞運営委員会
・内容 　 ：市内小学校２３校６年生児童全員を対象に劇
           団四季の鑑賞会を行った。
・委託先　：伊勢市小学生演劇鑑賞運営委員会
・開催日　：令和元年９月２４日
・開催場所：シンフォニアテクノロジー響ホール
            伊勢大ホール
・委託料　：１，５７７，８１９円

学校行事開催事業 ４，７６１
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 ２． 地域人材や学生を、学習支援員等として活用すること
で、学習環境の整備に努め、個に応じたきめ細かな支援や
指導を行うことができた。
【学習支援員】
　○配置および活動状況（令和２年３月３１日現在）
    小学校２３校　５６人　うち１人複数校勤務
    中学校　７校　１４人
【教育支援ボランティア】
　○登録者数　１７７人（令和２年３月３１日現在）
  ○活動人数　１５９人（令和２年３月３１日現在）
　    内訳（学習支援１０４人、部活動支援２２人、学
            校図書館支援１３人、 保育活動補助１２
            人、日本語支援４人、その他４人）
  ○活動回数　３，６０３回
   　他に皇學館大学生等の大学生も活動。
【学校安全ボランティア】
　○登録者数　６８５人
  （小学校２３校、中学校１校：各校区で随時活動）

学校教育支援事業 １２０，３６８

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ４． 遠距離その他の事由により徒歩による通学が困難な児童
について、その通学に要する交通費を支給し、児童の通学
上の安全確保を図った。なお、平成２９年度から次年度分
の通学定期券の現物支給を行っている。
・令和元年度通学分 １１０，０２０円 （１６名）
・令和２年度通学分　４，１２２，４００円（２１０名）

通学安全対策事業 ４，２３２

 ３． 子ども一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切な支援を
行うために、特別支援教育体制整備をすすめた。専門家
（臨床心理士・特別支援学校教諭等）による市内保幼小中
への巡回相談や、教職員の研修会、保護者啓発のための講
演会等を実施した。

特別支援教育推進
事業

３１０
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事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ５． 自然や環境、伝統文化、福祉やボランティア等に関する
体験学習など、創意工夫を生かした学習活動を通して、児
童･生徒が、「やさしいまち伊勢市」のまちづくりについ
て考え、気づき、行動する取組を支援した。また、幼稚園
において地域の人とのふれあいを通した体験を行うこと
で、地域のよさや愛着を感じることができるように支援し
た。
①「やさしいまち伊勢市発見大賞」の実施

ユニバーサルデザインの部、発見・体験エピソード作文
の部、俳句・川柳・短歌の部の３部門に分けて市内の小中
学生を対象に、作品を募集した。今年度の応募総数は1136
点。そのうち、市長賞３点、教育長賞３点、福祉賞３点、
優秀賞６点、入賞各部門小中学校で計１２点を決定した。
入選作品集を作成し、入賞者の他小中学校３３校、各関係
機関に配布した。
②事業推進校の取組

事業委託をうけた小学校１４校、中学校７校、幼稚園２
園が、児童生徒が地域の人との交流（ふれあい）や地域探
検を通して、高齢者や障がい者が住みやすいまちづくりに
ついて考え、気づき、行動する取組を展開した。 また、
授業のユニバーサル化推進事業では、小学校２校、中学校
１校が、だれもがわかりやすい授業、すごしやすい学校を
目指し、研修の実践や環境面での改善などに取り組んだ。
③子ども未来会議

誰もが安心して暮らせる伊勢市のまちづくりについて、
小中学校児童生徒代表が意見交流した。
④赤ちゃんとのふれあい体験等を通したいのちの学習

市立３中学校で、赤ちゃんとのふれあい体験等を通した
いのちの学習を実施した。その他の中学校においても、学
校独自に講師を招聘していのちの学習を進めていった。

子どもたちとつく
る「やさしいまち
伊勢市」支援事業

３，０１２

 ７． 目標基準準拠検査（ＣＲＴ）を小中学校で実施し、個に
応じたきめ細かい指導に生かすことができた。また、研究
校を指定し、課題解決に向けた計画的・継続的な実践研究
を行い、授業改善を促進することができた。

学力向上推進事業 １２，０８２

 ６． キャリア教育の一環として、働くことの意義･目的を学
び、職業観・勤労観を育てるために、中学２年生を対象と
して３日間の職場体験学習を実施した。職場体験学習参加
生徒数：１,０２２名　協力事業所数：延３４１事業所

未来へチャレン
ジ！職場体験推進
事業

１，３１７

 ９． 文化活動の促進を図るため、県外大会へ参加する学校へ
の助成を行なった。
【令和元年度出場大会】
・東京国際合唱コンクール（東京都中央区）
・ＮＨＫ音楽コンクール東海北陸ブロック
                        （愛知県稲沢市)
・中部合唱コンクール(岐阜県岐阜市)
・全日本合唱コンクール全国大会(岡山県岡山市)

文化活動県外大会
参加負担金

２，９４３

 ８． 児童生徒が生涯にわたって健全な心と身体を培い豊かな
人間性を育む基礎を作ることを目的に、学校・家庭・地域
が連携しそれぞれの学校・地域の特色を活かした食育の取
組を実施した。

食育推進事業 ９３９

 10． スクールカウンセラーへの相談は、人間関係に関する相
談が最も多く、不登校やいじめ、学習関係等多岐にわたっ
ている。そのために、学校規模に応じて、配置をし、効果
的に活用することができた。

スクールカウンセ
ラー活用事業

４２１
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事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 11． 市立中学校に部活動指導員を配置し、部活動指導体制の
充実を推進し、部活動を担当する教員の負担軽減・支援を
行った。
　・部活動指導員４名の配置
　　配置期間：H31.4.15～R2.3.30

【当初予算における内容・計画】
当初予算額　３，５９２，０００円
　・部活動指導員３名の配置

【過去２ヵ年度の実績】
平成30年度（新規事業）　　４６２，５６８円
　・部活動指導員１名の配置
　　配置期間：H30.10.1～H31.3.30
　
【事業を取りまく状況等】

全国的に教員の働き方が問題となっている中、部活動指
導員を配置し、部活動を担当する教員の負担軽減・支援を
行うとともに、学校における部活動の指導体制の充実を図
る必要がある。

当初３名の配置としていたが、学校要望もあり予算の範
囲内で１名増員した。

部活動指導員配置
事業

２，９１６

 13． 経済的理由により修学が困難な大学又は高等学校等に在
学する学生、生徒に奨学金を支給し、奨学生の学費の負担
を軽減するとともに、社会に貢献する有用な人材の育成に
努めた。
県外大学：１６人　　県内大学：　９人
公立高校：１５人　　私立高校：１３人　　　計５３人

奨学金育英事業 ４，６２９

 12． 民間プール施設の活用により、学校水泳指導における教
員と民間インストラクターによるチームティーチングによ
る効果的な指導など実施体制等の検討を行い、今後の学校
水泳における民間プール施設の効果的かつ経済的な活用を
検討する。またメリット、デメリットを洗い出すことで、
民間プール施設の活用の可能性を探った。早修小、豊浜東
小、北浜小の３校（合計児童数２９０人）の水泳の授業を
ベスパスポーツクラブに委託した。

（令和元年度新規事業）
【当初予算における内容、計画】
当初予算額　３，８４２，０００円
委託内容：小学校３校
　　      低・中・高学年に分け、５回の実施
　
【事業を取り巻く状況等】

学校水泳を行う上で、施設の維持管理、および修繕にか
かる費用は、経済的にも非効率である。令和元年度新規事
業として、学校水泳民間プール施設活用事業を行った。長
期的にみると施設維持管理費等の削減の見通しはあるが、
1年間の検証では成果を検証することができない。しか
し、水泳の専門的な指導により、児童の泳力向上や泳げな
かった子が泳げるようになった割合が増えるなどの成果が
あった。引き続き市内小学校に広げていくための民間施設
のさらなる確保や実施校の拡大、年間を通しての学校水泳
実施計画を進めていく必要がある。

学校水泳民間プー
ル施設活用事業

３，３１６
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 14． 令和元年８月６日に行われた広島平和記念式典に、市立
中学校から生徒代表各校２名と引率教員２名、指導主事３
名を派遣し、平和学習を深めた。報告会を開催するととも
に、広報いせやケーブルテレビの活用、報告文集作成、市
内各所で移動展示を行うなど、広く市民に平和の尊さを伝
えた。

非核・平和推進事
業

９５７

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 16． 　小学生ちょこっと英語体験、中学生英語スピーチコンテ
スト、英語検定チャレンジ事業等、児童生徒が様々な形で
外国語に関わることができる機会を設け、外国語への関心
や意欲の向上を図った。また、就学前教育保育施設へのＡ
ＬＴの派遣を行った。

【当初予算における内容・計画】
当初予算額　１３，１５０，０００円
・小学生ちょこっと英語体験
　　１回につき２４名参加。４回開催。
・中学生英語スピーチコンテスト
 　 市内各校代表２～３名の中学生が参加
・小学校外国語活動研究指定
　  小学校２校を指定し、ＡＬＴを２名配置。
・就学前教育保育施設へのＡＬＴ派遣
・英語検定チャレンジ事業（１，２３０人）
　　準１級　　　５人
　　  ２級　　３０人
　　準２級　１６０人
　　　３級　４６０人
　　　４級　３１５人
　　　５級　２６０人
　
【過去２ヵ年度の実績】29年度新規事業
＜平成２９年度＞決算額　６，４０１，３９９円
・小学生ちょこっと英語体験
　　３回開催。合計６３名が体験。
・中学生英語スピーチコンテスト
 　 市内中学生１９名が参加。
・小学校外国語活動研究指定
　　小学校１校を指定し、ＡＬＴを１名配置。
　　新学習指導要領による外国語の教科化、早期化に対応
　するために研究をすすめた。
・英語検定チャレンジ事業（９２８人）
　　準１級　　　 　２人
　　　２級　　 　１１人
　　準２級　　 　８９人
　　　３級　 　２９４人
　　  ４級　　 ２７４人
　　　５級　　 ２５８人

＜平成３０年度＞決算額　１１，３６５，３２９円
・小学生ちょこっと英語体験
　　４回開催。合計７６名が参加
・中学生英語スピーチコンテスト
 　 市内中学生１６名の中学生が参加

エンジョイイング
リッシュ事業

１２，２０８

 15． いじめ防止等に資する対策を効果的に進めるため、「い
じめ防止対策推進法」及び「伊勢市いじめ防止基本方針」
に沿って会議･研修会を実施し、関係機関や各小中学校と
の連携を図った。「人権感覚あふれる魅力ある学校づく
り」の不登校・いじめ未然防止推進事業の目的を踏まえ、
伊勢市における新規不登校児童生徒の抑制へ向けた未然防
止・初期対応の取組への理解を深めることができた。

いじめ防止対策推
進事業

１６３
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（款）11．教育費　（項）１．教育総務費　（目）４．教育研究所費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

16,150 33

    （単位  千円）

決算書
       頁

175

1

 17． 英語を母語とする人材やそれと等しい環境で英語を身に
つけた人材を雇用し、中学校の英語科及び小学校の外国語
活動等で、担当教員が行う授業の補助を行った。ＪＥＴプ
ログラムによる雇用７名と市直接雇用１１名の計１８名を
中学校、小学校や就学前教育保育施設に派遣した。(内、
２名はエンジョイイングリッシュ事業)

ＡＬＴ活動事業 ６９，１７３

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

・小学校外国語活動研究指定
　  小学校１校を指定し、ＡＬＴを１名配置。
・英語検定チャレンジ事業（１,００２人）
　　準１級　　　 　２人
　　　２級　　　 ３０人
　  準２級　 　１３２人
　　  ３級　　 ３３０人
  　　４級　　 ２７３人
　　　５級　 　２３５人
・就学前教育保育施設へのＡＬＴ派遣

【事業を取りまく状況】
　今年度から小学校では中学年で外国語活動、高学年で外
国語が教科化され本格実施となり、外国語教育を通じて、
子どもたちの異文化理解の精神、豊かな語学力、コミュニ
ケーション能力を育成するためのよりよい学習環境づくり
を進めていくことがますます必要となる。外国語学習を進
める中、英語に興味を持つ子どもたちも増え、学習意欲が
向上し、様々な事業にも積極的に参加する場面が増えた。

 18． 市立全小中学校の図書館に司書資格を有する図書館ス
タッフを配置し、図書館業務のスムーズな管理運営、児童
生徒へのオリエンテーション、読み聞かせ等、学校図書館
活動の活性化を図った。

学校図書館活性化
支援事業

３０，５１０

609,346 決 算 額 の 財 源 内 訳

293,119 一般財源

 19． 伊勢市オリジナルブックリスト「読書ツアー（低学年
用）」を小学１年生に（２，３年生には配付済み）、「読
書ツアー（高学年用）」を小学４年生に（５，６年生は配
布済み）配付し、読書意欲の向上を図った。

読書大好キッズプ
ロジェクト事業

９００

276,936

教 育 研 究 所

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 教育に関する今日的、将来的な課題について研究を進め
るとともに、教職員・保護者・市民対象の研修講座を開催
し、市内保幼小中学校の教育力向上を図った。
　・研究　　　　　４件
　・研修講座　　１６講座

教育研究研修推進
経費

２，８６９
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 ２． いじめや不登校の早期発見・早期対応・未然防止のため
「子どもの人間関係づくり」の研究を行った。全小中学校
で、よりよい学校生活と友達づくりのためのアンケート
（ｈｙｐｅｒ―ＱＵ）を実施し、その結果・分析に基づい
た研修会を行い、学級集団づくりを支援した。また、非常
勤講師を配置し研究体制の強化を図った。 小中学校にお
けるカウンセリングマインドの向上を目指し、校内研修を
実施するとともに、リーダーの養成を行った。
  ・非常勤講師の配置　　　　　　　　　小中学校３３校
　・カウンセリングマインド向上研修　　小中学校１１校

子ども輝き生き活
き総合推進事業

４３，１７０

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ４． 不登校や登校しぶり等、学校に行きたくても行けない児
童生徒の社会的に自立した学校復帰を目的に、教育支援セ
ンターＮＥＳＴでは、個に応じた生活や学習の指導及び支
援を行った。また、学校にも教育支援センターにも行けな
い児童生徒への支援を充実させるため、教職経験のあるコ
ンサルタント２名を配置し、児童生徒、保護者及び学校の
支援体制を充実させた。
　・通級児童生徒数　　　　　　　３１名
　・相談件数(述べ件数)　　１，２１６件
 　　　　　 (電話 745件、来所 195件、学校訪問 276件)

不登校対策子ども
未来サポート総合
推進事業

９，１４６

 ３． 小中学生の教育、いじめや不登校等の問題について、学
校や保護者等からの相談に対し、コンサルタントが電話や
面接等により対応するとともに、状況に応じ学校訪問や家
庭訪問を行った。さらに、児童生徒・保護者を対象に、臨
床心理士によるカウンセリングを実施し、専門的かつ継続
した指導及び心のケアを図った。
　・教育相談件数　　　　　３２６件
　・カウンセリング　　１，３３８件

カウンセリング
ルーム総合推進事
業

２２，５６０

 ５． 研究委託校（継続校である明倫小学校、上野小学校・研
究指定校である小学校２１校）にて、整備を進めているタ
ブレットＰＣを中心にＩＣＴ機器を活用した授業改善につ
いて研究を行った。
　・小学校研究委託２校【前年度からの継続校】
　・継続校以外の小学校２１校での授業実践研究の実施

スクールイノベー
ション推進事業

７７７

 ６． 教育用コンピュータの整備を進めることにより、次世代
型学習環境を構築し、児童･生徒の情報活用能力の向上及
び校務の軽減・効率化を図った。

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　113,708,000円
　・中学校７校にタブレットＰＣを配置
　・電子黒板を小・中学校３１校に追加配置
　・Windows７のサポート切れに対応するための教育用
　　コンピュータ機器（ノートＰＣ一式)の更新

【過去２ヵ年度の実績】
平成30年度　　119,033,172円（次世代ICT教育推進事業）
　・小・中学校１６校にタブレットPCを配置
　・電子黒板を小・中学校１８校に配置

【事業を取りまく状況等】
新学習指導要領において、情報活用能力が、言語能力等

と同様に「学習の基盤となる資質・能力」として位置付け
られたことから、国の施策でもある学校のＩＣＴ環境整備
は必須である。

ICT教育環境整備事
業

１１７，１４２
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（款）11．教育費　（項）１．教育総務費　（目）５．人権教育費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁
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1
1

175

2
2

175

3

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ７． 市内全小学校において、５年生を核の学年として一人１
台のタブレットＰＣを貸与し、持ち帰り学習や授業実践を
行った。

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　38,820,000円
　・小学校２３校５年生を対象として一人１台のタブレッ
　　トＰＣを貸与

【過去２ヵ年度の実績】
令和元年度からの新規事業

【事業を取りまく状況等】
新学習指導要領において、情報活用能力が、言語能力等

と同様に「学習の基盤となる資質・能力」として位置付け
られたことから、国の施策でもある学校のＩＣＴ環境整備
は必須である。

ICT活用実証研究事
業

１９，０８１

23,620 決 算 額 の 財 源 内 訳

21,627 一般財源

21,627

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 人権教育に関わる事業の充実を図るため、人権教育の研
究や研修会の開催などを伊勢市人権・同和教育研究会に事
業委託し、市立各小中学校等の加盟団体にて、実践の交流
会や研修会の開催、人権教育のカリキュラムの研究等が行
われ、成果として研究紀要が発行された。

人権教育研究委託
経費

４７８

 ２． 人権教育の先進的な取組を学ぶために、研修会に参加
し、最新の情報や資料を得た。 「人権の芽（１,０５０
冊）」を作成・印刷し、各学校へ配布するとともに活用を
促すことで、人権学習の推進に努めた。

人権教育推進一般
経費

１１２

 ３． 中学校区を単位とした人権教育推進事業を中心に、各学
校での取組の充実に向けて、年間を通した計画的な取組が
実施できるよう事業を展開した。市の委託事業として５中
学校区に研究指定を行い、人権教育の公開授業等を通して
校区の連携強化を図った。また、市立全小中学校で取り組
んだ人権作文をもとに、子ども人権フォーラムを実施し、
学校での人権学習の推進を図った。

人権教育子ども輝
きプラン総合推進
事業

１，３１２
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（款）11．教育費　（項）１．教育総務費　（目）６．教育集会所費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

175

1
1

175

2

（款）11．教育費　（項）２．小学校費　（目）１．小学校管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

28,911 52,500 348

    （単位  千円）

決算書
       頁

177

1

13,065 決 算 額 の 財 源 内 訳

11,613 一般財源

 ２． 教育集会所を管理運営するために、人権教育指導員（４
名）を配置するとともに、光熱水費・消耗品費・備品費・
法定点検費等を支出し、利用者（市内小中学生や市民）が
安全快適に利用できるように体制を整えた。

教育集会所管理経
費

１１，３３７

11,613

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 子ども人権スクールを開催し、市内小中学生及び高校生
に人権学習の場と機会を提供した。また、小中学校への出
前学習や教職員研修を実施し、人権教育の推進に努めた。

教育集会所人権教
育事業

２７６

577,150 決 算 額 の 財 源 内 訳

505,667 一般財源

423,908

教 育 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 小学校施設の安全面、衛生面の機能充実及び施設機能の
維持等の整備を行った。
（概要）
・【繰越】トイレ改修工事（修道小、明倫小、宮山小、
　　　　　浜郷小、明野小）　　 　　 ４３，３８３千円
・【繰越】天井落下防止対策工事（御薗小）
　　　　　　　　　　　　　　　 　　 １８，６５３千円
・教室照明設置工事（進修小）　　　 　 １，２６５千円
・外壁改修工事（修道小）　　　　　  　３，０８０千円
・プール本体改修工事（有緝小）　　  　６，３４４千円
・給食室床塗装工事（中島小）　　　  　１，２５３千円
・校舎外壁雨漏改修工事（北浜小）    　８，１４４千円
・歩道橋塗装改修工事（城田小）　 　 　６，６４２千円
・普通教室改修工事（明野小）　　  　１０，６５３千円
・下水道接続工事（明野小）　　 　　　 ９，７２０千円
・多目的トイレ改修工事（御薗小）　  　３，３００千円

小学校整備事業 １１２，４３７
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    （単位  千円）

決算書
       頁

177

1

（款）11．教育費　（項）２．小学校費　（目）２．小学校教育振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,636

    （単位  千円）

決算書
       頁

177

1
1

179

2
2

179

3

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

80,442 決 算 額 の 財 源 内 訳

75,490 一般財源

 １． 学校評議員から学校運営に関しての助言や地域の情報を
得て、校長は学校運営に生かし、特色ある学校づくりや地
域や社会に開かれた学校づくりに努めた。

学校評議員設置経
費

５７６

73,854

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ○一般教材備品
教育現場で必要とする教材及び著しく老朽化した教材を

整備した。
　・整備校　２３校（市立小学校全校）
　・整備額　１３，４６３，０１９円

○理科教育振興法に基づく理科教材備品
科学技術教育の基盤となる小学校における理科教育のた

めの設備(理科教育振興法に基づく）を国の補助を受け整
備した。
　・整備校　６校（進修小学校ほか５校）
　・整備額　８０１，７０６円

○特別支援教育設備整備
新設または増設された特別支援学級において、障がいに

適応した教育を実施するために必要な教材を整備した。
　・整備校　５校（神社小学校ほか４校）
　・整備額　３８０，６１２円

小学校教材整備経
費

１４，６４５

 ２． 学校図書館がその機能を充分に発揮できるよう、学校図
書館の充実を図った。
　・整備校　２３校（市立小学校全校）
　・整備額　９，６０３，５８５円

学校図書館充実経
費

９，６０４

 ３． 経済的理由により、就学困難な児童に学用品費、修学旅
行費、学校給食費等を給与し、必要な援助を行った。

なお、新入学児童生徒学用品費について、平成２９年度
新入学予定児童から、入学前の３月に支給している。
　・令和元年度在校生支給人数　７１９人
                 (要保護　 ２人、準要保護 ７１７人）
　・令和２年度入学予定者入学前支給人数　８６人
　   　　 　　 　(準要保護)

要保護及び準要保
護児童生徒援助事
業

４７，７８１
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（款）11．教育費　（項）２．小学校費　（目）３．小学校建設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

680,800 76

    （単位  千円）

決算書
       頁

179

1

1,010,641 決 算 額 の 財 源 内 訳

681,122 一般財源

246

学校統合推進室

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 令和３年４月開校に向け、神社・大湊統合小学校（みな
と小学校）の統合校校舎の建設工事等を行った。

　・建築確認申請等手数料　　　　　　　　　２０１千円
　・造成工事　　　　　　　　 　　　１７５,３１１千円
　　（平成３０・令和元年度継続費）
　・校舎、屋内運動場建設工事及び監理業務委託
　　（令和元・２年度継続費）
　　　　　　　　　　　　　　　　　 ５０５,６１０千円

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　　　　　　　　　　   ９６２,９８２千円
　・建築確認申請等手数料
  ・造成工事
　　（平成３０・令和元年度継続費）
　・校舎、屋内運動場建設工事及び監理業務委託
　　（令和元・２年度継続費）
　繰越予算額　　　　　　　　　　　　 ８８,７７７千円
　・造成工事
　　（平成３０・令和元年度継続費）

【過去２カ年度の実績】
　平成２９年度　　　　　　　　　　４０６，７１８千円
  ・建築確認申請等手数料
  ・学校用地草刈業務委託
  ・建築、土木設計業務委託
　　（平成２８・２９年度継続費）
  ・土地購入費
  ・用地取得に係る補償費
　平成３０年度　　　　　　　　　　　７０，３２１千円
　・造成工事
　　（平成３０・令和元年度継続費）
  ・支障物件移転補償

【事業を取りまく状況等】
　・津波浸水対策として、校舎及び屋内運動場の
    嵩上げを行う。

神社小学校・大湊
小学校統合校整備
事業

６８１，１２２
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（款）11．教育費　（項）３．中学校費　（目）１．中学校管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

19,905 81,100 4,090

    （単位  千円）

決算書
       頁

179

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

179

1

381,783 決 算 額 の 財 源 内 訳

334,611 一般財源

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

229,516

教 育 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 中学校施設の安全面、衛生面の機能充実及び施設機能の
維持等の整備を行った。
（概要）
・【繰越】トイレ改修工事（小俣中、御薗中）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２，３２０千円
・【繰越】天井落下防止対策工事（倉田山中）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７，０２９千円
・エレベーター設置ほか改修工事（城田中）
　　【繰越】建築確認手数料　　　　　　　　２１４千円
　　【繰越】設計委託料　　　　　　　　２，７２９千円
　　工事　　　　　　　　　　　　　　４５，４２１千円
　　完了検査等手数料　　　　　　　　　　　１０５千円
　　設計監理委託料　　　　　　　　　　１，１５５千円
・運動場水道栓設置工事（厚生中）
　　工事　　　　　　　　　　　　　　　１，１８８千円
　　水道新設手数料　　　　　　　　　　　　　　２千円
　　水道加入金　　　　　　　　　　　　　　１６２千円
・屋上防水改修工事（城田中）　　　　　　　６７０千円
・屋内運動場床改修工事（五十鈴中）　　１，２９６千円
・屋内運動場カーテン取替等工事（二見中）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２，０８７千円
・工作室改修工事（小俣中）　　　　　　２，８１１千円
・駐輪場増築工事（小俣中）
　　工事　　　　　　　　　　　　　　　６，３２８千円
　　建築確認及び完了検査手数料　　　　　　　４１千円
・天井落下防止対策工事（小俣中）　　　４，６８９千円
・テニスコート改修工事（御薗中）　　１９，０７８千円

中学校整備事業 １１７，３２５

 １． 学校評議員から学校運営に関しての助言や地域の情報を
得て、校長は学校運営に生かし、特色ある学校づくりや地
域や社会に開かれた学校づくりに努めた。

学校評議員設置経
費

２２２
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（款）11．教育費　（項）３．中学校費　（目）２．中学校教育振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,444 132

    （単位  千円）

決算書
       頁

181

1
1

181

2
2

181

3

66,223 決 算 額 の 財 源 内 訳

61,601 一般財源

60,025

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ○一般教材備品
教育現場で必要とする教材及び著しく老朽化した教材を

整備した。
　・整備校　１０校（市立中学校全校）
　・整備額　８，２３９，８２７円

○理科教育振興法に基づく理科教材備品
科学技術教育の基盤となる中学校における理科教育のた

めの設備(理科教育振興法に基づく）を国の補助を受け整
備した。
　・整備校　４校（厚生中学校ほか３校）
　・整備額　１，４６１，３９４円

○特別支援教育設備整備
新設または増設された特別支援学級において、障がいに

適応した教育を実施するために必要な教材を整備した。
　・整備校　３校（五十鈴中学校ほか２校）
　・整備額　３７５，８１８円

中学校教材整備経
費

１０，０７７

 ２． 学校図書館がその機能を充分に発揮できるよう、学校図
書館の充実を図った。
　・整備校　１０校（市立中学校全校）
　・整備額　６，９６５，３４９円

学校図書館充実経
費

６，９６５

 ３． 経済的理由により、就学困難な生徒に学用品費、修学旅
行費、学校給食費等を給与し、必要な援助を行った。

なお、新入学児童生徒学用品費について、平成２９年度
新入学予定生徒から、入学前の３月に支給している。
  ・令和元年度在校生支給人数　３８４人
   　　　　　 　 (要保護　４人、準要保護　３８０人）
  ・令和２年度入学予定者入学前支給人数　１１１人
                （準要保護）

要保護及び準要保
護児童生徒援助事
業

４１，６９０
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（款）11．教育費　（項）４．幼稚園費　（目）１．幼稚園費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

8,734 13,800 6,145

    （単位  千円）

決算書
       頁

181

1

（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）２．社会教育推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,626 5,500 3,652

    （単位  千円）

決算書
       頁

183

1

163,804 決 算 額 の 財 源 内 訳

154,612 一般財源

168,897 決 算 額 の 財 源 内 訳

160,556 一般財源

125,933

教 育 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 　既存の空調を更新する空調改修工事を行った。

（概要）
・空調設備改修工事　　　　　　　 　 ２２，４８０千円
　（債務負担行為　令和元年度～令和２年度）

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　　　　　　　　　　  　１９，１２７千円
　
【過去２ヵ年度の実績】
　平成２９年度　　　　　　　　　　　   　 　　０千円
　平成３０年度　　　　　　　　  　　  １，５７５千円
　　・空調設備改修工事設計業務委託

【事業を取りまく状況等】
・既設空調設備は、設置から４０年が経過しており老朽化
が著しいため、改修するもの。改修に伴い空調設備を、集
中方式から効率の良い個別方式とする。
・防衛省からの補助事業で、協議の中で２ヶ年に分ける継
続費を設定したが、その場合、補助金全体の２０％を上回
る支払い実績が必要となる。本工事の標準的な工期を考え
た場合、継続費の考え方は困難であるため、債務負担行為
を設定した。

小俣幼稚園空調設
備改修事業

２２，４８０

149,778

社 会 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 社会教育委員兼公民館運営審議会
・委員数　１１人
・会議

社会教育関係事業の実施状況等について、審議を行っ
た。
・委員研修

第５０回東海北陸社会教育研究大会や三重県社会教育委
員連絡協議会主催の研修会等に参加した。

社会教育推進事業 ７４３
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決算書
1        頁

183

2
2

183

3

（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）３．文化振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

16,130 1,760 19,969

    （単位  千円）

決算書
       頁

183

1
1

183

2

 ２． 生涯学習の学習機会と学習場所を提供するため、二見・小
俣・御薗の各公民館等で、生涯学習講座を開催した。
・生涯学習講座内訳
　二見公民館　１１講座（受講者１４７人）
　小俣公民館　１３講座（受講者１８１人）
　御薗公民館　１３講座（受講者１６７人）

伊勢文化サークル協会活動への補助
生涯学習サークルの集合体である、伊勢文化サークル協

会の活動（自主事業及び文化祭等）に補助を行った。

生涯学習推進事業 ２，３０４

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 地域社会の中で、放課後等に子どもたちの安全で健やかな
活動場所を確保するため、「放課後子ども教室」を実施し
た。

事業実施にあたって、伊勢文化サークル協会の協力を得
て、子どもたちに様々な体験・活動を提供した。
・名　称
　「放課後子ども教室」
　（伊勢市における呼称：いせ子どもチャレンジ教室）
・実施講座数

５７講座（受講者 連携型１，２６９人、一体型５２０
人

放課後子ども教室
運営事業

２，８４９

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 市民が文化芸術に親しむとともに、文化芸術活動の成果
を発表する場として、市民芸能祭・美術展覧会・市民交流
茶会など、様々な文化芸術イベントを開催し、市民文化の
向上を図った。

芸術祭開催事業 ３，０８９

107,371 決 算 額 の 財 源 内 訳

103,706 一般財源

65,847

文 化 振 興 課

 ２． 市民が身近な施設で文化芸術を鑑賞できる機会として、
（公社）落語芸術協会との共催により「芸協らくご・伊勢
おかげ寄席」を開催した。また、観光文化会館指定管理者
との共催により、オリジナルミュージカル「ザ・デイサー
ビス・ショウ」を開催し、演劇を通じた文化振興を図っ
た。

文化芸術鑑賞事業 ３，５２６
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決算書
2        頁

183

3
3

183

4
4

183

5

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 子どもたちの豊かな心と感性を育むとともに、次世代へ
の文化の継承を図るため、合唱、箏、茶道などの文化芸術
に係る体験講座を小中学校において実施した。また、日本
の伝統的な文芸の形式である短歌・俳句を用い、瑞々しい
感性で世界に伊勢市の魅力をＰＲしてもらいたいとの思い
を込め、小中学生を対象に短歌と俳句の作品公募を行っ
た。
【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　1,140,000円
    ・文化芸術体験講座　　　250,000円
　　・伊勢市短詩型文学祭　　611,900円
　　・いせの文化ラリー　　　186,300円
　　・夏休み博物館イベント 　91,800円
【過去２か年度の実績】
    ・文化芸術体験講座　　　参加者数　H30　1,239人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R元　1,520人
　　・伊勢市短詩型文学祭　　応募点数　H30　2,988点
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R元　4,780点
　　・いせの文化ラリー　　　参加者数　H30　　　7人
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 R元　　　5人
　　・夏休み博物館イベント  参加者数　H30　　208人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R元　　473人
【事業を取りまく状況等】

市民による文化活動の活性化に向けて、将来の文化芸術
活動の担い手である子どもの豊かな感性と創造性を育むた
めに、子どもが文化芸術に接する機会を拡充してくことが
必要である。また、少子高齢化が進む中、後継者の確保・
育成が課題となっている。

次世代のための文
化芸術推進事業

１，００１

 ５． 伊勢市内で伝承されている指定無形民俗文化財等の連綿
とした保存継承を支援するため、補助金の交付を行った。
　交付団体数　　馬瀬町狂言保存会外　２０団体

指定無形民俗文化
財等保存継承事業
補助金

２，４６７

 ４． 指定文化財等の適正な保存管理を図るため、補助金を交
付した。
【令和元年度対象事業及び市補助金決算額】
○国史跡離宮院址環境整備事業
・補助事業者　官舎神社氏子総代会
・補助金　　　１５５千円
○史　旧林崎文庫　史跡等総合活用整備事業
・補助事業者　宗教法人　神宮
・補助金　　　２,０００千円
○国登　丸岡家住宅主屋ほか１件美観向上整備事業
・補助事業者　個人
・補助金　　　１，０６０千円
○国登　近鉄宇治山田駅本屋美観向上整備事業
・補助事業者　近畿日本鉄道株式会社
・補助金　　　４，５６５千円
○市天然記念物旭町のアイナシ環境整備事業
・補助事業者　個人
・補助金　　　１，０１７千円
○市史跡境楠環境整備事業
・補助事業者　楠奉賛会
・補助金　　　９３千円

文化財保存整備事
業補助金

８，８９０
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183

6
6

183

7
7

183

8

（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）４．青少年育成費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

185

1
1

185

2

 ６． 市内の指定文化財や史跡等に対し、文化財案内板を設置
することにより、その所在を明らかにし、来訪者への周知
を図った。令和元年度は、「太田小三郎」案内板を新たに
設置した。また、新設案内板１件と、既設案内板２件に英
語ガイド用ＱＲコードステッカーを貼付し、外国人来訪者
への対応を図った。

文化財案内板設置
事業

５９３

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ７． 保存管理活用計画に基づき史跡の再整備を図るため、か
つて存在した南堀の一部とその隣接地404.94㎡を公有地化
した。

旧豊宮崎文庫整備
活用事業

２４，１２７

8,412 決 算 額 の 財 源 内 訳

6,968 一般財源

 ８． 地震に対する安全性を確保するために耐震診断を行い、
耐震補強を実施する。
令和元年度から令和２年度にかけて行う耐震診断にあたっ
ては旧賓日館保存整備委員会を開催し、指導を受けながら
実施した。また、建物の維持管理のために修繕工事等を施
行した。
【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　18,761,000円
    ・耐震診断・補強案策定業務　17,116,000円
　　・委員報酬・旅費・食糧費等　113,000円
　　・講師報償金・旅費　32,000円
　　・修繕料　1,500,000円

【過去２ヵ年度の実績】
　令和元年度からの新規事業

【事業を取りまく状況等】
今後、診断結果による補強案を策定し、倒壊による人的

被害を出さないように十分な安全性が確保でき、また、文
化財的価値が損なわれない耐震性能を確保した耐震補強工
事を行う必要がある。

賓日館保存事業 １８，５９１

6,968

社 会 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 青少年の保護及び健全な育成のため、広報・啓発及び調査
研究等、青少年健全育成の推進に必要な事業を伊勢市青少
年育成市民会議に委託し、各中学校区単位（10中学校区）
で組織された青少年健全育成協議会と連携し、地域主導型
による青少年健全育成活動に取り組んだ。

青少年健全育成推
進事業

１，５４７

 ２． 伊勢市と飯田市の児童の代表が、児童会活動や学校内外の
生活、そして住んでいる地域社会のことについて話し合
い、友情と連帯の輪を強め、次代のリーダーを養成した。

飯田市交流会実施
事業

３２５
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2        頁

185

3
3

185

4

（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）５．図書館費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

185

1
1

185

2

（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）６．観光文化会館費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

6,983 310,000 1,466

    （単位  千円）

決算書
       頁

187

1

 ４． 青少年の非行について、早期発見、早期指導及び青少年に
関する相談並びに情報の収集、資料の整備などを行い、関
係機関及び団体等との協力体制を確立し、合同活動の拠点
として青少年の非行防止を図り、健全な育成に寄与するこ
とを目的に、運営を行った。

相談センター管理
運営事業

３，８４４

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 市内の各中学校区から推薦を受けた新成人代表（２６
人）による「新成人のつどい実行委員会」を設置し、自ら
企画・運営を行い、「新成人のつどい」を実施した。
　開催日：令和２年１月１０日（日）
　場所：シンフォニアテクノロジー響ホール伊勢
　参加者数：１，０６６人（参加率８６．６％）

成人式開催事業 １，１９２

201,809 決 算 額 の 財 源 内 訳

197,505 一般財源

197,505

 ２． 赤ちゃんと保護者に「絵本」と「絵本を楽しむ体験」を
プレゼントする活動。赤ちゃんと保護者が、絵本を介し
て、心ふれあう時間を持つきっかけを届ける。対象赤ちゃ
んに絵本２冊とアドバイス集が入ったブックスタートパッ
クを図書館や１歳６か月児健診時に配付した。 配付数
８４０人

ブックスタート支
援事業

１，４５３

社 会 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 閲覧用図書、雑誌、視聴覚資料について、利用者のニー
ズや分野別のバランスをとりながら購入し、図書館利用の
促進を図った。【購入冊数】図書 １１，９００冊 雑誌
３，５８０冊　視聴覚資料　７２点

図書整備経費 ２７，５０８

392,151 決 算 額 の 財 源 内 訳

387,336 一般財源

68,887

文 化 振 興 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 大ホール等の吊り天井落下防止工事、消防設備改修工
事、空調設備の更新を行った。
〔主な内容〕
・機械設備工事　　　　　　　　　　１９０，０８０千円
・建築工事　　　　　　　　　　　　１１２，５５０千円
・電気設備工事　　　　　　　　　　　２６，５８２千円

観光文化会館施設
維持補修経費

３３４，５０１
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（款）11．教育費　（項）６．保健体育費　（目）２．学校保健費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

16,322

    （単位  千円）

決算書
       頁

187

1
1

187

2
2

187

3

（款）11．教育費　（項）６．保健体育費　（目）３．学校給食費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

189

1
1

189

2
2

189

3

88,042 決 算 額 の 財 源 内 訳

86,201 一般財源

69,879

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 学校保健安全法に基づく健康診断として、児童生徒及び
幼児に対し、校医等による内科、歯科検診を実施するとと
もに、専門医、学校薬剤師による各種検診、検査を実施
し、幼児児童生徒の健康管理に努めた。

児童生徒保健管理
事業

７２，０９２

 ２． 結核問診と学校医による定期健康診断により結核の早期
発見・早期治療及び児童生徒への感染防止に努めた。ま
た、感染が疑われる対象者に精密検査を実施した。

児童生徒結核検診
事業

５９

545,120 決 算 額 の 財 源 内 訳

532,779 一般財源

 ３． 非常勤講師を除く県費負担教職員を対象に定期健康診断
を実施し、健康の保持増進を図るとともに、労働安全衛生
法第６６条の１０の規定に基づくストレスチェックを実施
し、自身のストレスへの気づきを促し、メンタルヘルス不
調の未然防止に努めた。

教職員健康管理事
業

４，８８９

532,779

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 「安全でおいしい学校給食」が円滑に提供できるよう、
給食調理従事者の健康管理、衛生管理等を実施し、設備の
充実、食中毒の防止等に努めた。

学校給食管理経費 １８０，７３３

 ３． 老朽化した大型備品の更新を行い、安定した給食の提供
と衛生管理の徹底を図った。給食施設整備経費 １６，９３２

 ２． 学校給食が円滑に実施できるよう、施設の維持管理に努
め、安定した学校給食運営を図った。学校給食施設維持

管理経費
４，３１７
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決算書
3        頁

189

4

（款）11．教育費　（項）６．保健体育費　（目）４．体育振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

4,532

    （単位  千円）

決算書
       頁

191

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

189

1

112,196 決 算 額 の 財 源 内 訳

101,640 一般財源

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ４． 中学校給食共同調理場の運営・管理を行い、市内共同調
理場方式実施１０中学校の生徒へ、安全・安心でおいしい
給食を提供した。

中学校給食共同調
理場管理経費

１８９，１８８

97,108

国体総務課・国体競技課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 令和３年三重とこわか国体・三重とこわか大会開催準備
として、PRイベントや情報発信、競技会場の設計、いきい
き茨城ゆめ国体などの先催地視察を行った。

また、事業推進のため平成３１年４月２５日に「三重と
こわか国体・三重とこわか大会伊勢市準備委員会」から改
組した「三重とこわか国体・三重とこわか大会伊勢市実行
委員会」事務局の運営を行った。

【当初予算額における内容・計画】
　当初予算額　２５，０００千円
     ・三重とこわか国体・三重とこわか大会開催準備
　
【過去２か年の実績】
  平成２９年度　　１，７３３千円
　　　・先催県視察経費　１，６６２千円
　　　・会議室使用料　　　　　２１千円
　　　・備品購入費　　　　　　５０千円
　平成３０年度
　　　・準備委員会負担金　７，６３４千円
 
【事業を取り巻く状況】

新型コロナウイルス感染が懸念されるなか、安心安全な
大会開催を実現するために、体制・環境を整える必要があ
る。

国民体育大会準備
経費

２４，２１７

 １． 伊勢市スポーツ推進委員連絡協議会主催のスポーツ行事
等について、企画立案や運営を行い、生涯スポーツの推進
に貢献した。また、スポーツの普及や振興を図るため、地
域においてもスポーツ教室や大会等を開催した。
　・委員数：６０人

スポーツ推進委員
事業

３，６２２

ス ポ ー ツ 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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決算書
1        頁

189

2
2

189

3

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 生涯スポーツの普及・振興のため各種の市民スポーツ行
事を開催した。

　・いせスポーツフェスティバル2019
      ちびっこ超人選手権大会
　　　　開催日：R元. 6.30　参加者数：２６５人
　　　ボッチャ交流大会
　　　　開催日：R元.10.14　参加者数：　８１人(27ﾁｰﾑ)
　・市民ふれあいスポカルウォーク
　　　開催回数：４回　　　　参加者数：延６０５人
　・伊勢市民ダンス＆体操フェスティバル2019
　　　開催日：R元.10.20　　参加者数：７３２人

生涯スポーツ推進
事業

３，６７７

 ３． 子どもから高齢者まですべての地域住民がニーズに合わ
せて、気軽にスポーツ活動に参加できる「総合型地域ス
ポーツクラブ」を育成した。また、各クラブにおいては、
年間を通じてスポーツ教室や大会等を開催した。
【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　8,296,000円
　・クラブ運営の安定・強化を図るための支援
　・クラブ事務局間の情報交換・協力体制構築
　・クラブによる各種教室、交流事業の実施
　・皇學館大学と連携した合同体験教室の実施
　・広報いせ、ホームページでクラブ紹介

【過去２ヵ年度の実績】
平成29年度　　6,150,099円
　・クラブ運営の安定・強化を図るための支援
　・県のアドバイザーによるクラブ訪問
　・皇學館大学と連携した合同体験教室の実施

平成30年度　　5,601,103円
　・クラブ運営の安定・強化を図るための支援
　・クラブ間の情報共有、意見交換会の実施
　・皇學館大学と連携した合同体験教室の実施

【事業を取りまく状況等】
身近で気軽にスポーツを実践できる場として、地域ス

ポーツの推進に重要な役割を担っている。市民がスポーツ
に親しむ機会の増加につなげるため、各クラブの意見交換
会や交流事業を実施している。今後は、障がい者スポーツ
の取り組みをどのようにしていくか検討していく必要があ
る。
  ・クラブ数：８クラブ
　・会員数　：３，６６２人（R2.1現在）

総合型地域スポー
ツクラブ育成事業

７，９４２
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決算書
3        頁

189

4
4

189

5
5

191

6
6

191

7

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ４． 子どもたちがスポーツの歓びを体感するとともに、心身
の健全な育成を図るため、幅広いスポーツ活動を経験する
機会を設けた。

・スポーツテスト2019・母集団育成事業
　　日時：R元.5.11
　　参加者数：５１６人（スポーツテスト）
　　参加者数：１２０人（母集団育成事業）
・伊勢度会地域交歓会「スポ少フェスタ2019」
　指導者研修会
　　日時：R元.6.8
　　参加者数：５３８人（スポ少フェスタ）
　　参加者数：　５８人（指導者研修会）
・交流事業（餅つき・とこわかダンスレッスン）
　　日時：R2.2.11
　　 ※新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止
＜登録数＞
　　団数：３８団　　団員数：１,１０９人（R元.9現在）

スポーツ少年団育
成事業

１，７５９

 ６． 伊勢市スポーツ協会(R2.4.1に伊勢市体育協会から名称
変更）の各競技団体が主体となって、種目普及やジュニア
から大人までの競技力向上のための大会や教室を開催し
た。

　・ジュニア育成事業：１５競技１５事業開催
　・競技スポーツ事業：１３競技１３事業開催
　・種目普及事業　　：１０競技１０事業開催
　・指導者育成事業　：　２競技　２事業開催
　・公認スポーツ指導員資格取得支援：２競技
　・審判員資格取得支援：４競技

競技スポーツ推進
事業

４，８７４

 ５． 各種スポーツ大会で予選大会等を経て、全国大会に出場
する個人や団体に激励金を支給した。
　
　・支給件数 　１４３件
　・支給額 　　５，４００，０００円
　・主な大会　 全国高校総体、国民体育大会等
　・皇學館大学の全日本大学駅伝出場にあたり、激励金を
　　交付し、応援の気運を高めるため懸垂幕を本庁舎本館
　　へ掲出した。
　・全国規模以上のスポーツ大会において、優勝または
　　それに準ずる成績を収めた選手に対し、本庁舎本館
　　１階ロビーへ名前を掲示し、その功績を称えた。

全国大会等参加激
励事業

５，４０４

 ７． 　全国的な各種スポーツ大会を開催した。
　
　・伊勢神宮奉納社会人野球　第67回JABA伊勢・松阪大会
　　　開催日：R元.10.4～8
　　　参加者・観覧者数：２，９１８人
　・第35回神宮奉納全日本ソフトテニス大会
　　　開催日：R元.10.19～20　 参加者数：２１２人
　・第31回都道府県対抗全日本中学生ソフトテニス大会
　　　開催日：R2.3.26～28
　　　※新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止

集客誘致大会開催
事業

２，４２７
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（款）11．教育費　（項）６．保健体育費　（目）５．体育施設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

31,800 57,311

    （単位  千円）

決算書
       頁

191

1
1

191

2

270,815 決 算 額 の 財 源 内 訳

250,493 一般財源

161,382

ス ポ ー ツ 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 第２期伊勢市スポーツ推進計画等に基づき、施設の適正
な運営、維持管理を行った。体育施設管理運営

経費
１５９，５０５

 ２． 体育施設の機能修復と向上を図るため、老朽箇所の修繕
及び改修を行った。
・北浜ｽﾎﾟｰﾂｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ防球ﾈｯﾄ改修工事　　 ２，７９７千円
・小俣総合体育館高圧受電設備改修工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５，０２５千円
・小俣総合体育館ﾄｲﾚ改修工事　　　　　 ７，４６９千円
・二見ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ境界ﾌｪﾝｽ補修工事　　　　 １，３１７千円
・御薗B&G海洋ｾﾝﾀｰ浄化槽撤去工事　　　 １，６９０千円
・小俣総合体育館ｱﾘｰﾅ天井等改修工事　４６，５８０千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか
　　※前年度から繰越
　　　【契　約　額】７４，９１０千円
　　　【平成30年度】２８，３３０千円
　　　【令和元年度】４６，５８０千円

体育施設整備事業 ９０，９８８
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（款）12．災害復旧費　（項）１．農林水産業施設災害復旧費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

191

1

（款）12．災害復旧費　（項）１．農林水産業施設災害復旧費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

193

1

14,141

　（目）１．農地・農業用施設災害復旧費

37,507 決 算 額 の 財 源 内 訳

14,141 一般財源

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 令和元年台風第１９号の影響により被災した農地及び農
業用施設の復旧を行い、機能回復を図った。
・上野町地内潜水橋撤去設計業務委託
・上野町地内災害復旧ほか９件
・前山町地内災害復旧工事【令和２年度へ繰越】

農地・農業用施設
災害復旧事業

１４，１４１

　（目）２．林業用施設災害復旧費

11,280 決 算 額 の 財 源 内 訳

6,089 一般財源

6,089

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 令和元年台風第１９号の影響により被災した林道の復旧
を行い、施設の機能回復を図った。
・横輪町地内　飛滝林道土砂等撤去工事ほか３件
・矢持町地内林道災害復旧ほか１件
・横輪町地内 林道ホラ線災害復旧工事【令和２年度へ繰
越】

また、伊勢市鳥獣被害防止対策協議会が実施する獣害防
止柵の復旧事業に対して負担金を支出した。

林業用施設災害復
旧事業

６，０８９
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（款）12．災害復旧費　（項）２．公共土木施設災害復旧費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

87,177 43,400 1,601

    （単位  千円）

決算書
       頁

193

1

143,816 一般財源

　（目）２．河川災害復旧費

367,812 決 算 額 の 財 源 内 訳

11,638

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 平成３０年７月に発生した台風１２号、平成３０年８月
に発生した台風２１号、平成３０年９月に発生した台風２
４号、令和元年５月の大雨、令和元年８月に発生した台風
１０号、令和元年１０月に発生した台風１９号により被災
した施設の機能回復を図るため、復旧を進めている。
（概要）
　河川災害復旧
 【補助分】
　①令和元年度現年分　　　　Ｌ＝３２．０ｍ　　  １件
　　準用河川亀谷郡川右岸（仮復旧）
　②平成３０年度から一部繰越　Ｌ＝２５３．７ｍ　５件
　　準用河川古屋川左右岸ほか
　　準用河川大倉川左岸
　　準用河川亀谷郡川左右岸
　　普通河川横輪川左右岸
　　普通河川取川左右岸ほか
　③令和２年度へ一部繰越　　Ｌ＝５５５．３ｍ　１０件
　　普通河川雨渕川右岸
　　準用河川亀谷郡川左右岸
　　普通河川五十鈴川左右岸
　　準用河川亀谷郡川左岸
　　普通河川横輪川支川右岸
　　普通河川横輪川左右岸
　　普通河川西五十鈴川右岸
　　準用河川一宇田川左右岸
    普通河川五十鈴川左岸ほか
　　準用河川横輪川左右岸
　④令和２年度へ繰越　　　　Ｌ＝５．１ｍ　    　１件
　　準用河川大倉川右岸

 【単独分】
　①令和元年度現年分
     測量設計業務　　　　　　　１９か所　　　　 ４件
　　 樹木伐採業務　　　　　　　　１か所　　　　 １件
　　 普通河川一宇田川支川右岸　　Ｌ＝４．０ｍ　 １件
　　 準用河川大倉川左岸　　　　　Ｌ＝２．０ｍ　 １件

河川災害復旧事業 １４３，８１６
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（款）13．公債費　（項）１．公債費　（目）１．元金

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

10,534

    （単位  千円）

決算書
       頁

195

1

（款）13．公債費　（項）１．公債費　（目）２．利子

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,386

    （単位  千円）

決算書
       頁

195

1

財 政 課

5,367,236 決 算 額 の 財 源 内 訳

5,367,235 一般財源

5,356,701

287,146 一般財源

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 過去に借入れた市債の元金の支払いを行った（通常償
還）。
　・借入利率　　0.01%～4.75%
　・借入年度　　平成4年度～平成29年度
　・未償還残高　57,119,660千円

市債償還元金 ５，３６７，２３５

288,112 決 算 額 の 財 源 内 訳

285,760

財 政 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 　過去に借入れた市債の利子の支払いを行った。
　・借入利率　0.002%～4.75%
　・借入年度　平成4年度～平成30年度

市債利子 ２８７，０３１
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  【国民健康保険特別会計】

（款）２．保険給付費　（項）１．療養諸費　（目）１．一般被保険者療養給付費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

7,793,070

    （単位  千円）

決算書
       頁

211

1

（款）２．保険給付費　（項）１．療養諸費　（目）２．退職被保険者等療養給付費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

9,752

    （単位  千円）

決算書
       頁

211

1

（款）２．保険給付費　（項）１．療養諸費　（目）３．一般被保険者療養費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

52,686 15

    （単位  千円）

決算書
       頁

211

1

7,857,000 決 算 額 の 財 源 内 訳

7,793,070 一般財源

24,000 決 算 額 の 財 源 内 訳

9,752 一般財源

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 一般被保険者の療養給付費
（１）診療延件数（薬剤、訪問看護を含む）
　　　　　　　　　　　　　　　　４９０，９２０件
（２）年度平均被保険者数　　　　　２６，９４８人

一般被保険者療養
給付費

７，７９３，０７０

57,587 決 算 額 の 財 源 内 訳

52,701 一般財源

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 退職被保険者等の療養給付費
（１）診療延件数（薬剤、訪問看護を含む）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９１３件
（２）年度平均被保険者数　　　　　　　　　３３人

退職被保険者等療
養給付費

９，７５２

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 一般被保険者の療養費支給額
（１）支給件数　　　　　　　　　　　８，０６５件一般被保険者療養

費
５２，７０１
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（款）２．保険給付費　（項）１．療養諸費　（目）４．退職被保険者等療養費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

109

    （単位  千円）

決算書
       頁

211

1

（款）２．保険給付費　（項）２．高額療養費　（目）１．一般被保険者高額療養費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,140,314

    （単位  千円）

決算書
       頁

213

1

（款）２．保険給付費　（項）２．高額療養費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

2,020

    （単位  千円）

決算書
       頁

213

1

1,140,602 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,140,314 一般財源

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 一般被保険者の高額療養費支給額
（１）支給件数　　　　　　　　　　４９，２４４件一般被保険者高額

療養費
１，１４０，３１４

2,020

109 決 算 額 の 財 源 内 訳

109 一般財源

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 退職被保険者等の療養費支給額
（１）支給件数　　　　　　　　　　　　　　　６件退職被保険者等療

養費
１０９

一般財源

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

　（目）２．退職被保険者等高額療養費

2,020 決 算 額 の 財 源 内 訳

 １． 退職被保険者等の高額療養費支給額
（１）支給件数　　　　　　　　　　　　　　１７件退職被保険者等高

額療養費
２，０２０
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（款）２．保険給付費　（項）４．出産育児諸費　（目）１．出産育児一時金

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

213

1

（款）２．保険給付費　（項）５．葬祭諸費　（目）１．葬祭費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

213

1

（款）４．保健事業費　（項）１．特定健康診査等事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

63,916

    （単位  千円）

決算書
       頁

215

1
1

215

2

172,230 決 算 額 の 財 源 内 訳

154,754 一般財源

90,838

30,240 決 算 額 の 財 源 内 訳

27,763 一般財源

10,200 決 算 額 の 財 源 内 訳

8,650 一般財源

27,763

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 出産育児一時金の支給額
（１）支給件数　　　　　　　　　　　　　６７件出産育児一時金 ２７，７６３

8,650

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 葬祭費の支給額
（１）支給件数　　　　　　　　　　　　　１７３件葬祭費 ８，６５０

 ２． 特定保健指導の実施
（１）　動機付け支援　　　　　　 　　　　４７５人
（２）　積極的支援　　　　　　　 　　　　  ４３人

特定保健指導事業
費

１３，０２９

 １． 特定健康診査の実施
（１）　受診件数　　　　　　　　　１１，９０９人特定健康診査事業

費
１４１，７２５

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

　（目）１．特定健康診査等事業費
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  【後期高齢者医療特別会計】

（款）２．後期高齢者医療広域連合納付金（項）１．後期高齢者医療広域連合納付金

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

225

1

決 算 額 施 策 の 成 果

　（目）１．後期高齢者医療広域連合納付金

2,999,990 決 算 額 の 財 源 内 訳

2,999,990 一般財源

2,999,990

医 療 保 険 課

事 業 名

 １． 三重県後期高齢者医療広域連合の市町負担金
・後期高齢者医療保険料
　市が徴収した保険料および延滞金を広域連合へ納付
　　　　　　　　　　　１，３３２，３０２千円
・保険基盤安定制度負担金
　低所得者にかかる保険料軽減分を負担
　　　　　　　　　　　　　３４４，７１５千円
・保健事業負担金
　広域連合が行う保健事業経費の市分担金
　　　　　　　　　　　　　　２１，８３４千円
・事務費負担金
　広域連合事務経費（共通経費）の市分担金
　　　　　　　　　　　　　　４７，００３千円
・療養給付費負担金
　伊勢市の被保険者に係る医療給付費の1/12の額
　　　　　　　　　　　１，２５４，１３６千円

後期高齢者医療広
域連合負担金

２，９９９，９９０
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  【介護保険特別会計】

（款）１．総務費　（項）１．総務管理費　（目）２．介護保険推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

237

1
1

237

2

（款）２．保険給付費　（項）１．介護サービス等諸費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

3,181,727 1,899,525 3,425,761

    （単位  千円）

決算書
       頁

239

1
1

239

2

5,777 決 算 額 の 財 源 内 訳

4,982 一般財源

4,982

 ２． 「伊勢市第９次老人福祉計画・第８期介護保険事業計画」
計画策定業務を委託し、介護予防・日常生活圏域ニーズ調
査を実施した。

４，６８９

介 護 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 本市における地域包括ケアシステムの構築を推進するた
め、伊勢市地域包括ケア推進協議会を開催した。地域包括ケア推進

協議会運営事業
２９４

介護保険事業計画
策定事業

 ２． ・介護予防サービス給付費負担金
　　支給件数　　 15,195件　　　245,678千円
・地域密着型介護予防サービス給付費負担金
　　支給件数　　 　 227件　　　 13,341千円
・介護予防福祉用具購入費負担金
　　支給件数　　 　169件　　　　 3,743千円
・介護予防住宅改修費負担金
　　支給件数　　 　 284件　　 　25,246千円
・介護予防サービス計画費負担金
　　支給件数　　 11,959件　　　 52,738千円

介護予防サービス
等給付事業

３４０，７４６

　（目）１．介護サービス等給付費

13,076,156 決 算 額 の 財 源 内 訳

12,723,089 一般財源

4,216,076

介 護 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ・居宅介護サービス給付費負担金
　　支給件数　　112,687件　　5,726,600千円
・地域密着型介護サービス給付費負担金
　　支給件数　　 14,519件　　1,782,547千円
・施設介護サービス給付費負担金
　　支給件数　　 13,674件　　3,452,632千円
・居宅介護福祉用具購入費負担金
　　支給件数　　　　449件　　　 11,764千円
・居宅介護住宅改修費負担金
　　支給件数　　　　384件　　　 31,916千円
・居宅介護サービス計画給付費負担金
　　支給件数　　 43,130件　　　620,525千円

介護サービス等給
付事業

１１，６２５，９８４
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決算書
2        頁

241

3
3

241

4
4

241

5

（款）３．地域支援事業費　（項）１．地域支援事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

75,228 36,306 79,091

    （単位  千円）

決算書
       頁

241

1

 ３． ・高額介護サービス費負担金
　　支給件数　　25,600件　　　277,111千円
・高額介護予防サービス費負担金
　　支給件数　　　 249件          170千円
・年間高額介護サービス費負担金
　　支給件数　　　  42件　　　　1,357千円
・年間高額介護予防サービス費負担金
　　支給件数　　　　 1件　　　　　　1千円

高額介護サービス
等給付事業

２７８，６３９

決 算 額事 業 名 施 策 の 成 果

 ４． ・特定入所者介護サービス費負担金
　　支給件数　 12,557件　　　　438,812千円
・特定入所者介護予防サービス費負担金
　　支給件数　 　　80件　　　　　　384千円

特定入所者介護
サービス等給付事
業

４３９，１９６

 ５． ・高額医療合算介護サービス費負担金
　　支給件数　 1,372件　　　　　38,466千円
・高額医療合算介護予防サービス費負担金
　　支給件数 　　 43件　　　　　　 58千円

高額医療合算介護
サービス費等給付
事業

３８，５２４

　（目）１．介護予防・日常生活支援総合事業費

293,412 決 算 額 の 財 源 内 訳

 １． ６５歳以上の高齢者を対象に、すこやか教室（老人クラ
ブ）、シニア健康講座等の開催や介護予防教室ＯＢ会の活
動支援を行い、高齢者の健康づくりに関する知識の普及啓
発を図った。５，０４７人の参加があった。

本年度中に７０歳を迎える元気な高齢者２，０７９人に
対し介護予防ＢＯＯＫを配布し、運動・認知・口腔・栄養
改善等の総合的な高齢者の健康づくりに関する講座を開催
した。
　健康チエックコーナーは１，９０１人の利用があった。

普及啓発事業 ４，３４９

262,697 一般財源

72,072

健 康 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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    （単位  千円）

決算書
       頁

241

1
1

241

2

    （単位  千円）

決算書
       頁

241

1
1

241

2
2

241

3

 １． 【介護予防・生活支援サービス事業】
・訪問型サービス費（訪問介護相当・訪問型サービスA1）
支給件数　 　4,100件　　　62,078千円
・通所型サービス費（通所介護相当・通所型サービスA）
支給件数　 　8,390件　　 161,960千円
・高額介護サービス費
　　支給件数　 　　241件　　　　 943千円
・年間高額総合事業サービス費
　　支給件数　　　　 2件　　　　 85千円
・高額医療合算介護サービス
　　支給件数　 　　　15件　　　　157千円
・審査支払手数料
　　支給件数　　18,853件　　　　 886千円

介護予防・生活支
援サービス事業

２２６，１０９

介 護 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． ・介護予防ケアマネジメント事業費
　　支給件数　　6,363件　　 27,817千円介護予防ケアマネ

ジメント事業
２７，８１７

高 齢 者 支 援 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 要介護状態への進行を防止することを目的に、介護予防
の普及啓発を実施し、高齢者の健康と生活機能の維持向上
を支援した。

普及啓発事業 ６１３

 ２． 地域の特性や高齢者のニーズに応じた集いの場を開所し、
当該集いの場への参加、買物、通院等のための移送を伴う
付添い支援を提供するサービスに対する支援を行った。
また、医療専門職の介入による介護予防講座の開催、集い
の場で活動するリーダー育成、集いの場の創出支援を行っ
た。

地域介護予防活動
支援事業

５２５

 ３． 要支援者・事業対象者に対する介護予防・日常生活支援総
合事業のうち、介護サービス事業者以外の多様な主体によ
る多様なサービスを構築するため、民間・地域住民組織等
が行う生活援助や介護予防に資する集いの場等に対する支
援を行った。

介護予防・生活支
援サービス事業

３，２４１
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（款）３．地域支援事業費　（項）１．地域支援事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

77,243 38,621

    （単位  千円）

決算書
       頁

243

1
1

243

2
2

243

3

    （単位  千円）

決算書
       頁

243

1
1

243

2
2

243

3
3

243

4

　（目）２．包括的支援事業・任意事業費

224,739 決 算 額 の 財 源 内 訳

211,636 一般財源

 １． 地域包括支援センターを委託し、保健・医療・福祉の連携
の拠点のさらなる充実と、高齢者の生活を総合的に支える
地域包括ケア体制の実現にむけ、高齢者の支援体制の強
化・充実を図った。

地域包括支援セン
ター運営事業

８９，５８６

95,772

介 護 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 介護保険において要介護４・５に認定された高齢者等
（施設入所者を除く）に対し、介護に必要な紙おむつ・尿
取りパッド、紙パンツ、清拭剤、ドライシャンプーの購入
費用の一部をクーポン券により補助した。
　　支給者数　７８２人

介護用品支給事業 ２７，３８４

 ３． 適切な介護保険サービスの確保、適正な利用により、持
続可能な介護保険制度の構築に資するため、介護給付費等
費用適正化事業を行った。
・ケアプラン点検　実施回数　３回　　点検件数１２件
・介護給付適正化推進セミナー
　　令和元年12月9日開催　参加者　８５人
・介護給付費通知　発送回数　４回
・住宅改修実態調査　実施回数　３回
・福祉用具実態調査　実施回数　３回

介護給付費等費用
適正化事業

３，２２４

 ２． 通所サービスや施設サービスを提供している事業所を介
護相談員が２人１組で訪問し、利用者から不満や要望など
を聞き取り、利用者・事業所・事務局との橋渡しを行っ
た。
　　介護相談員　　１０名　延べ活動日数 ７４９日

介護相談員派遣事
業

３，９４８

高 齢 者 支 援 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 高齢者が住み慣れた地域で生活を続けるために、高齢者虐
待防止と権利擁護の啓発および在宅支援に関する関係者の
連携の強化等に取組み、地域包括ケアシステムの構築と推
進を行った。

地域包括ケア事業 ８，５１２

 ２． 在宅の高齢者や要介護高齢者の介護者に対し、在宅介護に
関する総合的な相談に応じるとともに、当該高齢者及びそ
の介護者のニーズに対応した保健福祉サービスが総合的に
受けられるよう関係機関との連絡調整を行った。

在宅介護支援事業 ６，３００

 ４． 地域課題を地域自らが解決する方法を話し合う場の構築
及び地域活動の創出等を目的に生活支援コーディネーター
を配置し、地域活動の担い手の創出等のため生活支援サ
ポーター養成講座及びスキルアップ研修並びにくらし応援
サービス従事者養成研修を開催した。

生活支援体制整備
事業

１８，３３１
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決算書
4        頁

243

5
5

243

6
6

243

7
7

243

8
8

243

9
9

243

10
10

243

11
11

243

12

 ５． 認知症の早期発見、早期治療をすすめ地域で安心した生活
を送り続けることができるよう認知症初期集中支援チーム
において早期対応を行うとともに、認知症の正しい理解を
深め、家族や周囲が安心して対応できるよう、幅広い年代
層に対し、認知症に関する情報発信や知識の普及啓発を
行った。

認知症施策事業 ４６４

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ６． 在宅生活を支援する医療・保健・介護・福祉等の専門職の
連携の推進を目的に伊勢地区在宅医療・介護連携支援事業
を委託し、拠点の設置・運営およびネットワークの構築を
行った。

在宅支援連携推進
事業

１１，４８８

 ８． 高齢者の食の自立を目的として、６５歳以上の一人暮らし
又は高齢者のみの世帯で、食事の確保が困難な世帯に属す
る高齢者に対して、栄養のバランスの取れた食事を平日の
昼週３回を限度として提供するとともに、安否確認を併せ
て行い、日常生活の支援を行った。

食の自立支援事業 ２，９２７

 ７． 個別ケースを通じてケアマネジャー等と専門多職種が協
働の上、ケアプラン検討や参加者の専門的能力の向上、地
域の社会資源の把握・開発や市の政策形成に繋げることを
目的に伊勢市生活支援会議を開催した。

また、ケアマネジメント支援分科会を開催し、厚生労働
省が定める基準の回数を超える生活援助中心型のケアプラ
ンについて検討を行った。

地域ケア会議推進
事業

１，９１０

 10． 成年後見制度の利用が有効と認められるにも関わらず、申
し立てを行う人が四親等以内の親族にいない者に対し、市
長の権限による申し立ておよび必要経費を助成し、成年後
見制度の利用促進を行った。

成年後見制度利用
支援事業

８５０

 ９． 高齢者世話付住宅（市営リバーサイドせせらぎ）に居住す
る高齢者に対し、生活援助員を派遣し、生活指導・相談、
安否確認、一時的な家事援助、緊急時の対応などのサービ
スを提供することにより、自立して安全かつ快適な在宅生
活を営むことができるよう支援した。

高齢者住宅等安心
確保事業

１０，１１３

 11． 認知症などで行方不明になるおそれのある人の情報を事前
に登録することで、早期発見、早期保護に役立てるため
に、高齢者の安心、安全な生活の支援を行った。

認知症SOSネット
ワーク事業

１６７

 12． 認知症への理解を進め、地域で見守る体制を目的に認知症
サポーターの養成を行った。また、サポーターの地域支援
活動の推進に向け、ステップアップ研修を開催し、認知症
の人とその家族を支援するネットワークの構築を図った。

認知症サポーター
養成事業

１４９
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  【観光交通対策特別会計】

（款）１．観光交通対策事業費　（項）１．管理費　（目）１．管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

601,561

    （単位  千円）

決算書
       頁

257

1

交 通 政 策 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 神宮周辺では、交通渋滞が頻繁に発生しており、来訪さ
れた方だけでなく、地域住民の生活にも支障をきたしてい
る。このため、内宮周辺駐車場の駐車場収入により交通誘
導や情報発信、パーク＆バスライドなどの交通対策を行い
観光振興や地域住民の生活環境の改善を図った。

◎市営駐車場管理運営
　・駐車場使用料収入…564,239,700円
　・駐車場利用台数　…　　958,788台

◎パーク＆バスライド運行実績
　・ゴールデンウィーク交通対策
　　…実施日：平成31年４月28日～令和元年５月５日
　・初参り交通対策
　　…実施日：令和元年12月31日～令和２年１月４日、
　　　　　　　１月11日、１月12日

664,718 決 算 額 の 財 源 内 訳

601,561 一般財源

駐車場管理運営経
費

４７８，１８５
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（単位：千円）

一般財源のうち
都市計画税
充当額

17,266 7,030 5,900 353 3,983 2,509

八日市場高向線ほか１線（２工区）整備事業 17,266 7,030 5,900 353 3,983

680,921 0 680,800 77 44 28

神社小学校・大湊小学校統合校整備事業 680,921 0 680,800 77 44

1,805,070 0 0 0 1,805,070 1,137,247

公共下水道事業繰出金（建設改良事業費） 264,668 0 0 0 264,668

公共下水道事業繰出金（地方債償還金・旧伊勢分） 1,234,821 0 0 0 1,234,821

　　　〃　　（地方債償還金・旧二見　H18借入以降分） 71,637 0 0 0 71,637

　　　〃　　（地方債償還金・旧小俣　H18借入以降分） 133,069 0 0 0 133,069

　　　〃　　（地方債償還金・旧御薗　H18借入以降分） 100,875 0 0 0 100,875

389,174 0 0 0 389,174 245,191

260,983 0 0 0 260,983

8,882 0 0 0 8,882

18,549 0 0 0 18,549

100,760 0 0 0 100,760

2,892,431 7,030 686,700 430 2,198,271 1,384,975

令和元年度　都市計画税充当状況

　都市計画税は、都市計画法に基づき実施する都市計画事業に要する経費に充てる目的税です。
　伊勢市の令和元年度決算における都市計画税の充当状況は、次のとおりです。

　街路

事業名

合　　　　　　　　計

　
公
債
費

（
都
市
計
画
事
業
分

）

　学校

財源内訳

一般財源

その他の
特定財源

地方債国県支出金

都市計画税
充当対象
経費決算額

　下水道

都
市
計
画
事
業

旧伊勢分

旧二見　H18借入以降分
（茶屋２５号線、二見浦交通広場）

旧小俣　H18借入以降分
　（下卯起宮川駅野依橋線）

旧御薗　H18借入以降分
　（八日市場高向線ほか１線、秋葉山高向線、高向神田線、高向西公園）
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【費目別不納欠損の状況】
（単位　人、円）

事 由 対 象 人 数 不 納 欠 損 額 所 管 課

○一般会計

市税

市民税 （１１４） （９，９１０，６５０） 課税課（収納推進課）

１１２ ５，７６６，３８２

消滅時効 ６７ １，７５２，３７４

処分執行停止の継続 ６ ３５２，１４６

無財産等徴収不能 ３９ ３，６６１，８６２

固定資産税 （３６５） （３３，５９１，５７７） 課税課（収納推進課）

３６９ ３６，２０４，６２２

消滅時効 ３２６ １０，２２８，１５４

処分執行停止の継続 ４ ２６９，２１９

無財産等徴収不能 ３９ ２５，７０７，２４９

軽自動車税 （２１０） （９５７，９００） 課税課（収納推進課）

１８２ １，０５６，７７０

消滅時効 １６６ ６７１，４００

処分執行停止の継続 １ ２５，９７０

無財産等徴収不能 １５ ３５９，４００

都市計画税 （３６５） （６，６８０，８９３） 課税課（収納推進課）

３６９ ７，２００，９８１

消滅時効 ３２６ ２，０３４，３４６

処分執行停止の継続 ４ ５３，５４７

無財産等徴収不能 ３９ ５，１１３，０８８

分担金及び負担金

保育所保育料 （４） （８４０，３２０） 保育課

３ ４９８，６８０

消滅時効 ３ ４９８，６８０

諸収入

生活保護法第６３条返還金 （６） （１，５９４，１５８） 生活支援課

消滅時効 １７ ２，４６８，４２３

生活保護法第７８条返還金 （３） （１，７４２，６００） 生活支援課

消滅時効 ９ ４，９０１，８３５

（１，０６７） （５５，３１８，０９８）

１，０６１ ５８，０９７，６９３

○国民健康保険特別会計

国民健康保険料

国民健康保険料 （５１２） （４２，１１７，７４１） 医療保険課

４３２ ４３，３６５，７４９

消滅時効 ４３２ ４３，３６５，７４９

国民健康保険税

国民健康保険税 （２） （４５８，６００） 医療保険課

４ ２９１，４００

消滅時効 ４ ２９１，４００

（５１４） （４２，５７６，３４１）

４３６ ４３，６５７，１４９

○後期高齢者医療特別会計

後期高齢者医療保険料

後期高齢者医療保険料 （３５） （１，４０１，９３２） 医療保険課

３８ １，８８３，８６４

消滅時効 ３８ １，８８３，８６４

○介護保険特別会計

保険料

介護保険料 （１８６） （５，６９３，９３９） 介護保険課

１６６ ５，２１９，６２９

消滅時効 １６６ ５，２１９，６２９

※上段(　 )書は平成30年度実績値

費 目

一般会計　計

国民健康保険特別会計　計
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（歳入）地方消費税交付金（社会保障財源化分） 9.6 億円

（歳出）社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 203 億円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】

国支出金 県支出金 市債 その他
地方消費税交
付金（社会保
障財源化分）

その他

障害者福祉事業 3,195,944 1,486,518 726,822 0 40,796 143,328 798,480

高齢者福祉事業 285,465 0 4,249 0 62,311 14,411 204,494

児童福祉事業 6,885,594 2,374,341 904,187 12,300 432,801 360,919 2,801,046

父母子福祉事業 640,452 218,582 0 0 0 12,497 409,373

生活保護扶助事業 2,021,260 1,495,537 63,336 0 0 13,169 449,218

その他社会福祉事業 346,443 51,754 21,189 0 76,814 12,428 184,258

小計 13,375,158 5,626,732 1,719,783 12,300 612,722 556,752 4,846,869

介護保険特別会計繰出金 1,829,411 47,134 23,567 0 0 108,427 1,650,283

国民健康保険特別会計繰出金 1,190,882 118,628 645,516 0 0 61,872 364,866

小計 3,020,293 165,762 669,083 0 0 170,299 2,015,149

後期高齢者医療特別会計繰出金 1,275,970 0 0 0 0 54,717 1,221,253

医療費支給事業 834,471 0 328,690 0 0 16,598 489,183

医療提供体制確保事業 104,035 0 0 0 9,208 19,720 75,107

病院事業繰出金 936,158 0 0 0 2,158 71,825 862,175

疾病予防対策事業 337,029 6,943 3,788 0 0 47,379 278,919

健康増進対策事業 300,042 676 9,940 0 4,789 12,661 271,976

母子保健推進事業 161,346 12,188 6,210 0 1,022 7,997 133,929

小計 3,949,051 19,807 348,628 0 17,177 230,897 3,332,542

20,344,502 5,812,301 2,737,494 12,300 629,899 957,948 10,194,560

令和元年度　地方消費税交付金（社会保障財源化分）充当事業

○地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費その他社会保障
施策に要する経費

事　業　名 経　費

財源内訳

特定財源 一般財源

社
会
福
祉

社
会
保
険

保
健
衛
生

合計
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令和元年度入湯税の使途状況について 

 

 

入湯税は、地方税法第 701 条の規定により、環境衛生施設、鉱泉源の保護管

理施設及び消防施設その他消防活動に必要な施設の整備並びに観光の振興（観

光施設の整備を含む。）に要する費用に充てることを目的とした地方税です。 

 

伊勢市では、令和元年度の入湯税全額を観光振興に係る経費に充てています。 

 

 

 

（単位：千円）

うち充当額

観光振興 588,583 0 0 0 61,510 527,073 28,563

一般財源等
区分 歳出決算額

その他地方債県支出金国庫支出金
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